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１ 本事業の概要 

(1) 事業目的 

地域共生社会の構築に向けて、重層的支援体制整備事業を中心とした全国的な展開が図られて

いるところであるが、広く普及していくための取組として、個々の地域の課題（ウィークポイン

ト）や長所（ストロングポイント）に寄り添って、地域づくりの現場に根差した支援を行う「中

間的な支援」が非常に効果的である。 

このような「中間的な支援」は高齢者支援や困窮者支援など、社会福祉協議会や NPO など様々

な主体が多様な分野において進めているが、一定の効果をもたらす一方、支援の継続性や終結を

見据えた支援、「中間的な支援」を担う人材の不足など、多様な課題も抱えている。 

一方で、多くの自治体において人口減少が進み、地域活動を担う人材や社会資源の不足など、

地域共生社会を構築するための担い手が抱える様々な社会的な環境も踏まえた支援の充実が求

められている。 

今後、地域共生社会構築の取組をより広域で効果的に普及させるため、「中間的な支援」のあ

り方の研究を進め、全国的な普及のスピードと質を確保していく必要がある。 

本事業では、「中間的な支援」として直接的に地域を支援する社会福祉協議会や NPO などの

団体を「中間支援団体」とし、そうした団体が単独で取り組むことでの限界があることを踏まえ、

中間支援団体を支える活動（団体）も「中間的な支援」とらえ、そのあり方（求められる中間支

援団体サポート機能）について研究するものである。 

 

(2) 事業内容 

①アンケート調査 

支援を行う上での現状、課題、ニーズについて体系的に把握するためアンケート調査を行った。

またどういった団体が支援のスキル、財源、相談対応・研修などの資源を有しているかの把握を

行った。 

併せて、本事業ではモデル的な支援実施を想定していることから、モデル的な対応について協

力いただける自治体・社会福祉協議会をアンケート上で募集し、協力を得られる自治体からモデ

ル対応の中心となる地域を選定した。 

 

②ヒアリング調査 

アンケートに回答された団体のなかでモデル事業に関心ある団体、また研究会委員から支援を

行う先として想定できる団体を紹介いただき、活動を継続するための課題、希望する支援内容な

どを聞き取った。さらに、本事業の研究会メンバー以外で、実際に地域支援を行っている有識者

にも北海道における「中間的な支援」のあり方について意見を得るためヒアリングを実施した。 
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③研究会による検討 

地域支援を行っている支援団体代表者、学識者からなる研究会を設置し、議論・助言を得なが

ら進めた。 

（敬称略・順不同） 

 

研究会委員名 所属 役職 

石黒 建一 特定非営利活動法人 こみっと 日高圏域・地域づくりコーディネーター 

上原 正希 学校法人北海道星槎学園 星槎道都大学 
社会福祉学部 社会福祉学科・地域連携

推進センター 教授・所長 

大曽根 衛 一般社団法人 地域包括ケア研究所 理事 

篠原 辰二 一般社団法人 Wellbe Design 理事長 

高山 大祐 NPO法人北海道NPOサポートセンター 事務局 

中村 健治 社会福祉法人 北海道社会福祉協議会 地域共生社会推進部 部長 

松岡 是伸 学校法人北星学園 北星学園大学 社会福祉学部 教授 

松本 克博 こども食堂北海道ネットワーク 事務局長 

 
 

【有識者会議開催概要】 

第１回 

〇令和６年９月 24 日（火）10:00～12:00 

議題１ 研究事業の進め方について 

・事業計画及びスケジュールについて 

・北海道での中間支援のニーズ、課題について 

議題２ アンケート調査の調査項目（案）について 

第２回 

〇令和６年 12 月４日（水）10:00～12:00 

報告１ アンケート調査について（進捗状況と回答速報－自治体、社 

会福祉協議会） 

報告２ ヒアリング結果について 

議題１ 北海道における中間的な支援のあり方について－方向性の 

検討－ 

議題２ モデル事業の対応について 

第３回 

〇令和７年２月 26 日（水）13：00～15：00 

報告１ アンケート調査結果について（NPO 調査結果、追加集計） 

報告２ モデル事業実施状況報告 

議題１ 北海道における中間的な支援のあり方について 
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④モデル事業の実施 

実効性のある支援のあり方を検討するため、中間支援団体のニーズを把握し、支援経過や効果

等自治体への情報発信を行うことを目的に、実際に支援を求める団体を抽出、モデル的に支援を

実施した。 

 

(3) 成果の公表方法 

研究成果を報告会（令和７年 3 月 21 日開催）の形で公表するとともに、本報告書は事業実施

者である三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社の公式ホームページにて公開する。 
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２ アンケート調査概要 

(1) 調査方法 

①調査目的 

地域共生社会の実現に向けた様々な取組が全国的に展開されている中、多くの自治体においては

人口減少が進み、地域活動を担う人材や社会資源の不足といった課題があり、そのような状況の中

で、地域づくりの現場に根差して、地域活動の担い手に対する支援を行う「中間支援」は非常に効

果的であると考えられる。そのため、北海道の市町村、市町村社会福祉協議会、福祉に関する地域

づくりに関わるNPO団体を対象に、地域活動の実態や課題・ニーズを把握し、地域共生社会の実現

に向けた中間支援のあり方を検討するためのアンケート調査を実施した。 

 

②調査対象 

 ①自治体 ②社会福祉協議会 ③NPO 団体等 

調査対象 北海道下の市町村 
北海道下の 

社会福祉協議会 

北海道で地域共生推進に関わる

活動をしている NPO 団体等※内

閣府 NPO ホームページでの検索及

び北海道 NPO サポートセンターの

紹介により抽出 

実施方法 
北海道庁を通じた 

メール配布・Web 回収 

北海道社会福祉協議会 

を通じた 

メール配布・Web 回収 

郵送配布・回収 

調査期間 令和６年 11 月 令和６年 11 月 令和６年 12 月 

③回答状況 

調査名 発送数 有効回収数 回収率 

①自治体 179 件 76 件 42.5% 

②社会福祉協議会 179 件 51 件 28.5% 

③NPO団体等 57 件 ８件 14.0% 

 

(2) 調査結果の表示方法 

 設問ごとの集計母数は表、グラフ中に（ｎ＝○○）と表記。 

 集計結果の百分率（％）は、小数点第２位を四捨五入した値を表記している。このため、回

答設問の選択肢ごとの構成比の見かけ上の合計が 100.0％にならない場合がある。 

 複数回答設問では、当該設問に回答すべき回答者数を母数として選択肢ごとにそれぞれ構成

比を求めている。そのため、構成比率の合計は通常 100.0％とならない。 
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３ アンケート調査結果のまとめ 

アンケート調査結果詳細は資料編として巻末に掲載し、ここには、まとめを掲載している。 

(1) 自治体調査 

①地域での福祉活動の担い手 

 福祉に関する地域活動の担い手となる地域団体、それらを支援する団体の有無は、「交流会、
サロン」が 8 割強と最も高く、次いで、「声かけ・見守り」「居場所づくり」が 5 割強、「配
食」「健康づくりの活動（体操等）」が５割弱となっている。「地域活動に必要な情報の発信
やノウハウの提供」については、市部では４割強である一方、町村部では１割強となっている。 

図表 1 福祉に関する地域活動の担い手となる地域団体、それらを支援する団体の有無〔複数回答〕 
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29.4 

52.9 
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0.0 
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44.1 

49.2 
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30.5 
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47.5 
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23.7 

15.3 

6.8 

13.6 

11.9 

3.4 

6.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交流会、サロン

居場所づくり

配食

声かけ・見守り

買い物支援

移動支援

家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他、地域での主な福祉活動

無回答

全体 [n=76] 市 [n=17] 町村 [n=59]
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 地域における福祉活動をしている団体として割合が最も高くなっているのは、いずれの活動に
おいても「市町村社会福祉協議会」となっている。市町村社会福祉協議会に次いで高い団体等
は、「交流会、サロン」「除排雪支援」では「ボランティア団体」、「居場所づくり」では「地
域食堂・こども食堂」、「配食」は「福祉関係のサービス提供事業所」、「声掛け・見守り」
「健康づくりの活動（体操等）」は「ボランティア団体」、「買い物支援」「移動支援」「家
事支援（清掃や庭木の剪定等）」は「福祉分野の NPO 団体」となっている。 

図表 2 「交流会、サロン」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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12.9 

0.0 

25.8 

0.0 

16.1 

0.0 
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0.0 

1.6 

17.7 

0.0 

68.8 
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0.0 
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0.0 
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0.0 
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0.0 
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0.0 

2.2 

6.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=62] 市 [n=16] 町村 [n=46]
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図表 3 「居場所づくり」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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38.5 

15.4 
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0.0 

23.1 
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0.0 

38.5 

0.0 

53.8 

11.5 
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26.9 

0.0 

50.0 

0.0 
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0.0 

3.8 

7.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=39] 市 [n=13] 町村 [n=26]
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図表 4 「除排雪支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=35] 市 [n=5] 町村 [n=30]
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図表 5 「配食」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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その他

無回答

全体 [n=37] 市 [n=8] 町村 [n=29]
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図表 6 「声かけ・見守り」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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無回答

全体 [n=41] 市 [n=8] 町村 [n=33]
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図表 7 「健康づくりの活動（体操等）」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

3.6 

32.1 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=37] 市 [n=9] 町村 [n=28]



12 
 

図表 8 「買い物支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 

56.3 

28.1 

0.0 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

6.3 

0.0 

0.0 

12.5 

0.0 

62.5 

12.5 

0.0 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

12.5 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

54.2 

33.3 

0.0 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

4.2 

0.0 

0.0 

8.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=32] 市 [n=8] 町村 [n=24]
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図表 9 「移動支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 

74.2 

25.8 

0.0 

12.9 

0.0 

0.0 

0.0 

9.7 

0.0 

3.2 

3.2 

0.0 

50.0 

33.3 

0.0 

16.7 

0.0 

0.0 

0.0 

16.7 

0.0 

0.0 

16.7 

0.0 

80.0 

24.0 

0.0 

12.0 

0.0 

0.0 

0.0 

8.0 

0.0 

4.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=31] 市 [n=6] 町村 [n=25]
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図表 10 家事支援（清掃や庭木の剪定等）」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
  

53.8 

23.1 

0.0 

7.7 

0.0 

0.0 

0.0 

7.7 

0.0 

7.7 

19.2 

3.8 

50.0 

12.5 

0.0 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

12.5 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

55.6 

27.8 

0.0 

5.6 

0.0 

0.0 

0.0 

5.6 

0.0 

11.1 

16.7 

5.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=26] 市 [n=8] 町村 [n=18]
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 地域における活動を支援する役割は、「地域における共助の仕組みづくりの支援」「地域にお
ける福祉活動の企画・実施の支援」「地域活動に関わる人材の確保のための支援」「地域が連
携できる団体や資源の紹介・マッチング」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」
いずれも市町村社会福祉協議会が８～９割と高い。 

図表 11 「地域における共助の仕組みづくりの支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
  

88.2 

0.0 

5.9 

11.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

5.9 

0.0 

100.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

16.7 

0.0 

81.8 

0.0 

9.1 

18.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=17] 市 [n=6] 町村 [n=11]
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図表 12 「地域における福祉活動の企画・実施の支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
  

95.0 

5.0 

0.0 

5.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

5.0 

0.0 

100.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

16.7 

0.0 

92.9 

7.1 

0.0 

7.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=20] 市 [n=6] 町村 [n=14]
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図表 13 「地域活動に関わる人材の確保のための支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
  

91.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

8.3 

8.3 

0.0 

100.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

88.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

11.1 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=12] 市 [n=3] 町村 [n=9]
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図表 14 「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
  

75.0 

0.0 

0.0 

8.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

8.3 

16.7 

0.0 

100.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

62.5 

0.0 

0.0 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

12.5 

12.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=12] 市 [n=4] 町村 [n=8]
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図表 15 「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
  

78.6 

7.1 

7.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

7.1 

14.3 

0.0 

85.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

28.6 

0.0 

71.4 

14.3 

14.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

14.3 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=14] 市 [n=7] 町村 [n=7]
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②地域団体等が抱える課題 

 地域団体等が抱えている主な課題は、「新たな担い手（スタッフ）の確保」が 8 割強と最も高
く、次いで、「担い手の固定化・高齢化」が 8 割強、「役員のなり手不足」が７割弱、「財源
不足」が 4 割強となっている。 

図表 16 地域団体等が抱えている主な課題〔複数回答〕 

 
  

67.1 

82.9 

84.2 

30.3 

43.4 

18.4 

21.1 

2.6 

5.3 

6.6 

9.2 

13.2 

0.0 

0.0 

6.6 

0.0 

64.7 

82.4 

82.4 

29.4 

58.8 

11.8 

5.9 

5.9 

11.8 

0.0 

17.6 

11.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

67.8 

83.1 

84.7 

30.5 

39.0 

20.3 

25.4 

1.7 

3.4 

8.5 

6.8 

13.6 

0.0 

0.0 

8.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

役員のなり手不足

担い手の固定化・高齢化

新たな担い手（スタッフ）の確保

利用者の固定化

財源不足

住民の関心の低さ

活動内容の慣例化

要援護者の実態がつかめない

福祉制度が複雑化して理解が追いつかない

組織運営等の知識等の不足

対象者が支援を受け入れない（拒否をされることがある）

世帯の中の福祉課題が複雑化して地域では対応出来ない

その他

特にない

わからない

無回答

全体 [n=76] 市 [n=17] 町村 [n=59]
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③自治体と地域団体等の情報共有・プラットフォームの構築 

 担い手となる地域団体等との情報共有を行う場が「ある」のは 6 割強、「ない」のは４割弱と
なっている。 

図表 17 担い手となる地域団体等との情報共有を行う場の有無 

 
 

 担い手となる地域団体等との情報共有を行う場がない理由は、「呼びかけるほどの団体がいな
い」が 6 割弱と最も高く、次いで、「情報共有の場の調整をする人材がいない」が 4 割、「情
報共有の場を形成した後の運用を担う人材や部署がない」が４割弱となっている。「情報共有
の場の調整をする人材がいない」「情報共有の場を形成した後の運用を担う人材や部署がない」
は、町村部よりも市部の割合が高くなっている。 

図表 18 担い手となる地域団体等との情報共有を行う場がない理由〔複数回答〕 

 

60.5 

58.8 

61.0 

39.5 

41.2 

39.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=76]

市 [n=17]

町村 [n=59]

ある ない 無回答

40.0 

56.7 

13.3 

36.7 

6.7 

0.0 

57.1 

57.1 

14.3 

42.9 

14.3 

0.0 

34.8 

56.5 

13.0 

34.8 

4.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

情報共有の場の調整をする人材がいない

呼びかけるほどの団体がいない

情報共有の場の形成のための予算確保が難しい

情報共有の場を形成した後の運用を担う人材や部署がない

その他

無回答

全体 [n=30] 市 [n=7] 町村 [n=23]



22 
 

 地域コミュニティによる福祉に関する地域活動において、情報共有や調整の場として団体間を
つなぐプラットフォームが「ある」のは１割弱となっており、「ない」が 9 割強となっている。 

図表 19 情報共有や調整の場として団体間をつなぐプラットフォームの有無 

 
 

 プラットフォームが「ない」と回答した自治体において、プラットフォームがあるとよいかに
ついては、「プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」が５割弱と最も高
く、次いで、「プラットフォームの必要性を考えたことはない」が４割弱、「プラットフォー
ムがあることが望ましく、形成を視野に入れた検討をしている」が 1 割強となっている。「プ
ラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」は、市部よりも町村部の割合が高
くなっている。 

図表 20 プラットフォームがあるとよいか 

 

  

9.2 

11.8 

8.5 

90.8 

88.2 

91.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=76]

市 [n=17]

町村 [n=59]

ある ない 無回答

0.0 

0.0 

0.0 

14.5 

20.0 

13.0 

47.8 

33.3 

51.9 

36.2 

40.0 

35.2 

1.4 

6.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=69]

市 [n=15]

町村 [n=54]

プラットフォームがあることが望ましく、形成に向け庁内、関係団体等と調整中である
プラットフォームがあることが望ましく、形成を視野に入れた検討をしている
プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない
プラットフォームの必要性を考えたことはない
無回答
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 「プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」と回答した理由は、「形成の
ための調整をする人材がいない」が７割弱で最も高く、次いで、「呼びかけるほどの団体がい
ない」が 5 割強、「形成した後の運用を担う人材や部署がない」が 5 割弱、「形成のための予
算確保が難しい」が 3 割強となっている。 

図表 21 「プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」理由〔複数回答〕 

 

  

66.7 

51.5 

30.3 

48.5 

3.0 

0.0 

60.0 

20.0 

40.0 

100.0 

0.0 

0.0 

67.9 

57.1 

28.6 

39.3 

3.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

形成のための調整をする人材がいない

呼びかけるほどの団体がいない

形成のための予算確保が難しい

形成した後の運用を担う人材や部署がない

その他

無回答

全体 [n=33] 市 [n=5] 町村 [n=28]
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④近隣自治体との連携 

 道内近隣他自治体と連携し、広域で団体の支援に取り組むことが可能かについては、「難しい
と思う」が 9 割弱、「可能だと思う」が 1 割強となっている。 

図表 22 道内近隣他自治体と連携し、広域で団体の支援に取り組むことが可能か 

 
 

 近隣他自治体と連携し、広域で団体の支援に取り組むことが「難しいと思う」を選択した理由
は、「他自治体の状況がわからないから」が６割弱と最も高く、次いで、「他自治体と地理的
に距離が遠いから」が４割強、「業務多忙により余裕がないから」が４割弱、「他自治体に連
携できる地域資源が不足しているから」「他自治体と広域連携の関係づくりができていないか
ら」が３割弱となっている。「他自治体と地理的に距離が遠いから」「業務多忙により余裕が
ないから」「他自治体に連携できる地域資源が不足しているから」は、市部よりも町村部の割
合が高くなっている。 

図表 23 近隣他自治体と連携し、広域で団体の支援に取り組むことが困難な理由〔複数回答〕 

 
 

  

0.0 

0.0 

0.0 

10.5 

11.8 

10.2 

89.5 

88.2 

89.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=76]

市 [n=17]

町村 [n=59]

既に行っている 可能だと思う 難しいと思う 無回答

41.2 

27.9 

29.4 

58.8 

39.7 

2.9 

0.0 

20.0 

40.0 

20.0 

73.3 

26.7 

13.3 

0.0 

47.2 

24.5 

32.1 

54.7 

43.4 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

他自治体と地理的に距離が遠いから

他自治体と広域連携の関係づくりができていないから

他自治体に連携できる地域資源が不足しているから

他自治体の状況がわからないから

業務多忙により余裕がないから

その他

無回答

全体 [n=68] 市 [n=15] 町村 [n=53]
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⑤連携したい団体、各団体に取り組んでほしいこと 

 福祉に関する地域活動支援のために連携したい団体等は、「市町村社会福祉協議会」が７割弱
と最も高く、次いで、「ボランティア団体」「特にない」が 2 割強、「福祉分野の NPO 団体」
「福祉関係のサービス提供事業所」が２割弱となっている。 

図表 24 福祉に関する地域活動支援のために連携したい団体等〔複数回答〕 

 
  

69.7 

18.4 

2.6 

22.4 

1.3 

6.6 

3.9 

17.1 

1.3 

2.6 

0.0 

22.4 

2.6 

58.8 

17.6 

0.0 

23.5 

0.0 

0.0 

0.0 

17.6 

0.0 

5.9 

0.0 

29.4 

0.0 

72.9 

18.6 

3.4 

22.0 

1.7 

8.5 

5.1 

16.9 

1.7 

1.7 

0.0 

20.3 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する
組織（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

特にない

無回答

全体 [n=76] 市 [n=17] 町村 [n=59]
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 市町村社会福祉協議会に取り組んでほしい内容は、「地域における共助の仕組みづくりの支援」
が 8 割強と最も高く、次いで、「地域における福祉活動の企画・実施の支援」が７割弱、「地
域活動に関わる人材の確保のための支援」が５割強、「地域が連携できる団体や資源の紹介・
マッチング」が４割弱、「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」が３割強となって
いる。「地域における福祉活動の企画・実施の支援」は市部よりも町村部の割合が高く、「地
域活動に関わる人材の確保のための支援」「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」
「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」は町村部より市部の割合が高い。 

図表 25 取り組んでほしい内容：市町村社会福祉協議会〔複数回答〕 

 
 

 福祉分野の NPO 団体に取り組んでほしい内容は、「地域における福祉活動の企画・実施の支
援」が８割弱と最も高く、次いで、「地域における共助の仕組みづくりの支援」が６割弱、「専
門職や人材の派遣」が 4 割強、「地域活動に関わる人材の確保のための支援」「地域が連携で
きる団体や資源の紹介・マッチング」が４割弱、「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの
提供」が１割強となっている。 

図表 26 取り組んでほしい内容：福祉分野のNPO団体〔複数回答〕 

 

81.1 

66.0 

54.7 

17.0 

37.7 

32.1 

1.9 

1.9 

70.0 

40.0 

60.0 

30.0 

60.0 

40.0 

10.0 

10.0 

83.7 

72.1 

53.5 

14.0 

32.6 

30.2 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=53] 市 [n=10] 町村 [n=43]

57.1 

78.6 

35.7 

42.9 

35.7 

14.3 

0.0 

0.0 

100.0 
66.7 

33.3 

33.3 

66.7 

33.3 

0.0 

0.0 

45.5 

81.8 

36.4 

45.5 

27.3 

9.1 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=14] 市 [n=3] 町村 [n=11]



27 
 

 ボランティア団体に取り組んでほしい内容は、「地域における福祉活動の企画・実施の支援」
が 7 割強と最も高く、次いで、「地域における共助の仕組みづくりの支援」が４割強、「地域
活動に関わる人材の確保のための支援」が３割弱、「地域が連携できる団体や資源の紹介・マ
ッチング」が２割強となっている。 

図表 27 取り組んでほしい内容：ボランティア団体〔複数回答〕 

 
 

 福祉関係のサービス提供事業所に取り組んでほしい内容は、「地域における福祉活動の企画・
実施の支援」が７割弱と最も高く、次いで、「地域活動に関わる人材の確保のための支援」「専
門職や人材の派遣」が６割強、「地域における共助の仕組みづくりの支援」が５割弱、「地域
が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提
供」が３割強となっている。 

図表 28 取り組んでほしい内容：福祉関係のサービス提供事業所〔複数回答〕 

 
 

41.2 

70.6 

29.4 

0.0 

23.5 

5.9 

11.8 

11.8 

25.0 

75.0 

25.0 

0.0 

50.0 

0.0 

25.0 

25.0 

46.2 

69.2 

30.8 

0.0 

15.4 

7.7 

7.7 

7.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=17] 市 [n=4] 町村 [n=13]

46.2 

69.2 

61.5 

61.5 

30.8 

30.8 

0.0 

0.0 

33.3 

33.3 

100.0 

100.0 
33.3 

66.7 

0.0 

0.0 

50.0 

80.0 

50.0 

50.0 

30.0 

20.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=13] 市 [n=3] 町村 [n=10]
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(2) 社会福祉協議会調査 

①福祉に関する地域活動、地域コミュニティの支援における課題 

 社会福祉協議会が、福祉に関する地域活動や、その活動をしている地域コミュニティの支援と
して実施している事業は、「交流会、サロン」が 7 割強と最も高く、次いで、「声かけ・見守
り」が６割弱、「配食」が４割強、「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」「地域
が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」が４割弱となっている。「声かけ・見守り」「配
食」は、市部よりも町村部の割合が高くなっている。 

図表 29 福祉に関する地域活動において担い手となる地域団体等やそれらを担う団体を支援活動している 

団体の有無〔複数回答〕 

 
 

  

72.5 

33.3 

43.1 

56.9 

33.3 

35.3 

35.3 

33.3 

33.3 

35.3 

27.5 

7.8 

37.3 

39.2 

3.9 

5.9 

75.0 

50.0 

37.5 

37.5 

37.5 

50.0 

50.0 

50.0 

62.5 

62.5 

50.0 

12.5 

50.0 

87.5 

12.5 

0.0 

72.1 

30.2 

44.2 

60.5 

32.6 

32.6 

32.6 

30.2 

27.9 

30.2 

23.3 

7.0 

34.9 

30.2 

2.3 

7.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交流会、サロン

居場所づくり

配食

声かけ・見守り

買い物支援

家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=51] 市 [n=8] 町村 [n=43]
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 「地域における共助の仕組みづくりの支援」「地域における福祉活動の企画・実施の支援」「地
域活動に関わる人材の確保のための支援」「専門職や人材の派遣」「地域が連携できる団体や
資源の紹介・マッチング」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」と回答した場合
の支援における課題は、「人材不足」が 8 割弱と最も高く、次いで、「資金の不足」が５割強、
「知識・技術や経験等の不足」が４割弱、「関係機関との連携の不足」が２割強、「事業とし
ての優先度が低い」が 1 割強となっている。市部においては「資金の不足」「知識・技術や経
験等の不足」の割合が高く、町村部においては「人材不足」「事業としての優先度が低い」の
割合が高くなっている。 

図表 30 地域コミュニティの支援における課題〔複数回答〕 

 

  

75.9 

37.9 

20.7 

51.7 

13.8 

3.4 

6.9 

3.4 

62.5 

62.5 

25.0 

75.0 

0.0 

0.0 

0.0 

12.5 

81.0 

28.6 

19.0 

42.9 

19.0 

4.8 

9.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材不足

知識・技術や経験等の不足

関係機関との連携の不足

資金の不足

事業としての優先度が低い

その他

特にない・わからない

無回答

全体 [n=29] 市 [n=8] 町村 [n=21]



30 
 

②地域での福祉活動の担い手 

 地域での各福祉活動の担い手として団体があるかきいたところ、「交流会、サロン」が６割弱
と最も高く、次いで、「居場所づくり」「健康づくりの活動（体操等）」が４割弱、「除排雪
支援」「声かけ・見守り」「配食」「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」が３割弱となってい
る。市部は町村部よりも「その他、地域での主な福祉活動」を除き、全ての活動において割合
が高くなっている。 

図表 31 福祉に関する地域活動において担い手となる地域団体等やそれらを担う団体を支援活動している 

団体の有無〔複数回答〕 

 

58.8 

35.3 

25.5 

27.5 

13.7 

23.5 

25.5 

29.4 

35.3 

11.8 

5.9 

3.9 

5.9 

7.8 

5.9 

2.0 

15.7 

75.0 

87.5 

50.0 

50.0 

25.0 

50.0 

50.0 

37.5 

75.0 

37.5 

12.5 

12.5 

12.5 

37.5 

25.0 

0.0 

0.0 

55.8 

25.6 

20.9 

23.3 

11.6 

18.6 

20.9 

27.9 

27.9 

7.0 

4.7 

2.3 

4.7 

2.3 

2.3 

2.3 

18.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交流会、サロン

居場所づくり

配食

声かけ・見守り

買い物支援

移動支援

家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他、地域での主な福祉活動

無回答

全体 [n=51] 市 [n=8] 町村 [n=43]
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 「交流会・サロン」「居場所づくり」「配食」「声掛け・見守り」「移動支援」「除排雪支援」
「健康づくりの活動（体操等）」の担い手としては、「ボランティア団体」が最も高くなって
いる。「ボランティア団体」の次に高いのは、「交流会、サロン」「居場所づくり」では「こ
ども食堂」、「配食」「除排雪支援」「健康づくりの活動（体操等）」では「福祉関係のサー
ビス提供事業所」、「移動支援」では「福祉分野の NPO 団体」となっている。「家事支援（清
掃や庭木の剪定等）」では「福祉分野の NPO 団体」が「ボランティア団体」と同率となって
いる。 

図表 32 「交流会、サロン」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
  

16.7 

6.7 

73.3 

3.3 

23.3 

3.3 

6.7 

3.3 

3.3 

23.3 

0.0 

50.0 

33.3 

83.3 

16.7 

33.3 

0.0 

33.3 

16.7 

16.7 

0.0 

0.0 

8.3 

0.0 

70.8 

0.0 

20.8 

4.2 

0.0 

0.0 

0.0 

29.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセン
ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

非該当

全体 [n=30] 市 [n=6] 町村 [n=24]
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図表 33 「居場所づくり」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
  

33.3 

11.1 

61.1 

5.6 

50.0 

0.0 

11.1 

5.6 

0.0 

22.2 

0.0 

71.4 

28.6 

57.1 

14.3 

71.4 

0.0 

28.6 

14.3 

0.0 

0.0 

0.0 

9.1 

0.0 

63.6 

0.0 

36.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

36.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセン
ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

非該当

全体 [n=18] 市 [n=7] 町村 [n=11]
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図表 34 「配食」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 

7.7 

7.7 

38.5 

0.0 

15.4 

0.0 

23.1 

0.0 

0.0 

38.5 

0.0 

0.0 

25.0 

50.0 

0.0 

50.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

11.1 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

11.1 

0.0 

0.0 

44.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセン
ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

非該当

全体 [n=13] 市 [n=4] 町村 [n=9]
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図表 35 「声かけ・見守り」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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0.0 

64.3 

0.0 

7.1 

0.0 

7.1 

0.0 

0.0 

42.9 

0.0 

25.0 

0.0 

100.0 

0.0 

25.0 

0.0 

25.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

0.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセン
ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

非該当

全体 [n=14] 市 [n=4] 町村 [n=10]
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図表 36 「移動支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
  

33.3 

0.0 

41.7 

0.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

0.0 

16.7 

0.0 

25.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 
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0.0 

0.0 

0.0 

0.0 
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37.5 

0.0 
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0.0 
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0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセン
ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

非該当

全体 [n=12] 市 [n=4] 町村 [n=8]
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図表 37 「除排雪支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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0.0 
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0.0 

0.0 

80.0 

0.0 

0.0 

0.0 

66.7 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

8.3 

16.7 

0.0 

0.0 

8.3 

8.3 

0.0 

0.0 

91.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセン
ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=15] 市 [n=3] 町村 [n=12]
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図表 38 「健康づくりの活動（体操等）」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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0.0 

61.1 

0.0 

5.6 

0.0 

11.1 

5.6 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

100.0 

0.0 

16.7 

0.0 

16.7 

16.7 

0.0 

0.0 

0.0 

8.3 

0.0 

41.7 

0.0 

0.0 

0.0 

8.3 

0.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセン
ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=18] 市 [n=6] 町村 [n=12]
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図表 39 「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
  

23.1 

0.0 

23.1 

0.0 

0.0 

0.0 

7.7 

0.0 

0.0 

53.8 

0.0 

25.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

22.2 

0.0 

11.1 

0.0 

0.0 

0.0 

11.1 

0.0 

0.0 

66.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセン
ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

非該当

全体 [n=13] 市 [n=4] 町村 [n=9]
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③地域団体等が抱える課題 

 担い手となる地域団体等が抱えている主な課題は、「担い手の固定化・高齢化」が 8 割強と最
も高く、次いで、「新たな担い手（スタッフ）の確保」が８割強、「役員のなり手不足」が７
割弱、「財源不足」が５割弱、「利用者の固定化」が３割強となっている。「財源不足」は、
町村部よりも市部の割合が高くなっている。 

図表 40 地域団体等が抱えている主な課題〔複数回答〕 

 
 

 

 

 

 

 

68.6 

84.3 

82.4 

31.4 

49.0 

29.4 

13.7 

7.8 

3.9 

11.8 

13.7 

11.8 

3.9 

0.0 

3.9 

2.0 

75.0 

75.0 

75.0 

25.0 

87.5 

50.0 

25.0 

12.5 

12.5 

12.5 

12.5 

25.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

67.4 

86.0 

83.7 

32.6 

41.9 

25.6 

11.6 

7.0 

2.3 

11.6 

14.0 

9.3 

4.7 

0.0 

4.7 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

役員のなり手不足

担い手の固定化・高齢化

新たな担い手（スタッフ）の確保

利用者の固定化

財源不足

住民の関心の低さ

活動内容の慣例化

要援護者の実態がつかめない

福祉制度が複雑化して理解が追いつかない

組織運営等の知識等の不足

対象者が支援を受け入れない（拒否をされることがある）

世帯の中の福祉課題が複雑化して地域では対応出来ない

その他

特にない

わからない

無回答

全体 [n=51] 市 [n=8] 町村 [n=43]
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④自治体と地域団体等の情報共有 

 情報共有や調整の場として団体間をつなぐプラットフォームは、「ある」が２割弱、「ない」
が２割強となっている。市部の全ての社会福祉協議会が「ない」と回答した。 

図表 41 情報共有や調整の場として団体間をつなぐプラットフォームの有無 

 
 
 プラットフォームがない場合、プラットフォームがあるとよいかについては、「プラットフォ

ームがあることは望ましいが、形成はできない」が 7 割弱と最も高く、次いで、「プラットフ
ォームの必要性を考えたことはない」が２割弱、「プラットフォームがあることが望ましく、
形成を視野に入れた検討をしている」が１割強となっている。 

図表 42 プラットフォームがあるとよいか。 

 
 

 
 

  

15.7 

0.0 

18.6 

84.3 

100.0 

81.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=51]

市 [n=8]

町村 [n=43]

ある ない 無回答

2.3 

0.0 

2.9 

14.0 

25.0 

11.4 

67.4 

75.0 

65.7 

16.3 

0.0 

20.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=43]

市 [n=8]

町村 [n=35]

プラットフォームがあることが望ましく、形成に向け自治体や関係団体等と調整中である
プラットフォームがあることが望ましく、形成を視野に入れた検討をしている
プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない
プラットフォームの必要性を考えたことはない
無回答
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 「プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」と回答した理由は、「形成の
ための調整をする人材がいない」「形成した後の運用を担う人材や部署がない」がいずれも７
割弱と最も高く、「呼びかけるほどの団体がいない」が６割弱、「形成のための予算確保が難
しい」が 3 割強となっている。「呼びかけるほどの団体がいない」は、市部よりも町村部の割
合が高くなっている。 

図表 43 「プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」理由〔複数回答〕 

 
  

65.5 

58.6 

31.0 

65.5 

6.9 

0.0 

83.3 

16.7 

16.7 

50.0 

0.0 

0.0 

60.9 

69.6 

34.8 

69.6 

8.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

形成のための調整をする人材がいない

呼びかけるほどの団体がいない

形成のための予算確保が難しい

形成した後の運用を担う人材や部署がない

その他

無回答

全体 [n=29] 市 [n=6] 町村 [n=23]
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⑤連携したい団体、各団体に取り組んでほしいこと 

 福祉に関する地域活動支援のために連携したい団体等は、「ボランティア団体」が 6 割弱と最
も高く、次いで、「福祉関係のサービス提供事業所」が３割弱、「福祉分野の NPO 団体」が
２割弱、「地域食堂・こども食堂」が 1 割強となっている。「ボランティア団体」は市部より
も町村部の割合が高く、「福祉関係のサービス提供事業所」は町村部よりも市部の割合が高く
なっている。 

図表 44 福祉に関する地域活動支援のために連携したい団体等〔複数回答〕 
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11.8 

56.9 
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13.7 
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27.5 

11.8 

11.8 

15.7 

9.8 

2.0 

25.0 

0.0 
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25.0 

0.0 

50.0 

25.0 

25.0 

25.0 

0.0 

0.0 

18.6 

14.0 

60.5 

4.7 

11.6 

14.0 

23.3 

9.3 

9.3 

14.0 

11.6 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター
等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

特にない

無回答

全体 [n=51] 市 [n=8] 町村 [n=43]
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 ボランティア団体に取り組んでほしい内容は、「地域における福祉活動の企画・実施の支援」
が６割弱と最も高く、次いで、「地域における共助の仕組みづくりの支援」が 5 割、「地域活
動に関わる人材の確保のための支援」が４割弱、「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッ
チング」が３割弱となっている。 

図表 45 取り組んでほしい内容：ボランティア団体〔複数回答〕 

 
 

  

51.7 

58.6 

37.9 

6.9 

27.6 

17.2 

0.0 

0.0 

66.7 

66.7 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

50.0 

57.7 

42.3 

7.7 

30.8 

15.4 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=29] 市 [n=3] 町村 [n=26]
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 福祉関係のサービス提供事業所に取り組んでほしい内容は、「専門職や人材の派遣」が 7 割強
と最も高く、次いで、「地域における共助の仕組みづくりの支援」「地域における福祉活動の
企画・実施の支援」「地域活動に関わる人材の確保のための支援」がいずれも４割弱、「地域
活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」が３割弱となっている。 

図表 46 取り組んでほしい内容：福祉関係のサービス提供事業所〔複数回答〕 

 
 

 
 
 

  

35.7 

35.7 

35.7 

71.4 

7.1 

28.6 

0.0 

0.0 

25.0 

25.0 

25.0 

75.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

40.0 

40.0 

40.0 

70.0 

10.0 

40.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=14] 市 [n=4] 町村 [n=10]
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(3) NPO 調査 

①福祉に関する地域活動、地域コミュニティの支援における課題 

 福祉に関する地域活動やそれらを行う地域コミュニティへの支援として実施している事業は、
「交流会、サロン」が 5 件と最も多く、次いで、「居場所づくり」「除排雪支援」「健康づく
りの活動（体操等）」「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」がいずれも 3 件、
「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」がい
ずれも 2 件、「声かけ・見守り」「地域における共助の仕組みづくりの支援」「地域活動に関
わる人材の確保のための支援」がいずれも 1 件となっている。 

図表 47 福祉に関する地域活動や、その活動をしている地域コミュニティの支援として実施している事業〔複数回答〕 
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3

0

1

0

2

3

3

1

0

1

0

3

2

1

1

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

交流会、サロン

居場所づくり

配食

声かけ・見守り

買い物支援

家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=8]
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 「地域における共助の仕組みづくりの支援」「地域における福祉活動の企画・実施の支援」「地
域活動に関わる人材の確保のための支援」「専門職や人材の派遣」「地域が連携できる団体や
資源の紹介・マッチング」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」と回答した場合
の支援における課題は、「人材不足」「関係機関との連携の不足」「資金の不足」がいずれも
2 件、「知識・技術や経験等の不足」が 1 件となっている。 

図表 48 地域コミュニティの支援における課題〔複数回答〕 

 
 

  

2

1

2

2

0

0

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

人材不足

知識・技術や経験等の不足

関係機関との連携の不足

資金の不足

事業としての優先度が低い

その他

特にない・わからない

無回答

全体 [n=3]
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②地域での福祉活動の担い手 

 福祉に関する地域活動において担い手となる地域団体等やそれらを中間的に支援する役割を
担う団体等で連携しているものは、「地縁組織（町内会、自治会等）」「市町村社会福祉協議
会」がいずれも 5 件と最も多く、次いで、「高齢者団体（老人クラブ、老人会等）」「福祉関
係の事業所」がいずれも 4 件、「女性団体（女性会、婦人会等）」「民生・児童委員」「ボラ
ンティア団体」がいずれも 2 件となっている。 

図表 49 福祉に関する地域活動において担い手となる地域団体等やそれらを中間的に支援する役割を担う団体等で

連携しているもの〔複数回答〕 
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2

0
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4

0

0

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

地縁組織（町内会、自治会等）

高齢者団体（老人クラブ、老人会等）

女性団体（女性会、婦人会等）

青年団

子ども会

民生・児童委員

地域の防犯・防災・交通安全にかかわる団体（消防団等）

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

ボランティア団体

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係の事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=8]
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 「地縁組織（町内会、自治会等）」と連携している主な取組内容は、「交流会、サロン」が 4
件と最も多く、次いで、「居場所づくり」が 2 件、「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」「除
排雪支援」「地域における共助の仕組みづくりの支援」「地域が連携できる団体や資源の紹介・
マッチング」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」がいずれも 1 件となっている。 

図表 50 「地縁組織（町内会、自治会等）」と連携している主な取組内容〔複数回答〕 

 
 

 「市町村社会福祉協議会」と連携している主な取組内容は、「地域における共助の仕組みづく
りの支援」「地域における福祉活動の企画・実施の支援」がいずれも 2 件、「交流会、サロン」
「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」「除排雪支援」「地域が連携できる団体や資源の紹介・
マッチング」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」がいずれも 1 件となっている。 

図表 51 「市町村社会福祉協議会」と連携している主な取組内容〔複数回答〕 
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交流会、サロン
居場所づくり

配食
声かけ・見守り

買い物支援
家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援
健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援
地域における福祉活動の企画・実施の支援
地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣
地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング
地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他
無回答 全体 [n=5]
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0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

交流会、サロン
居場所づくり

配食
声かけ・見守り

買い物支援
家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援
健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援
地域における福祉活動の企画・実施の支援
地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣
地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング
地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他
無回答

全体 [n=5]
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③地域団体等が抱える課題 

 地域団体等が抱えている主な課題は、「新たな担い手（スタッフ）の確保」が 6 件と最も多く、
次いで、「担い手の固定化・高齢化」が 4 件、「役員のなり手不足」「財源不足」がいずれも
3 件、「住民の関心の低さ」「活動内容の慣例化」がいずれも 2 件、「利用者の固定化」「福
祉制度が複雑化して理解が追いつかない」「組織運営等の知識等の不足」がいずれも 1 件とな
っている。 

図表 52 地域団体等が抱えている主な課題〔複数回答〕 

 

  

3

4

6

1

3

2

2

0

1

1

0

0

0

0

1

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

役員のなり手不足

担い手の固定化・高齢化

新たな担い手（スタッフ）の確保

利用者の固定化

財源不足

住民の関心の低さ

活動内容の慣例化

要援護者の実態がつかめない

福祉制度が複雑化して理解が追いつかない

組織運営等の知識等の不足

対象者が支援を受け入れない（拒否をされることがある）

世帯の中の福祉課題が複雑化して地域では対応出来ない

その他

特にない

わからない

無回答

全体 [n=8]
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④自治体と地域団体等の情報共有 

 情報共有や調整の場として福祉の活動に関わる団体間をつなぐプラットフォームに「参加して
いる」が 2 件、「参加していない」が 6 件となっている。 

図表 53 情報共有や調整の場として福祉の活動に関わる団体間をつなぐプラットフォームに参加しているか 

 
 

 プラットフォームに「参加していない」と答えた団体のうち、プラットフォームに参加を希望
するのは 4 件、希望しないのは 2 件となっている。 

図表 54 参加していない場合、プラットフォームに参加を希望するか 

 
 

 

 

  

参加している, 2件

参加していない, 6件

無回答, 0件

全体 [n=8]

思う, 4件

思わない, 2件

無回答, 0件

全体 [n=6]
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⑤連携したい団体、各団体に取り組んでほしいこと 

 福祉に関する地域活動を支援していくために連携したい団体等は、「市町村社会福祉協議会」
「ボランティア団体」「コミュニティ・ビジネス企業」がいずれも 3 件、「福祉分野の NPO
団体」「福祉以外の分野の NPO 団体」「福祉関係のサービス提供事業所」がいずれも 2 件、
「NPO 団体や市民活動を支援する組織（NPO サポートセンター等）」「地域食堂・こども食
堂」「農家、集落営農組織等」「大学等研究機関」がいずれも 1 件となっている。 

図表 55 福祉に関する地域活動を支援していくために連携したい団体等〔複数回答〕 

 
 

  

3

2

2

3

1

1

1

2

1

3

0

1

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

特にない

無回答

全体 [n=8]
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４ インタビュー調査概要 

(1) 調査方法 

①調査目的 

アンケートに回答された団体のなかでモデル事業に関心ある団体、また研究会委員から支援を

行う先として想定できる団体を紹介いただき、活動を継続するための課題、希望する支援内容な

どを聞き取った。さらに、実際に地域支援を行っている有識者にも北海道における「中間的な支

援」のあり方について意見を得るためヒアリングを実施した。 

 

②実施方法 

オンライン形式で、研究員がヒアリング対象の自治体、及び団体職員に対し、資料に従ってヒ

アリングを行い、課題等を整理した。 
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(2) インタビュー調査結果概要 

①まちづくりカフェ（江差町）支援－「中間的な支援」のあり方について    
（北海道教育大学函館校／教授 齋藤 征人氏） 

(ｱ)活動概要 

江差町において 2016 年地域支え合い講演会・意見交換会「まちづくりカフェ」がスタートし

た。「まちづくりカフェ」とは江差町住民を対象に、「住民による、住民のためのまちづくり」

を考えるワークショップを指す。 

齋藤氏が関わり、住民を中心に役場や様々な団体が、支え合いや互助体制づくりに資するよう

な取組として何をしたらいいか、地域課題を話し合う流れが作り出された（まちづくりカフェ）。

それが発展し、今は「NPO 法人まちカフェ江差」となり、地域課題に対する解決策を自分たちで

考えて試行する PDCA を回す取組につながっている。現在ワークショップについては「ネクスト

イノベーション」という新シリーズに移行した。町内にある既存の活動や団体同士がコラボレー

ションすることで、地域課題解決のための試みを進めながら、それぞれの活動や団体の活性化に

つなげようと取組が進められている。 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

まちづくりカフェ
江差町住民を対象の「住民による、住民のためのまちづくり」を考えるワークショップ

地域共生社会につながる場
●プロジェクト

・昔ながらの知恵や伝統を次世代につ
なぐ「ものづくり」
・食を通じて人と人をつなぐ「自給自足」

・健康促進のためにできることを考える
「江差ウォーカーズ」

より良く暮らす

江差町住民

支える

江差町住民
（まちづくり
カフェ参加者
→ＮＰＯへ）

アドバイザー 北海道教育大学函館校 齋藤教授 （帯広市で障がい福祉施設に勤務）

（主催）江差町 （運営）地域包括支援センター
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※参考資料 

 
（資料）国立大学法人北海道教育大学地域協働推進センター「ネクストイノベーション」 

（https://www.hokkyodai.ac.jp/hak/intro/collaboration/sc1.html）[2025年３月24日最終閲覧]  

 
※参考資料 

 
 
(資料）江差町「まちづくりカフェの歩み」 

（https://www.hokkaido-esashi.jp/modules/topics/index.php?page=article&storyid=154） 

[2025年３月24日最終閲覧] 

 

 
 

(資料）https://note.com/cfhokkaido/n/n9e69edec9ee4 

人と人とが関わりあって幸福に暮らしていくための研究【チャレンジフ

ィールド北海道研究者プレス#7】｜チャレンジフィールド北海道 

[2025年３月24日最終閲覧] 
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(ｲ)地域共生社会づくりに向けた中間的な支援のあり方について 

○北海道において社会福祉協議会は、生活支援体制整備事業など行政からの委託事業で手一杯な状

況があり、相互扶助のまちづくりを行えるようなまちづくりに取り組むことは難しい場合もある

のではないか。重層的支援体制事業などへの対応も難しい実態があるかもしれない。 

○地域共生社会には、多様性を考慮した地域に関わるステークホルダー、今まで福祉に関わってこ

なかった人も含めて、福祉の文脈で語れる仲間を増やしていく、共感者を広げていくことがとて

も大事であり、このめざす地域像をイメージして活動を考えていく視点が必要である。 

○社会福祉協議会や NPO などが連携して、それぞれの有するノウハウなどを共有して取り組むこ

とが出来れば様々な可能性があると思うが、実際のところ、連携につながるのは当事者同士だけ

ではなかなかうまくいかないのではないか。 

○第三者が間に入り、客観的に説明や情報提供することで、相互の連携が進み、地域住民も理解し

主体的に動くことにつながることが可能と考える。例えば生活支援コーディネーターのネットワ

ークを作り、様々な方法を共有していくことで、質を高めることが出来ると思うが、当事者だけ

ではネットワーク形成は難しく、そこに第三者として関わる意義があると考える。 

○第三者的な立場として、学識者（大学）は一つの選択肢ではないか。 

○ただし、第三者的な支援をいつまでも続けることは無理があるため、役割を意識して、ある程度

目標とする形に到達したら、フェードアウトすることも必要である。 

 

 
（資料）チャレンジフィールド北海道「人と人とが関わりあって幸福に暮らしていくための研究【チャレン

ジフィールド北海道研究者プレス#7】」（https://note.com/cfhokkaido/n/n9e69edec9ee4）[2025年３

月24日最終閲覧] 
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(ｳ)モデル的な支援の実施に向けて（アイデア） 

○支援者や支援の情報などをバンク化することは考え方として有りではないか。 

○保健医療福祉の多職種だけではなく、もっと地域づくり、地域共生社会づくりについて、業種を

超えて語り合える人達と繋がっていくために、つなぎをするプラットフォームがあるといいかも

しれないし、それがホームページ上であるだけでなく、具体的に地域のニーズとか困り事を聞い

て、適切な人材を複数名紹介してあげるようなコーディネーションの機能があるとよいと考え

る。 

○大学の地域協働推進センターも似たような役割を有しており、そこで重要な機能はコーディネー

トである。地域のニーズに対して適切な人材のマッチングを行うセンター機能があるとよい。 

 

 
 
※参考資料 

 
（資料）国立大学法人北海道教育大学地域協働推進センター函館校「地域協働活動と教員を紹介」

（https://www.hokkyodai.ac.jp/hak/intro/collaboration/）[2025年３月24日最終閲覧] 
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②ミラココハウス（豊富町）                         

（NPO法人ミラココ代表理事 下山 絵衣子氏） 

(ｱ)活動概要 

ＮＰＯ法人ミラココ代表理事の下山氏は、子育てをしているときに居場所づくりで苦労した経

験から活動を始めた。 

子育て層に加えて、小学生、不登校児童、高齢者、湯治客がより良く暮らせる社会をめざして、

ＮＰＯ法人ミラココを設立し、みんなの居場所「ミラココハウス」を運営している。「ミラココ

ハウス」では、おもちゃ図書館（週４回）を行うとともに、不用品無償提供の「よかったらどう

ぞ」コーナーや多世代交流スペースを設けている。地元高校生が教職員と活動に参加している。 

事業運営では、屋外活動を得意とする「サロベツでのびのび育てるママの会」と連携・協力し

ている。また、利用者からの相談対応や事業運営にあたって、外部機関（NPO サポートセンター、

旭川ワーカーズコープ、稚内生活自立センター）と連携し助言を得ている。豊富町からはまちづ

くり助成金を得ている。さらに、「ミラココハウス」の建物取得にあたり、クラウドファンディ

ングを活用した。 

※参考資料 

 

 
（資料）READYFOR「北海道豊富町 みんなの居場所【ミラココハウス】の建物を購入したい！」

（https://readyfor.jp/projects/mirakoko/accomplish_report）[2025年３月24日最終閲覧]  

地域共生社会につながる場

●ミラココハウス
・みんなの居場所

おもちゃ図書館（週４回）
よかったらどうぞ（不用品無償提供）
多世代交流スペース

より良く暮らす

子育て層
小学生

不登校児童
高齢者
湯治客

支える

ＮＰＯ法人
ミラココ

（居場所探しで
苦労した経験）

NPOサポートセンター
旭川ワーカーズコープ
稚内生活自立センター

クラウド
ファンディング
（建物取得）

まちづくり
助成金

（豊富町）

サロベツでのびの
び育てるママの会
（屋外活動が得意）
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※参考資料 

 
（資料）READYFOR「北海道豊富町 みんなの居場所【ミラココハウス】の建物を購入したい！」

（https://readyfor.jp/projects/mirakoko/accomplish_report）[2025年３月24日最終閲覧]  

 
※参考資料 

 
（資料）READYFOR「北海道豊富町 みんなの居場所【ミラココハウス】の建物を購入したい！」

（https://readyfor.jp/projects/mirakoko/accomplish_report）[2025年３月24日最終閲覧]  
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(ｲ)地域共生社会づくりに向けて 

ＮＰＯ法人ミラココ代表の下山氏は、「この地域を大切にしながら、子どもたちが未来にはばたける土台をつくり
たい愛情を受け、楽しみを感じながら、自信をもって育っていける子どもの環境づくり」を目指して活動している。 

そのために、悩みを抱えた利用者が困ったときの相談に対応する「中間支援的な役割」を、外部機関と連携し
ながら担っている。「ミラココハウス」についてもさらに発展させていくビジョンを描いている。 

 

 
 
  

めざす地域（≒地域共生社会）
この地域を大切にしながら、子どもたちが未来にはばたける土台をつくりたい

愛情を受け、楽しみを感じながら、自信をもって育っていけるこどもの環境づくり

ミラココハウス

子育て親子の居場所づくりとしての「おもちゃ
図書館」が原点 (コロナ禍の時の外出先とし
て常設化、その後建物取得）
用事がなくてもふらっと訪れる場となっている
悩みを話す→相談機関を紹介することも

中間支援的な役割
困った時に相談する

（NPOサポートセンター、ネットワークのある稚内や旭川の団体など）

将来ビジョン
こどもが安心して立ち寄れる
おなかがすいたら食事できる
20時まで開放
喫茶スペースで財源づくり
一般就労しにくい人が働ける
場にもしたい
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(ｳ)モデル的な支援の実施に向けて（アイデア） 

ＮＰＯ法人ミラココ代表の下山氏は、今後さらに活動を発展させていくためには、行政や社会福祉協議会
等との連携が重要になると考えている。 

しかしながら、行政や社会福祉協議会等は日常業務で手一杯なことなどから、地域共生社会づくりの必要
性は感じながらも、民間と連携して新たなことに取り組む余力やノウハウが少ないことも考えられる。 

これらのことから、「地域共生社会づくりの必要性は感じながらも、行政や社会福祉協議会等が日常業務で
手一杯で、動きだすことに難しさを感じている地域」に対しては、地域共生社会づくりの意義や、行政や社会福
祉協議会の負担が増えないようにしながら取り組む方法などを学べる自治体職員等向け研修を担う中間支援
的な役割があることで、地域共生社会づくりが進むと考えられる。 
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③なかしべつ町民活動ネットワーク 

（なかしべつ町民活動ネットワーク代表 本間 玲子氏） 

(ｱ)活動概要 

なかしべつ町民活動ネットワーク代表の本間氏は、中標津の総合計画の策定を行う「まちづく

り町民会議」への参加をきっかけとして様々な活動に取り組んでいる。 

ファシリテーションに興味をもち、ファシリテーター養成講座（受講対象：町民）を開催し、

中標津町では町民ファシリテーターが育成されている。町内会長へのアンケート結果を踏まえ

「happy ぼうさいプロジェクト」（町内会×防災×福祉）に取り組んだり、まちづくり町民会議

や行政計画策定の際の町民ワークショップでのファシリテーションに協力したりなど、地域共生

社会づくりにつながる場の企画や支援を行っている。 

また、本間氏は、中標津東小学校と地域をつなぐ「地域コーディネーター」としても活動して

いる。小学生と高齢者がよりよく暮らせる社会を目指して、グループホーム運営者と連携して、

高齢者の生活の場であるグループホームに、小学生の放課後・長期休業期間中の居場所としての

役割をもたせ、地域共生社会につながる新たな場づくりに取り組んだ。 
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※参考資料 

 
（資料）団体提供資料 

 

 
（資料）団体提供資料 

 

 
（資料）団体提供資料 
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※参考資料 

 

（資料）なかしべつ町「なかしべつ町民活動ネットワーク活動紹介」 

（https://n-can.jimdofree.com/）[2025 年３月 24 日最終閲覧] 

 
 

 

（資料）団体提供資料 
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(ｲ)地域共生社会づくりに向けて 

なかしべつ町民活動ネットワーク代表の本間氏は、「立場の違う人が同じ目標に向かって話し

合う。立場の違いを対話によって、違うことを理解し合う。その中で私たちがともにできること

は何だろうかというのを話し合ってきめていく」ことで住みよい地域につながっていくと考えて

いる。そのために、「5 つのポイント」を大切にしながら人と人をつなぐという「中間支援的な

役割」として、ファシリテーター養成講座を開催し、また地域コーディネーターとして活動して

いる。 

 

※参考資料 

 

（資料）団体提供資料 
 

めざす地域（≒地域共生社会）の作り方
立場の違う人が同じ目標に向かって話し合う。立場の違いを対話によって、

違うことを理解し合う。その中で私たちがともにできることは何だろうかというのを
話し合ってきめていく。

ファシリテーター養成講座
まちづくり町民会議でファシリテーションに
出会ったのがきっかけ。有志で講師を招
き、講座を開催。その後も講座を開催し、

ファシリテーターが増えている

中間支援的な役割
人と人をつないでいくために ５つのポイント

コーディ―ネーター

地域と学校とをつなぎ、地域課題
解決に向けた取組を支援
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(ｳ)モデル的な支援の実施に向けて（アイデア） 

なかしべつ町民活動ネットワーク代表の本間氏は、地域コーディネーターとして、学校と協働

して「中標津東小学校プラットフォーム」という WEB サイトを構築・運用し、地域行事の予定

の見える化に取り組んでいる。 

この経験を踏まえ、様々な分野で取り組んでいる団体等の情報を一元的に提供するポータルサ

イトがあれば、よりよい中標津づくりに向けての取組がさらに広がるとのアイデアをもってい

る。これらのことから、「地域で様々な活動があるが、誰がどこで何をしているかがわかりにく

く、連携・協力がしにくい地域」に対しては、情報共有の仕組みづくりと運営のサポートを担う

中間支援的な役割が求められるということであった。 

本事業では、後段に詳細を記載するが、実践モデルとして情報共有の仕組みとなるホームペー

ジ作成支援を行うこととした。 

 

※参考資料 

                             

（資料）団体提供資料 
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※参考資料 

 

（資料）団体提供資料  
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５ モデル事業の実施概要 

(1) モデル事業の進め方 

①モデル事業の進め方 

実効性のある支援のあり方を検討するため、また支援経過や効果等自治体への情報発信を行う

ことを目的にモデル事業を実施した。実施において、下記の前提を設定している。 

〇アンケート及びヒアリングを実施する中で、本研究事業にモデルとして協力することに関心を寄せた自治体、社
会福祉協議会、NPOに具体的な支援活動を実施する。 

〇支援回数は、 
  ・期間が限られること 
  ・訪問等回数を多くこなしていただくことは難しいこと 

などから、内容を絞り、１回から2回程度の支援としている。（その後、継続的な支援が必要となる場合など
は、本事業から外れるが、当事者間での調整でご対応いただくことは妨げるものではない。） 

〇支援内容は、前段の条件から、本事業では研修、相談対応、マッチングなどを想定する。 
〇事務局が、支援を依頼している先と日程や内容などの調整を行い、実際に支援を行っていただく方に伝え対応

を依頼する。 
 

②モデル事業の実施 

アンケートからモデル事業への応募を頂いた自治体、社会福祉協議会、NPO のなかから、連絡

を頂いた当事者へコンタクトを行い、実際の支援を受けられる状況（本事業の目的、問題点に対

する参加者の共通理解など）にあるか確認の上でモデル先を決定した。対応先は下表の通りとな

る。 

No 対象 理由・背景 
支援を行いたいモデル地域や

団体/期待する支援・助言 

1 
鶴居村社会福祉
協議会 

酪農地帯が広がる人口 2.400 人の村ですが、
北海道共通の悩みとして、高齢者の移動手段
の確保が課題である。互助の仕組みである生
活サポート事業や個別移送サービスを社会福
祉協議会が行っているが、特に個別移送は支
援員が２名と減っており、存続が危ぶまれて
いる。 

地域の担い手づくりの確保策な
ど助言がほしい。 

2 
浦幌町社会福祉
協議会 

１（優先）: 町内で主に高齢者の移動手段に
乏しく、特に農村集落などの郊外部では深刻
であり、せっかくの集いの場にも足がないか
ら参加できない。 
今まではお互いに乗り合ってきたが地域の高
齢化率が急増したことにより乗り合いも危険

１：町内の状況を踏まえて意見交
換して持続可能かつ、できれば他
地域にも応用可能な具体的な支
援方法を一緒に探してほしい。 
 
２：保守的な地域特性のある地域
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となり社会参加への深刻な障害となっている。 
社会参加については町内で徐々に取組が広ま
りつつあるため、地域住民の社会参加の機会
を増やすためこうした移動問題を解決してい
く必要がある。 
 
２: 漁村の集落部について、長年アプローチ
を試みているが集いの場の開催に結びつか
ず、ボランティアの育成もままならない。地
域の公民館長より、地域の人がもっと社会参
加してほしい、そのために地域食堂を開催し
てほしいと要望があったため調査やテストを
実施しているが、人手不足もあり今のところ
難航している。特に地域食堂の担い手として
地域のボランティアを育成したい。 

におけるボランティア活動への
参加のアプローチ方法が知りた
い 

3 

なかしべつ町民
活動ネットワー
ク、中標津町、中
標津町社会福祉
協議会 

なかしべつ町民活動ネットワークのように地
域づくりを支援する団体はあるが、ボランテ
ィア確保について課題認識がある。興味があ
ってもどこに行けばわからないと言う人がわ
かりやすいサイトがあるとよい。これまでそ
うしたサイトがなく、活動団体や活動情報が
わかるとよいと思った。 

様々な団体・活動や、ボランティ
アニーズなどを登録し、検索でき
るような基盤づくりの支援をし
てほしい。 

4 
NPO 法人かしわ
のもり 

かしわのもりは日頃より、認知症、医療的ケ
ア児、心身障害児・者、精神疾患、発達障害等
暮らしづらさを抱えているなど、支援が届き
にくい、生きづらさを抱えた方やその家族を
対象に活動している。地域コミュニティの理
解・共感の前に、関心を持っていただけるこ
とが大切だと痛感しており、その方法などに
ついて助言を求め、今回のモデル事業に関心
を寄せている。 

町民へのアンケート調査を実施
したが、結果の分析の方法、そし
て地域住民がワクワクする結果
の見せ方（デザインの力）を教え
てもらいたい。    
支援者の希望： 
西上ありさ氏（社会課題をデザイ
ンで解決する方法などを提案さ
れている） 

5 NPO 法人 SPES 

当該法人は、就労継続支援 B 型事業をメイン
に活動しており人員や業務に余裕がない状態
であるが、将来的に状態が改善し余裕が生ま
れた時、事業の幅を広げることを検討したく、
その助言を得られればと考えている。 

具体的な計画があるわけではな
いが、どのような支援や事業を考
えればよいか、助言等を期待して
いる。 
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(2) 実施状況 

モデル事業として以下の５団体に対して支援を実施した。研究会から北海道社会福祉協議会中

村委員、特定非営利活動法人こみっと石黒委員、NPO 法人北海道 NPO サポートセンター高山委

員、学校法人北星学園 北星学園大学松尾会員、こども食堂北海道ネットワーク松本委員にご協

力をいただいた。どの団体を支援するかについては、各委員の意向、テーマに対するマッチング

（事務局の判断）などで調整を行った。 

対象 相談内容 委員 取組状況 

鶴居村社会福祉

協議会 

（鶴居村） 

地域の担い手づく

り（移送支援、地域

食堂など） 

中村委員（北海道社会福

祉協議会） 

松岡委員（北星学園大学） 

松本委員（こども食堂北海

道ネットワーク） 

1月17日打ち合わせ（中村委員、松本

委員） 

1月20日打ち合わせ（委員のみ） 

1月24日訪問（鶴居村） 

（中村委員、松岡委員、松本委員） 

1月24日訪問（浦幌町）（中村委員、松

岡委員） 

3月12日訪問（浦幌町）（中村委員、松

岡委員） 

浦幌町社会福祉

協議会 

（浦幌町） 

なかしべつ町民

活 動 ネ ッ ト ワ ー

ク、中標津町、中

標津町社会福祉

協議会 

（中標津町） 

町民活動団体の情

報発信とボランテ

ィ ア 募 集 を 行 う

WEBサイト構築 

石黒委員（特定非営利活

動法人 こみっと） 

12月25日打ち合わせ（石黒委員） 

1月31日打ち合わせ（石黒委員） 

ＮＰＯ法人かしわ

のもり 

（鹿追町） 

事業評価（データ

分析）及びデザイ

ン活用 

高山委員（北海道 NPO 

サポートセンター） 

研究会委員以外： 

・アンケート、デザインなど

に関する助言／NPO側が

日頃からつながりを有し

ている専門家 

コミュニティデザイナー、

社会福祉学者・大学教授

など 

1月20日 高山委員と打ち合わせ 

1月23日 打ち合わせ（高山委員） 

2月13日 １７時打ち合わせ（高山委

員） 

2月28日 高山委員、その他専門家2

名 

NPO法人SPES 

（札幌市） 

今後連携を図るべ

き様々な社会資源

についての着想や

視点の提供 

石黒委員（特定非営利活

動法人 こみっと） 

1月28日（火）打ち合わせ（石黒委員） 
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今回参加についていったんは関心有りと回答されたものの、さらに事務局が理由などを確認す

ると辞退をされた団体が自治体、社会福祉協議会、NPO が５団体あった。 

辞退される理由としては、「モデル事業に対応する人材がいない」「庁内はじめ関係者間の合

意が得られず、時間をかけて調整する必要がある」「モデル事業として参加するほど自身に課題

の理解がないので、研修などがあれば受けたい」というものであった。 

このことから、実際の支援を実施するためには、自治体など組織内部、関係機関間での支援内

容や方法の周知、共通理解を促すなど、支援を受けるための関係者間の調整サポートも必要とい

うことが明らかとなった。 
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(3) モデル事業実施報告 

①鶴居村社会福祉協議会 

【取組内容の分類】 

高齢者の移動手段の確保、地域の担い手づくり 

 

(ｱ)相談詳細 

●相談者概要 

鶴居村は釧路総合振興局管内の、酪農地帯が広がる人口 2,400 人、高齢化率 37.8%の村

である。釧路市の東に位置している。 

 

●具体的な支援依頼内容 

高齢者の移動手段の確保が課題となっている。互助の仕組みである生活サポート事業や個

別移送サービスを社会福祉協議会で行っているが、特に個別移送は近年、支援員が２名と減

っており、存続が危ぶまれている。喫緊の課題である地域の担い手づくりに関する支援の依

頼があった。 

 

＜当日の様子＞ 

 

(ｲ)支援の流れ 

【対応された支援者】 

〇社会福祉法人 北海道社会福祉協議会 地域共生社会推進部 部長 中村 健治氏 

〇学校法人北星学園 北星学園大学 社会福祉学部 教授 松岡 是伸氏 

〇こども食堂北海道ネットワーク 事務局長 松本 克博氏 
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【経過】 

課題の似ている鶴居村社会福祉協議会と合同でオンライン事前ヒアリングの場を設け、担

当者から課題感や現状について支援者からの聞き取りや町村の情報交換を行った。そこでの

課題把握をもとに、鶴居村社会福祉協議会に支援者が訪問し、鶴居村社会福祉協議会の会長・

副会長・事務局長及び副村長、村役場職員等との意見交換や助言を行った。 

 

＜当日の主な助言＞ 

支援者から、鶴居村の強みについて整理し、①要介護率の低さ、②生涯現役の高齢者の多

さ、③地域の支え合いができている、④村全体の公共交通プランがある、⑤ハード―面で多

様な移動のツールがある（できることはやっている）、⑥地域食堂があることの認識の共有

があった。 

 また、平日と土日の人の動きを知るためにトリップ調査をすること、調査にあたっては住

民からよく話を聞くこと、釧路市にいる息子や娘の調査（将来的に村に戻ってくる予定があ

るか、村民の釧路市内での移動支援ボランティアを担える可能性も）など５年、10 年先を見

据えるよう提案があった。 

そして、それらについては、今後、策定していく地域福祉実践計画策定の中で、プロセス

を大事にしながら自治会などと協力し、地域懇談会を実施していく必要性について、説明が

あった。 

 

(ｳ)支援者の意見 

中村氏 

＜鶴居村社会福祉協議会に対する意見・助言の内容＞ 

【現状】 

・地域の参加づくりについては、各地域で高齢者サロンを社会福祉協議会主催で月１回開催

している。 

・移動面では、タクシー会社が１社あり、スクールバスなども運行しているため、社会福祉

協議会の移送サービスは非課税世帯を対象としており、年金生活の高齢者が使うことがで

きない。実利用は少ないが支援者（支援会員）の高齢化で担い手不足となっており、ニー

ズはあるが継続が課題である。 

・老人クラブも高齢化で参加人数が減少してきている。 

【意見・助言】（○は特に重視していること） 

・鶴居村では、「第２期鶴居村地域公共交通プラン（令和６年度から令和 10 年度）」が策定

されており、鶴居村における公共交通や福祉バス、移送サービスなどについて取り組んで

いる。 

・しかし、アンケートからも、住民同士の車の乗り合いが７割弱となっており、公共交通機

関や社会福祉協議会の移動手段、福祉バス等の利用率が少ない現状である。 

・今後、高齢化が進むことで、乗り合いなどの助け合いが減ることも予測される。 
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○移動面での課題は、利用したい時に使えない現状や住民の高齢化により車の乗り合いなど

の助け合いが弱くなってきていること、村外、特に、釧路市の病院の通院など、釧路市内

の移動がある。 

・移動交通を充実することで、住民同士の助け合い（車の乗り合い）などが失われることで、

移動面だけではなく、住民同士のつながりが希薄化し孤立・孤独につながることも含めて

考える必要がある。 

・他の自治体において、近隣の市などへの有償運送などが取り組まれているが、料金が１万

円以上（タクシーよりは割安）と高額になるなど、現実的ではない。（ただし、選択できる

サービスメニューとしてはあり。） 

・村外の移動面のサポートとしては、村外に住む子どもなどの協力を得ることも考えられ、

調査を行うことも考えてはどうか。（釧路駅までは、バスを利用して、その先は、家族の

力を借りる。頻繁でなく、短時間が想定されることから協力が得られると考える。） 

○地域の見守りや助け合い等を考えると、町内会や老人クラブ等の協力を積極的に考えるこ

とが必要。 

・お互い様、我がごととして 

・フォーマル・インフォーマルサービスだけではなく、日常的な関わりの再認識・確認が必

要。（ついでに、ゴミ捨て、草刈り、買い物などを実施） 

 

＜コーディネート機能の必要性について＞ 

・中間支援組織として、各種専門機関や広域支援団体のネットワークを構築して、チーム支

援が効果と考える。 

・具体的支援策として、複数自治体協働の仕組みやサービス構築を中間支援組織が調整する

ことも考えられる。 

 

＜今後鶴居村社会福祉協議会に望ましいと考えられる支援の内容＞ 

・村外の家族調査の実施。 

・住民同士の助け合いを踏まえた交通面の整備について、地域懇談会などを地区ごとで開催

する。 

・場づくりについては、住民のより身近な場づくりの検討も必要。 

 

松岡氏 

＜鶴居村社会福祉協議会に対する意見・助言の内容＞ 

○村内における住民のモビリティの課題に対する技術的な助言 

・「公共交通プラン」や各種の移動・移送に関する取組からも、これまで移動に関する何ら

かの支援がおこなわれていないわけではない。これらの既存の資源・ノウハウを活用する。 

・前項の活用を実現するためにも、地域住民のモビリティの状況がどのようになっているか

を詳細に調べ明らかにする（可視化）必要がある。 

・そのため地域住民のモビリティ状況を把握するためトリップ調査をすることを助言する。 
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・住民のトリップ状況を把握することで、どのような移動方法や仕組みが必要かのあたりが

つけやすくなり、支援資源の差配がきくようになったり、政策的判断がしやすくなるので

はと助言（別の自治体の例も紹介）。 

 

○地域福祉計画等を踏まえた地域福祉の推進についての助言 

・地域福祉計画等を次年度以降、策定に取り組まれるとのことであった。そこで計画策定や

その他地域活動、実践を支えるためにも、地域住民同士の“つながり”や“他者や団体へのか

かわり“をある程度、明らかにする必要があると思い、地域住民の「つながり」や「かかわ

り」に関する調査の必要性を助言した。 

・前項と共に、調査結果を地域住民で共有したりすることで地域住民の主体性を醸成するよ

うな“座談会”的なものを開催していくことも併せ助言した。 

○地域住民の移動や生活実態に影響を与える他出子についての助言 

・他出子が、地元の親の生活や移動等を支えている場合が多くある。これらはシャドーにな

っていることが多く、表立ってみえないが、近隣地域に住む他出子の存在は重要であると

思う。 

・前項のことから他出子の状況がどのようになっているのか等を明らかにすることで今後の

モビリティや計画等のあり方を考えるヒントになることを助言した。 

 

＜中間支援の必要性について＞ 

・鶴居村については、中間支援組織として、「社会福祉協議会」がその機能と役割を担って

いると考えられ、視察でそのように感じる場面が多くみられた。そのため役場と社会福祉

協議会が協働した体制を構築し、中間支援組織として「社会福祉協議会」が主として活動

することが重要であると考える。その狙いは、地域住民が主体となれる機会と、その主体

性を醸成し、取組や仕掛けをつくるためである。 

・そのための課題としては、中核的な中間支援組織となる「社会福祉協議会」に大きな負担

がかかることが予想される。そのために、①役場との協働・パートナーシップを強めるこ

と、②社会福祉協議会の体制や活動を支えるために組織・体制を強化・ケアすること、③地

域に関する調査研究を実施するために大学等の学術機関を活用すること、等である。 

 

＜今後鶴居村社会福祉協議会に望ましいと考えられる支援の内容＞ 

・地域住民のモビリティに関するトリップ調査・地域住民のつながり調査のための調査研究

の支援 

・調査結果等を地域住民と共に共有・考え・主体性を醸成する住民座談会等の支援。 

・各種行政計画や地域福祉計画等の支援（ただし、前項 2 点を踏まえたうえでの支援が望ま

しい） 

・役場と社会福祉協議会がパートナーシップの関係を強固にすることができる体制に対する

支援 
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松本氏 

＜中間支援の必要性について＞ 

・国や所管行政庁から発信される情報やサービスをしっかり読み解く「現場力」が必要だと

鶴居村の行政担当様の発言から感じた。或いは読み解く事はできたが「政策」に反映する

「仕組み」づくりが地方行政現場にとっては難しい事だと感じた。上位行政庁が手を挙げ

ない国の施策にチャレンジする！と云う事も大きなストレスになるだろう。総合振興局や

道庁本局の厚い支援が必須だと強く感じている。 

・当該町村にとって「元気な稼ぎ手」や「地域に貢献してもらう」その主体として「主役」

でいて頂くコミュニティ作りが本当に難しいことも話をお聴きし改めて学んだ。「自分達

で企画する！準備する！そこに行政や社会福祉協議会さんが背中をそっと支える！」その

微妙な機微もその地域に暮らす方でないと中々共有が難しいかと思うが、そんな地域にな

って頂けると嬉しい。元気な“光齢者”を尊敬しあえる関係性を大切にしたい！と強く思っ

た。 

 

＜コーディネート機能の必要性について＞ 

・地域が存続する世代継承を視点に“繋ぎ方”のアイデアを旺盛に実践し発見することが重要 

・子どもや若者の意見反映を全ての共通視点に据える繋ぎ方へ 

・循環型ネットワークによる「稼ぎ手」創出！「飯のタネ」を提供できる事業へ！ 

 

＜今後鶴居村社会福祉協議会に望ましいと考えられる支援の内容＞ 

・保有する自然と資源を生かした“生産力向上”経済性“のボトムアップ 

・垣根のない自由な保有資源活用 

・役割分担の明確化～民間資源の大胆な活用～デジタルの平準化 

・受け入れ力の向上 

 

(ｴ)支援を受けた組織側意見 

＜参考になった助言＞ 

担い手の創設について、どう共感を生み出すかがポイントで、さらに人の集まる場所を広

く構える、楽しみ＋『生活』に繋がる仕掛け（自分たちで街をデザインする意識）を作る、個

別事案が出た時をチャンスとするといった策が特に参考になった。 

 

＜今後受けたい支援＞ 

特に、職員の不足の中、効率よく事業を行える仕組み、ＩＣＴやＡＩの活用について、具

体的に導入まで支援いただける仕組みがあると大変助かる。 

 北海道庁で、NTT の職員が出向し、業務効率化を推進する特別チームが設置されたことが

あり、DO チャットの創設や、いつでも相談を受け付けたりと活動してくれていたが、同じよ

うな仕組みができるとありがたい。 
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＜望ましい支援情報の入手手段＞ 

チャットで知りたい情報を入力すると先行事例などを照会できる仕組みがあるとよい。 

 

(ｵ)今後の中間支援の展開への考察 

今回の鶴居村社会福祉協議会の依頼は、今後高齢化が進む中で元気な高齢者もいずれ移動

手段がなくなり、外出が難しくなるのではないかという課題感から来ているものであった。

取組を進めるにあたっては、人材や予算など足りないものに目を向けることが多くなってし

まうが、支援者からはまず強みを整理して生かすという点の認識があり、できないことを無

理にできるようにするのではなく、今できることを敷衍するという基本的な考え方は他の地

域においても参考となるものであると考えられる。 

加えて、実際に移動手段を整えるにあたっては、そもそもどこからどこに移動ニーズがあ

るのかという把握がまず必要という点や、近隣市に住む高齢者の家族が移送支援の一部を担

う可能性を探るとよいという支援者からの助言があった。この点、鶴居村は釧路市の隣に位

置しており、釧路市に通院する人もいるということで、比較的規模の大きな自治体の資源を

近隣町村が共有していくという広域的な協力・支援の方向性というものも考えられる。その

ためには、自治体間の調整を中心的に担っていく役割も必要となり、中間支援団体サポート

機能のあり方の一つとなると考えられる。 

  



77 
 

②浦幌町社会福祉協議会 

【取組内容の分類】  

集いの場に参加するための移動支援、漁村地域における地域食堂の担い手確保 

 

(ｱ)相談詳細 

●相談者概要 

浦幌町は、北海道十勝総合振興局管内の最東端に位置する人口約 4,100 人の町である。高

齢化率は 43.5%となっている。基幹産業が農林水産業となっている。隣接はしていないが、

西に帯広市が位置している。 

 

●具体的な支援依頼内容 

町内で主に高齢者の移動手段に乏しく、特に農村集落などの郊外部では深刻であり、せっ

かくの集いの場にも足がないから参加できない。今まではお互いに乗り合ってきたが地域の

高齢化率が急増したことにより乗り合いも危険となり社会参加への深刻な障害となってい

る。社会参加については町内で徐々に取組が広まりつつあるため、地域住民の社会参加の機

会を増やすためこうした移動問題を解決していく必要がある。町内の状況を踏まえて意見交

換して持続可能かつ、できれば他地域にも応用可能な具体的な支援方法を一緒に探してもら

いたい。 

 

漁村の集落部について、長年アプローチを試みているが集いの場の開催に結びつかず、ボ

ランティアの育成もままならない。地域の公民館長より、地域の人にもっと社会参加してほ

しい、そのために地域食堂を開催してほしいと要望があったため調査やテストを実施してい

るが、人手不足もあり今のところ難航している。特に地域食堂の担い手として地域のボラン

ティアを育成したい。保守的な地域特性のある地域におけるボランティア活動への参加のア

プローチ方法が知りたい。 

 

(ｲ)支援の流れ 

【対応された支援者】 

〇社会福祉法人 北海道社会福祉協議会 地域共生社会推進部 部長 中村 健治氏 

〇学校法人北星学園 北星学園大学 社会福祉学部 教授 松岡 是伸氏 

〇こども食堂北海道ネットワーク 事務局長 松本 克博氏 

【経過】 

課題の似ている鶴居村社会福祉協議会と合同でオンライン事前ヒアリングの場を設け、担

当者から課題感や現状について支援者からの聞き取りや町村の情報交換を行った。そこでの

課題把握をもとに、浦幌町社会福祉協議会に支援者が訪問し、浦幌町社会福祉協議会の生活

支援コーディネーター及び町役場職員との意見交換や助言を行った。 



78 
 

その後、実際に漁村地域のサロンの状況を把握するため、公民館でのサロンの見学及びサ

ロンのボランティアへのヒアリングを実施し、今後の支援のあり方について浦幌町社会福祉

協議会と協議を行った。 

 

＜当日の主な助言＞ 

支援者から、移動支援や地域食堂・集いの場の取組について、他自治体の様々な事例の紹

介があった。 

・ 乗り合い運送の事例 

・ ライドシェアサービス「notteko」を活用し、住民同士の車の相乗りで長距離移動ができる 

天塩町の事例 

・ 男性が何らかの役割を担うことで地域活動に参加しやすくなる事例 

・ 男性料理教室を開催してサロンの女性部に食べてもらう事例 

・ 男性高齢者が、施設訪問をして利用者の囲碁将棋の相手となっている事例 

・ 社会福祉協議会が開催準備をしていたサロンで、参加者が役割を担うことで主体的な活動

に変わった事例 

・ 高齢者と子どもが交流する事例 

・ 沖縄県の高校が地域の老人ホームと連携して、利用者がつくったおにぎりやおかずを売

り、子ども達が食べることで交流が生まれた事例。接点を持つことで、高校生が自主的に

認知症について学び、高校生が小中学生に教えるといった循環が生まれた。 

 

(ｳ)支援者の意見 

中村氏 

＜浦幌町社会福祉協議会に対する意見・助言の内容＞ 

【現状】 

・南北に長い地域特性があり、南浦袰地区と漁村地域の厚内地区は市街地区から車で２０分

程度かかる。 

・参加の場づくりは、公民館を中心に実施しているが、町内の交通が限られており、コミュ

ニティバスはあるが公民館に行くバスではないため、参加が難しい。一時期、公民館経由

のバスも導入したが、乗車時間や乗り継ぎなどにより利用されずに、中止となった。 

・住民の高齢化により、乗り合わせての移動も難しくなってきている。 

・老人クラブの参加者の減や、厚内地区では平成 25 年度で老人クラブが解散している。 

【意見・助言】（○は特に重視していること） 

○移動面での課題では、公民館に行く移動交通のニーズがあり、公民館経由のバス経路を設

定しても、乗車時間が長い、ドア to ドアでない、また、将来的な不安によるニーズという

こともあり、利用がなく中止になるなど、具体的な課題分析が必要である。 

・実際の住民の声などを聴き考えることが必要。（地域調査や地域懇談会の実施等） 

・住民の高齢化などにより自家用車での移動に不安を抱えているが、その不安に対して移動

交通を充実することで、住民同士の助け合い（車の乗り合い）などが失われることも踏ま

えて考える必要がある。 
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○場づくりにおいて、特に市街地区から離れた漁村地域の厚内地区については、漁協（婦人

部）などがキーになるが、漁協が動かない中で個人が動きづらいという現状もあり、地域

の中で理解をどう図るのかがポイントとなる。 

・地域調査や地域懇談会が必要と思える。 

・また、現在取り組まれている、公民館の場づくりの現状と課題、参加者の声も聴きながら、

地域に合わせた場づくりを検討することが必要。 

 

＜中間支援の必要性について＞ 

・中間支援組織は、情報提供（先駆的事例等）のほか、第三者である客観的視点などのメリ

ットを生かした地域調査や地域懇談会への参加が有効。 

 

＜今後浦幌町社会福祉協議会に望ましいと考えられる支援の内容＞ 

・公民館活動の現状と課題について整理する。（ヒアリング等の実施） 

・南浦幌地区や厚内地区での地域懇談会の開催。（現状把握からすすめる） 

・住民同士の助け合いを踏まえた交通面の検討。 

 

松岡氏 

＜浦幌町社会福祉協議会に対する意見・助言の内容＞ 

○町内住民のモビリティについての助言 

・既に住民の移動支援として要望のあった交通支援やバス支援等を行っているが、利用状況

が芳しくないとのことであった。サロンが対象とする地域は広域で課題を抱えている場合

も多いという。また漁村地域では、地域的な支援としてなかなか、入り込めていないとの

ことであった（詳細はセンシティブな内容も含むため省く）。 

・そのためまずは、地域住民がどのような移動になっているかの把握が重要であることを助

言した。地域おける文化性、これまでの慣習も根付いており、影響がありそうなので、ま

ずは現状把握が重要であることを助言した。 

○専門機関がなかなか入り込めない地域に対する助言 

・地域状況についてはセンシティブな情報を含むため省くが、地域に専門職・機関がなかな

か入り込めていない現状がみられた。そのため、既に入り込んでいる専門職者にあたりを

つけ、一緒に同行訪問したり、地域に溶け込んでいくことを助言した。また除雪の課題な

どを主題にして、地域住民との話し合いの機会をもつ必要性を助言した。 

 

 上記、2 点から、地域状況の把握するための調査研究の必要性を助言・意見した。 

○地域内の移動（公共交通機関等）についての課題 

・地域住民によれば、公民館へのコミュニティバスの路線の曜日と時間に若干のミスマッチ

が生じていること、同時に、路線範囲が限られており、公民館へのイベントに招集しきれ

ていないのではとのこと（配食サービスについても同様）。 

・これらの点は、コミュニティバスの実際の運用の状況の把握や、これまでの経緯等を検証

する必要がある。同時に、現在の地域住民の生活状況やどれだけ需要があるのかを調査す

る必要がある。（この点は直接、住民に助言等はしていない） 
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○地域課題の把握状況 

・ボランティア団体をヒアリングした結果、地域の状況を主観的にでも詳細に把握していた

（たとえば、地域の 8050 問題、ひきこもり等について）。これらの状況を把握するため

にも、調査や住民による座談会などが有効であることを助言した。 

・住民との座談会や話し合いの場は、スモールステップからでよいことを助言した。例えば、

手始めに、ボランティア団体やイベントの後等に、「マチの将来などに語り合おう」等の

テーマでもよいと考えられる。重要な点は、地域住民が話し合うなかで、主体性・継続性・

地域課題の認識を深める等を引き出すことであることを伝えた。 

 

＜中間支援の必要性について＞ 

・浦幌町については、中間支援組織として、「社会福祉協議会」（もしくは「役場」）で調

査や計画、地域実践等の初動として動くことが現実的なところであると考える。どちらに

しても現状において、役場と社会福祉協議会が協働して、地域資源と地域住民の生活やつ

ながりに関する調査を実施する必要性がある。これらの調査をもとに、地域の把握、計画

の立案を構想するのが現状において最適な取組だといえる。また浦幌町は漁村部と内陸部

で地域住民の気質や状況等、地域資源等に差異が生じているように見られるため、この点

においても調査が重要であると考える。 

・なお、地域活動・実践を展開する際は、学校を鍵として構想することもできる。その場合

の初動としては福祉教育と地域実践という形で学校と社会福祉協議会が連携し取り組むこ

とも考えられる（この点は助言済み）。 

・中間支援の役割を担うことが想定される社会福祉協議会に対して、知識やノウハウ、伴走

的なかかわりをする支援が必要だと考える。 

・役場や社会福祉協議会とのパートナーシップの関係構築のためにも、双方をつなぐための

仲介への助言等が必要である。 

・地域のモビリティ関係のみならず、地域福祉の全体像をとらえられるような（俯瞰するよ

うな）マネジメント・ガバナンスが必要で、そこから個別具体的な課題を検討する必要が

ある。 

 

＜今後浦幌町社会福祉協議会に望ましいと考えられる支援の内容＞ 

・地域住民のつながり・地域活動・生活実態等の調査のための調査研究の支援。 

特に内陸部と漁村部を加味した調査研究が必要であるためそのための支援。 

・調査結果等を地域住民と共に共有・考え・主体性を醸成する住民座談会等の支援。 

・各種行政計画や地域福祉計画等の支援（ただし、前項 2 点を踏まえたうえでの支援が望ま

しい） 

・専門職・機関が入り込めていない地域への調査や仕掛けづくりの支援 

・役場と社会福祉協議会がパートナーシップの関係体制に対する支援 

・地域住民の主体性や困りごと、不安等を引き出すためにも、住民同士の座談会やミーティ

ング、座談会等の定期的な開催 
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(ｴ)支援を受けた組織側意見 

＜参考になった助言＞ 

・子ども食堂、地域食堂は基本的に生業（営利）ではない事が重要。あらかじめ登録した会

員へ安価に提供する。 

・鶴居村との比較で、鶴居村はサロンの送迎はあるが、通院等の個別の移動に困っており、

浦幌町は個別の送迎は有償運送があるがサロンの移動に困っているということ。問題点を

絞ることができてその後の気付きが多かった。 

・サロンに男性参加者を呼んで、男性参加者に送迎を頼む。男性は役割があると参加しやす

いので、サロンで何か役割や、楽しみを用意する。 

・本当に困っていることにスポットを当てると人は集まる。困っている人のプライドを直接

傷つけない内容を考えるとよい。（例）健康にスポットを当てて食事に誘う 

・地域が社会福祉協議会職員を受け入れることが進化と言える。職員が地域に入っていくた

めには何度も地域の行事に顔を出すしかない。最初はお願いして行事に同席させてもらう

が、そのうち地域から相談をしてもらえるようになる。 

・男性の貢献を評価する。除雪ボランティアを福祉大会で表彰するなど。 

 

＜今後受けたい支援＞ 

・相談できる関係の継続 

・講師等の依頼 

 

＜望ましい支援情報の入手手段＞ 

・今回のモデル事業のように直接声掛けをしてもらえるとありがたい。 

・連絡なやり取りは、LINE やメッセンジャーなど気軽な形がよい。ZOOM 会議も便利であ

る。 

 

(ｵ)今後の中間支援の展開への考察 

浦幌町では、移動手段がないために公民館での集いの場に集まる人が少ないという課題が

以前からあり、参加できるよう、地域住民の声を反映してバスの路線を変更し、公民館を経

由して運行したが、利用者がおらず中止になったという経緯もあった。ニーズの深堀や既存

の地域資源の把握の必要性に関して支援者から助言があり、移動手段の確保・担い手の創出

という観点で重要な視点であると考えられる。こういった、根本的な考え方の視点や方向性

を提示することも中間支援の意義の一つであると考えられる。 

また、漁村地域において集いの場などの参加率が低く、特に男性参加者が少ないという課

題が挙がっており、支援者からは様々な自治体の男性が積極的に役割を担っているサロン等

の事例の紹介があった。支援を受けた組織側の意見としても、「相談できる関係の継続」と

いう支援ニーズが挙げられているが、今回のように課題に対して様々な事例を知っている支

援者に対して、取組を進める中で相談できる関係性が築けると、人材の限られる町村におい

ても効果的な取組につなげていける可能性が高くなると思われる。 
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③なかしべつ町民活動ネットワークなど  

【取組内容の分類】  

情報共有のための WEB サイト構築の支援 

 

(ｱ)相談詳細 

●相談者概要 

中標津町では、町民が様々なテーマで、よりよい中標津づくりに向けた活動をしているが、

分野ごとの情報が発信されるなど、分野を超えたつながりづくりなどがしにくい環境にある。 

そのような中、中標津東小学校の地域コーディネーターが学校と連携して、プラットフォー

ムとなる WEB サイトを構築し、様々な地域行事の予定を見える化するなどのＩＣＴ活用が

始まっている。 

これらの経験から、様々な分野の情報を一元的に得ることができるポータルサイトを構築

したいというアイデアがあったが、それを具体的に形にする機会がこれまでなかった。 

 

●具体的な支援依頼内容 

・ポータルサイトの構築について 

－先進事例から構築イメージの共有 

－無料で使用できて、更新がしやすいサイトのアドバイス 

－サイトの基本部分の整理・作成・仕様書の作成 
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(ｲ)支援の流れ 

【対応された支援者：】 

〇ＮＰＯ法人こみっと 日高圏域・地域づくりコーディネーター 石黒建一氏 

 

【経過】 

なかしべつ町民活動ネットワークと中標津町、中標津社会福祉協議会、支援者が参加した

打ち合わせを 12 月と 1 月に開催し、WEB サイト構築の目的やアウトプットイメージ、運用

イメージを共有した。また、利用する WEB サイト提供サービスを選定した。 

2 月に WEB サイトの構築を開始し、現在作業中である。WEB サイトの構築にあたっては、

事務局である三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティングがプロトタイプを構築し、相談者の意

向を確認・調整の上、モデル事業終了後にサイトを提供する予定としている。 

 

＜主な助言＞ 

●構築をめざす WEB のイメージの共有 

  ・アウトプットイメージ（WEB でできること、内容・機能）をはじめに共有する 

  ・利用者を想定する 

  ・利用ツール（アプリ、ベースとなるページ）を選定する 

  ・WEB の運営体制を検討する 

●基本的な枠組みの検討・共有 

・WEB に情報を掲載することができる団体の範囲の設定を定めておく 

・団体やボランティア募集と紐づける分野等を設定しておく 

・情報掲載団体が WEB でできること、情報掲載団体と事務局との役割分担を明確にする 

・求人情報の掲載については、法規制を考慮する 

●WEB 構築に向けてのイメージ共有 

・WEB（なかしべつ町民活動ポータル（仮称））の構成（案）の検討 

・コンテンツの作成・更新の体制の検討 

・ページのイメージの共有 

 

モデル事業で構築した WEB サイト 
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(ｳ)支援者の意見 

ＮＰＯ法人こみっと 日高圏域・地域づくりコーディネーター．石黒建一氏 

＜なかしべつ町民活動ネットワークに対する意見・助言の内容＞ 

本事業を活用した取組の内容が「ウェブ構築」に決まっていたことから、町の関係者の顔

ぶれをふまえて、ネットワークと各機関等との関係性や地域資源全般に関する率直な質問や

感想を通して、話題の膨らみや視点の広がりにつながるような働きかけを行った。 

 

＜今後なかしべつ町民活動ネットワークに望ましいと考えられる支援の内容＞ 

中標津町に関して言えば、少なくともヒアリングの場に行政各課（市民協働及び保健福祉）

や社会福祉協議会が同席して協議の場が持たれていることが窺えたので、すでに当ネットワ

ークが中間支援の役割を担っている実態があることを認識した。 

 ネットワーク側（本間代表）が必ずしも任意団体の法人化や安定財源等を求めているわけ

ではないことも理解したので、行政や社会福祉協議会はそのこともふまえた協力体制を敷い

て、持続可能な中間支援のあり方を模索することになるのではないかと感じた。 

 

(ｴ)支援を受けた組織側意見 

＜参考になった助言＞ 

・ヒアリングを通して、必要と思っていたことが明確になった。 

・ウェブ構築・専門家等、外部の知見で、軸がぶれないよう固めつつポイントに集中できた。 

 

＜今後受けたい支援＞ 

・作成後 1 年以内に 1 度でいいので、フォローがあるとありがたい。 

 

＜望ましい支援情報の入手手段＞ 

・メールマガジン。同じ情報でも、各分野の専門用語に変換していると伝わりやすいのでは。 

 

(ｵ)今後の中間支援の展開への考察 

地域では様々な団体が活動しているが、他の団体のことを知らないことも多い。地域資源

が限られる地域において、フォーマル・インフォーマルな資源の情報を一元的に提供・見え

る化することで、新たな交流や活動が生まれるきっかけとなり得る。 

WEB サイトの構築にあたっては、無料サービスが提供されるなど費用的な負担を少なくす

る手段もあるが、利用者にわかりやすく伝えるためには一定のノウハウ・スキルが必要とな

る。助言でなくて、伴走型でプロトタイプの作成までの支援を行うような中間的な支援があ

ることで、地域共生社会づくりに向けた取組が豊かになっていくと考えられる。 
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④ＮＰＯ法人かしわのもり  

【取組内容の分類】  

新たな対象層のニーズ把握にあたっての助言 

 

(ｱ)相談詳細 

●相談者概要 

ＮＰＯ法人かしわのもりは、2002 年に設立し、暮らし

づらさを抱えていたり、支援が届きにくいマイノリティの

生きづらさを抱えた方やその家族を対象に活動している。 

2024 年に財団助成を受け、新たな活動拠点れんがの家

を開所し、認知症デイサービスの提供を開始した。 

鹿追町を発達障害、医療的ケア児、特性のある子どもや

大人が育ちあう地域にしたいと考えており、認知症をテーマとする町民アンケートの調査結

果を活用して、伝え方を工夫することなどにより、地域住民の認知症のイメージを改善して

いきたいと考えている。 

 

●具体的な支援依頼内容 

鹿追町民を対象とするアンケート調査の分析について助言をしてほしい。また、調査結果

を分かりやすく町民に伝えるためには地域住民がワクワクする見せ方（デザインの力）が重

要であると考えており、助言をしてほしい。 

 

(ｲ)支援の流れ 

【対応された支援者】 

〇北海道ＮＰＯサポートセンター 高山大祐氏 

 

【経過】 

かしわのもりと支援者が参加した打ち合わせを 1 月に開催し、かしわのもりの問題意識や

求める支援内容を確認した。また、実施中の町民アンケート調査の調査内容や調査対象、調

査方法を確認した。また、2 月 28 日にかしわのもりにおいて研修会の開催が予定されてお

り、その場でさらなる助言を求める打ち合わせを持つこととなり、その準備として２月に打

ち合わせを開催した。 

2 月の打ち合わせには、かしわのもりと支援者に加えて、かしわのもりの活動に以前から

から助言等を行っていた有識者も参加し意見交換を行った。かしわのもりから、町民アンケ

ートの集計結果が報告され、かしわのもりが、特に啓発対象として力を入れたい 50 代以下の

町民の意向を把握するためにアンケート以外の手法を活用していくことの必要性が共有され

た。また、50 代以下の町民に着目する理由として、「40 代・50 代の町民が、家族が認知症

になった時の対応の選択肢を広げたい」との想いが確認された。それを受けて、２月 28 日の

打ち合わせでは、「集まってもらいにくい 50 代以下の町民の意向を把握するための企画のア
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イデア」と「50 代以下の町民に対して、認知症の啓発を進めていく方法のアイデア」につい

て意見交換を行った。 

 

＜当日の主な助言＞ 

・れんがの家と住民との接点を増やしていくための方策 

（例）おもちゃ図書館、不登校の子どもの居場所となる 

・50 代以下が参加しやすい場をつくり、意向を把握する 

（例）非同期型（場を開いておき、いつでも立ち寄れるようにする） 

・認知症当事者が語る動画で伝える 

・親子で参加できる企画をする 

・他地域が 30-40 代にどのように働きかけているのかを学ぶ 

・「かしわのもり」の活動への参加者に対してビフォー／アフターで意識変化のデータをと

る 

 

(ｳ)支援者の意見 

北海道ＮＰＯサポートセンター．高山大祐氏 

＜かしわのもりに対する意見・助言の内容＞ 

・同法人が運営する福祉施設兼交流スペースのれんがの家を地域の人に知ってほしい、訪れ

てほしい、認知症アンケート結果の見せ方を工夫したいという相談があり、それに対して

いくつかの助言をした。 

・意見交換の中で、業界内での知名度の高さと比べたときの住民の認知度の低さを感じてい

ることや、法人として本来ターゲットにしたい年齢層が 40-50 代ということが分かってき

た。 

・鹿追町におけるその年代の人たちのライフスタイルを聞き、アウトリーチの方法について

考えた。子育て、子どものスポーツの支援に熱心な親たちは、アンケートやイベントに参

加できないことがあると伺った。 

・同様に認知症をテーマにした事業展開をしている、みらいファンド沖縄に上述の年代の親

たちへのアウトリーチ方法について尋ね、また私の知人である評価専門家に、短時間でス

トーリーを伝えるために動画を使った評価レポートの事例について問い合わせた。 

 

＜今後かしわのもりに望ましいと考えられる支援の内容＞ 

・かしわのもりが目指す開かれた地域福祉の実践を促進するとともに、行政、社会福祉協議会

と連携し、住民自治を促進するような役割を果たせるような機会をつくったり、人を紹介し

たりできればと思う。支援名目を考えるのが大変かもしれないが、自団体の枠を越えた活動

に関わっていってほしいので、そういう動きを支援することを期待したい。 
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(ｴ)支援を受けた組織側意見 

＜参考になった助言＞ 

・打ち合わせを重ね、議論する中で、当地域での課題や困難と感じていることは、他の地域や

事業にも共通することを再認識する機会となった。 

 

＜今後受けたい支援＞ 

・支援する側、受ける側の関係性ではなく、共に高め学び合う双方向の支援 

 

＜望ましい支援情報の入手手段＞ 

・同じ様な取組をしている人とひと、地域と地域をつなぐネットワークの構築 

 

 

(ｵ)今後の中間支援の展開への考察 

地域共生社会づくりに向けて、様々な主体が取り組んでいる。事業をしていく中で、新た

な着想や目標を得ても、日常業務を動かしながら、新たな層と関係をつくり、そのニーズや

課題を把握し、新たなサービス開発・提供を実現することは容易ではない。 

新たな目標を持った担い手が、その目標を具体化するにあたって、アイデアが柔らかい初

期の段階から壁打ちの相談相手を行うよう中間的な支援があり、また、それを通じて、外部

の専門家などとつながることで、知識やノウハウ、資源を豊かにし、目標を具体化すること

ができれば、地域共生社会づくりに向けた取組が豊かになっていくと考えられる。 
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⑤ＮＰＯ法人 SPES 

【取組内容の分類】 

新たな事業展開に向けての助言 

 

(ｱ)相談詳細 

●相談者概要 

ＮＰＯ法人 SPES は、障害者、引きこもり、不登校、孤独な高齢者に対し生活支援及び就

労支援などの社会的事業を通して福祉の増進を図り障害の有無、世代の違いに関わらず共生

できる社会を実現するため設立された。 

現在、就労継続支援 B 型事業を行っており、カフェ営業や内職、高齢者施設での食器洗浄

などを行っている。 

以前は店舗が活動拠点であったことから、地域包括支援センターの食事会や高齢者の運動

教室などの会場となるなど、地域とのつながりがあったが、コロナ禍となったことや、活動

拠点の移動（戸建住宅）もあり、地域とのつながりが希薄になってきている。 

 

●具体的な支援依頼内容 

就労継続支援 B 型事業をメインに活動しており、現在は人員や業務に余裕がない状態とな

っているが、この状態を改善し余裕が生まれた場合に、どのように事業の幅を広げていくの

かを考えるきっかけとして応募した。 

事業を立ち上げる際の組み立て方及び支援に対する着想や視点の助言を得たい。 

 

(ｲ)支援の流れ 

【対応された支援者：】 

〇ＮＰＯ法人こみっと 日高圏域・地域づくりコーディネーター 石黒建一氏 

 

【経過】 

・限られた打ち合わせの時間を有効に活用することを目的として、ＮＰＯ法人 SPES から法

人概要や質問したい事項につき事前に情報を提供してもらい、それに対して支援者から質

問事項に対する回答と事前検討の提案がされた。 

・これらの事前準備を経て、ＮＰＯ法人 SPES と支援者が参加した打ち合わせを 1 月に開催

した。支援者との対話を通じて、相談者が抱える問題意識が整理されるとともに、今後取

るべきアクションのアイデアが共有された。 

・意見交換後に、相談者においては、職員間で法人の現状と今後についてミーティングを行

い、まずは、法人の地盤である B 型事業の強化と職員体制の整備が最優先であるという結

論となり、そこに取り組むことが法人として共有されたとの報告があった。 

・また、法人の目的であるひきこもり支援や高齢者支援についても、助言を参考に社会福祉

協議会やその他の社会資源との関係を深めていくことから始めていくとの意向が示され

た。 
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＜当日の主な助言＞ 

①スタッフで本日の成果を踏まえてコミュニケーションする（問題意識を共有） 

   

②アクション（例） 

◇地域資源と関係性の洗い出し（フォーマル／インフォーマル→エコマップ作成） 

◇包括・社会福祉協議会・民生委員とコミュニケーション 

（面識の再構築・活動紹介→連携・相談先となる） 

◇利用者も仲間であり、意見を聞いてみる機会の設定 

（レクリエーション機会を設けることで、利用者の新たな面に気づくこともある） 

◇成年後見制度の学習（勉強会への参加など） 

   

③今後の取組を計画化（たとえば、４月の総会で提案） 

 （例）サロンとしての会場提供 

 

(ｳ)支援者の意見 

ＮＰＯ法人こみっと 日高圏域・地域づくりコーディネーター 石黒建一氏 

＜ＮＰＯ法人 SPES に対する意見・助言の内容＞ 

・本事業へのエントリーの時点で、対象法人が中間支援団体の立ち位置で今後の展開を見据

えているものではなく、NPO 法人としての経営自体への相談内容であることが窺えたこと

から、同法人の事業内容等をふまえて事前資料を提供することでヒアリング当日の話題共

有に役立てた。 

・当日は先方から寄せられた質問等への回答を中心に対応しており、法人としての方向性の

見極めや地域アセスメントの必要性等に言及した。 

 

(ｴ)支援を受けた組織側意見 

・地域資源の洗い出し（エコマップの作成）、社会資源との関係性の再構築、職員だけでは

なく第三者を交えての意見交換の実施、自分たちが関わっている資源（場所、人、社会資

源）を生かすという意識についての助言を得た。 

・特に参考となったこととして、有るものを生かしていくという基本的なことに立ち返るこ

とができた。地域をしっかりと把握することが重要であること、第三者の視点や意見を聴

くことが支援に繋がっていくという事が大変参考になった。 

 

(ｵ)今後の中間支援の展開への考察 

コロナ禍に伴い、それまで培ってきたつながりが途絶えるといったことや、その後のデジ

タルツールの普及に対応できないなど、地域共生社会づくりの担い手にも様々な影響が及ん

でいる。 
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日常の既存事業が多忙な中で、法人が元々めざしていた姿を実現したくても、その道筋を

描けていないケースも多くあると思われる。 

このような担い手が、同じような事業に携わっている外部の専門家から、様々な経験やア

イデアを得ることで、次の一歩について着想を得ることは、当該担い手における職員間での

問題意識の共有や夢の再確認にもつながり、これらを通じて地域共生社会づくりに向けた取

組が豊かになっていくと考えられる。 
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６ 北海道における中間的な支援のあり方について 

(1) 方向性の検討 

(ｱ)前提の整理 

i) 言葉の定義 
本研究において、地域に寄り添い、課題解決に向け支援を行う組織・団体を中間支援団体（社

会福祉協議会、NPO など）とし、そうした団体が活動を続ける上で必要な資源提供やコーディネ

ートなどを行う活動を“中間的な支援”ととらえ、そのあり方としては、支援に求められる“機能”

を整理していくものとする。 

なお中間支援団体とは、組織を形成し、自治体や関係団体と連携しながら活動することに取り

組んでいるものを想定している。 

 
ii) エリアの想定 

北海道には様々な行政単位があるが、ここでは北海道地域福祉支援計画に基づき、 

第一次福祉圏（道民の日常生活に密着した身近な福祉サービスを提供する地域単位）…179 市町

村の行政区域を想定する。さらに道の福祉事務所が所在する総合振興局・振興局単位、そして北

海道の枠組みを想定する。 

 また、中間支援団体がボランティア団体等で、活動範囲が町内会もしくは班の単位くらいの場

合もあり、地域の実情に応じて生活圏域などもカバーすることも必要と考える。 

  

iii) 地域の組織化の流れと課題 
北海道では、昭和 35 年に住民主体の福祉活動を進めるため、町内会などの住民自治組織を社

会福祉協議会の母体として位置づけることが確認された。昭和 37 年に北海道社会福祉協議会の

「住民組織整備要綱」が策定され、道内の市町村社会福祉協議会に対して町会規約（準則）を添

えて町内会等の自主的な住民組織の整備と連携を呼びかけていった（一般社団法人北海道町内会連

合会ホームページより引用）。以降、町内等の小地域を基礎とした助け合いのネットワークを形成

してきた。平成 2 年度より、北海道町内会連合会は「一人の不幸も見逃さない全道運動」を展開

している。 

しかし、高齢化率、高齢夫婦・単身世帯の総世帯に占める割合が全国平均を上回って伸びてお

り、全国と比べても進行している少子化や核家族化の進展があり、地域社会におけるつながりの

弱まり、支援を必要とする人の増加や担い手不足が大きな課題となっている（令和４年度北海道社

会福祉審議会地域支援計画専門分科会資料より引用）。 

他方、町内会の加入率は低下しており、令和元年度市区町村町内会・自治会連合会組織基本調

査報告書によると、区が 63.3％、市が 60.4％、町村が 77.7％の加入率で、全道では平成 26 年

度から令和元年度の５年間で 3.7％低下している。地域の福祉課題に対し、住民相互の助け合い

により取り組む小地域ネットワークが機能しにくくなっている現状にある。 

これまで北海道を支えてきた小地域ネットワークであるが、その運営方法や担い手確保、地域

のつながりを前提とするか新たなつながりを想定するかなどの大きな転換点に来ている。地域の
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希薄化や社会的孤立など福祉課題が生活課題に変わってきているなかで、移動交通や買い物難

民、新しいコミュニティの場の必要性が浮き彫りになっており、これらの課題に対処するために

は中間的支援組織の役割がきわめて重要となっている。 

こうした地域活動をこれまで支えてきた中間支援団体（社会福祉協議会、NPO など）である

が、単独で支援を続けることが難しい状況にあり、こうした中間支援団体の支援のあり方として

どういった機能が必要なのか、検討が求められている。 

また令和 3 年に「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」が施行さ

れ、重層的支援体制整備事業が創設された。厚生労働省の地域共生社会のポータルサイトには次

のように書かれている。 

「困難・生きづらさの多様性や複雑性は、以前も存在していました。しかし、かつては、血縁・

地縁・社縁などの共同体の機能がこれを受け止め、また、安定した雇用等による生活保障が強か

った時点では、福祉政策においても強く意識されてこなかったのだと考えられます。しかし、か

つて日本社会を特徴づけていた社会のあり方が変わり、それに伴って国民生活も変化する中で、

様々な支援ニーズとして表れてきています。そして、これまでの福祉政策が整備してきた、子ど

も・障害者・高齢者・生活困窮者といった対象者ごとの支援体制だけでは、人びとが持つ様々な

ニーズへの対応が困難になっています。その一方で、地域の様々な動きに目を向けると、人と人

とのつながりや参加の機会を生み育む多様な活動を通して、これまでの共同体とは異なる新たな

縁が生まれています。その中には、特定の課題の解決を念頭に始まる活動だけでなく、参加する

人たちの興味や関心から活動が始まりそれが広がったり横につながったりしながら関係性が豊

かなコミュニティが生まれている活動もあります。厚生労働省では、このように、社会の変化に

伴って生じている課題と、これからの可能性の両方に目を向けた上で、重層的支援体制整備事業

を設計してきました。」 

まさに今の北海道の地域課題に鑑み、体制整備が必要となっている方向性と重なるものといえ

る。この整備に向けて、市町村や広域での連携による体制構築を支援する様々な中間支援団体を、

さらにバックアップする機能が求められており、本研究事業では重層的支援体制整備を進めてい

くことにも資する中間的な支援の機能を検討するものとする。 

 

(ｲ)北海道での対応に求められる要素 

＜研究当初の仮説＞ 

〇一般に、地域の共助活動・組織を支える中間的な支援組織として市民活動支援センター等があり、活動内
容は、人材育成や資金確保手段、情報提供などで支援を行っている中間支援団体となる。 

〇人口が多い市の場合、市民活動支援センター（固有名称は様々であるが、概念として当該名称使用）が
設置されており、分野を限定せず支援が実施されているが、北海道内では公設公営で2カ所、公設民営で7カ
所、民設民営で4カ所（NPO 法人北海道NPOサポートセンター実施：道内市町村設置のＮＰＯ等支援
センター調査から引用／2015年）と数が限られている。 

〇地域福祉分野において、地域に寄り添った支援を実施する主たる中間支援団体は社会福祉協議会であるこ
とが多い。特に北海道のように小規模な市町村が多く、多様な資源が少ないところは社会福祉協議会に期待
されるところが大きいと仮説を立てた。 

〇社会福祉協議会は各自治体に設置され、さらに地域の自治組織内にも地区社会福祉協議会がある。地区
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社会福祉協議会は住民の様々な課題を把握するため、より生活の場に近い圏域で設置されており、小学校
区、町村単位で組織され、それぞれの地域で、交流活動等を通した絆づくりやコミュニティづくりなど、住民同士
の「支えあい」｢助け合い」による地域福祉を推進している。市町村社会福祉協議会はこうした構造を有してい
ることも踏まえ、地域活動を支援する上で最も大きな資源ととらえ、地域への支援を行う際の弱みや不足して
いることなどをどのようにサポートするかという点で、本事業での検討の主たる対象として捉えるものであった。 

 
＜研究進捗による仮説の変化＞ 

〇第１回研究会において、北海道内では、地区社会福祉協議会が設置されている自治体は多くないと指摘が
あった。すなわち、市区町村社会福祉協議会－地区社会福祉協議会の連携の構図は想定しがたいというこ
ととなる。 

〇アンケートから、自治体内で特に積極的に活動している主たる団体は市町村社会福祉協議会であるという回
答が多数を占め、また福祉に関する地域活動支援のために連携したい団体等は、「市町村社会福祉協議会」
が69.7%と突出して高く、市町村社会福祉協議会への期待が大きいと言える。一方、研究会意見、アンケー
トやヒアリングなどから、北海道の基礎自治体は規模が小さく、その中で活動する社会福祉協議会も体制的に
厳しい状況にあるところが少なくないこともあり、社会福祉協議会は自治体からの受託事業の運営でいっぱいに
なってしまい、地域ネットワーク形成支援や人材育成などに力を割きにくい実態が浮かび上がった。 

〇またアンケートから、NPO団体、ボランティア団体が「自治体内で特に積極的に活動している」という回答自治
体も複数みられた。 

〇これらのことから、北海道では、市町村によって地域の主体的な活動を支援することに取り組む中間支援団体
には違いがあり、状況を見定めて支援先、支援内容や支援のシナリオを検討することが求められると考えるに至
った。 

〇本研究事業では、社会福祉協議会を中心とする中間支援団体が期待されている役割を果たし切れていない
実情を踏まえ、社会福祉協議会等の中間支援団体のあり方などを論ずることを目的とせず、こうした中間支援
団体をエンパワメントする機能が何かについて検討することとした。 

 
(ｳ)北海道の中間支援団体の特徴 

i) ネットワーク形成による地域活動支援の流れ 
北海道では、これまでもネットワークにより地域の福祉課題解決を支援する取組の流れがあ

る。例えば生活困窮者への支援等を行う「コミュニティワーク研究実践センター」と NPO 法人

への支援を行う中間支援団体として設立された「北海道ねっとわーく」を加えた３者によるコン

ソーシアムが実施主体となり、孤独・孤立に悩む人たちの居場所を確保するとともに、社会参加

できる機会等が得られる包括的な支援の仕組みづくりを目指して NPO 法人への伴走支援等を実

施している。 

また全道の中間支援センターのメンバーが、お互いの経験や知識を共有し、情報を持ちよるこ

とを通じて、地域における中間支援活動を活性化させることを目的として NPO 法人北海道 NPO

サポートセンターが主催となり研修会を開催されている。 

こうしたことから、ネットワーク型の支援の枠組みは北海道に馴染むものと思量する。 
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ii) 中間支援団体のキーマンの存在 
 今回の事業の中で、地域で活動している中間支援団体に話を聞いたが、すでに道内外問わず団

体は自らの活動活性化に必要と考える助言者とのつながりを有しているケースが多く見られた。

また中間支援団体に調整や問題の理解・構造化などでスキルが高いキーマンがおられた。 

こうしたキーマンに助言者として活動いただいたり、相互に保有している人材情報を紹介しあ

ったりすることができれば、多くの中間支援団体にとって有益であると考える。 

 

(2) 中間的な支援として期待される役割（機能） 

①自治体や直接的に地域に関わる中間支援団体が地域づくりに取り組む中で
の課題 

改めて国が考える地域共生社会について整理すると、「子供・高齢者・障害者などすべての人々

が地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる「地域共生社会」を実現する。

このため、支え手側と受け手側に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え

合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、福祉などの地域の公的サービス

と協働して助け合いながら暮らすことのできる仕組みを構築する」とされている（ニッポン一億

総活躍プランより）。 

 本事業では「地域コミュニティの育成」にフォーカスし、地域の多様な人々が関わり、福祉的

な側面を中心に自立した地域運営ができるように支援する役割を中間支援団体が担うことを想

定している。社会福祉協議会やテーマを軸に活動する NPO 団体など地域に直接的に関わりなが

ら活動・支援を行う団体は中間支援団体といえるが、こうした団体が活動していくなかで抱える

課題などに対して支援を行うことも中間的な支援を行う組織（機能）であり、本事業では後者の

あり方を検討するものとする。 

 

(ｱ)担い手の不足や財源の不足 

アンケート（自治体、社会福祉協議会ともに）から、地域活動・地域福祉などを支援・推進す

る上の課題として担い手の不足が最も多く指摘され（新たな担い手、担い手の固定化・高齢化、

役員の成り手）ていた。また回収数が少なく傾向値とはいえないが、NPO 団体へのアンケート調

査から、活動を進める上での課題として、「新たな担い手（スタッフ）の確保」「担い手の固定

化・高齢化」「役員のなり手不足」「財源不足」が同様に挙げられている。 

 

(ｲ)自治体による社会福祉協議会などの中間支援団体の実情理解と協力・連携の必要性 

自治体アンケートから、市町村社会福祉協議会に取り組んでほしい内容は、「地域における共

助の仕組みづくりの支援」（81.1%）「地域における福祉活動の企画・実施の支援」（66.0%）

「地域活動に関わる人材の確保のための支援」（54.7%）「地域が連携できる団体や資源の紹介・

マッチング」（37.7%）「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」（32.1%）となる。 

他方、社会福祉協議会アンケートから、福祉に関する地域活動、地域コミュニティ支援として

実施している事業は、「交流会、サロン」（72.5%）「声かけ・見守り」（56.9%）「配食」（43.1%）
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「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」(37.3%）「地域活動に必要な情報の発信

やノウハウの提供」(39.2%）「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」「除排雪支援」（35.3%）

などとなっている。 

自治体からのニーズが高い取組で社会福祉協議会の活動内容をみると、「地域における共助の

仕組みづくりの支援」（33.3％）「地域における福祉活動の企画・実践の支援」（35.3％）「地

域活動に関わる人材の確保のための支援」（27.5％）「地域が連携できる団体や資源の紹介・マ

ッチング」（37.3%）「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」（39.2%）となってお

り、自治体のニーズが高くなっている事業（「共助の仕組みづくり」「福祉活動の企画・実施の

支援」「人材の確保のための支援」）に対して、市町村社会福祉協議会が実施する取組の割合が

相対的に低い状況となっている。 

アンケートから、市町村社会福祉協議会が地域コミュニティの支援を行う上での課題は、「人

材不足」（75.9%）「資金の不足」（51.7%）「知識・技術や経験等の不足」（37.9%）「関係

機関との連携の不足」（20.7%）「事業としての優先度が低い」（13.8s%）となっており、地

域づくり支援などに取り組もうとしても、人材や資金の不足、ノウハウ不足などの点から踏み込

み切れていない市町村社会福祉協議会がいることが読み取れる。 

市町村社会福祉協議会は中間支援団体として大きな期待が寄せられているのは事実であるが、

自治体は現状を的確に把握し社会福祉協議会との連携を強め、事業の進め方や予算、人材の配置

などで支援を行っていく必要がある。また自治体や社会福祉協議会は支援のノウハウを持つ外部

の機関とつながって、サポートを受けていくことが有効と考えられる。 

 

(ｳ)情報共有や調整の場としてのプラットフォームの少なさ 

アンケートから、自治体、社会福祉協議会ともに、情報共有や調整の場として団体間をつなぐ

プラットフォームが「ない」という回答が８割以上を占めている。 

プラットフォームの必要性を否定しているのではなく、現在プラットフォームがないという回

答をした団体は、「プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」という回答が

大半を占めた。 

その理由として、いずれも「形成のための調整をする人材がいない」「形成した後の運用を担

う人材や部署がない」「形成のための予算確保が難しい」という回答であった。そのほか社会福

祉協議会からは「呼びかけるほどの団体がいない」という回答も多くみられた。 

団体間をつなぐプラットフォームがあることが望ましいが、実際に形成するとなると課題が多

く実施が難しいということで着手に至っていない実態があることがうかがえる。 

回収数が少なく傾向値とはいえないが、アンケート結果からは、NPO が連携したい先として

「市町村社会福祉協議会」「ボランティア団体」「コミュニティ・ビジネス企業」が上げられて

いて、市町村社会福祉協議会に取り組んでほしい内容として、「地域活動に関わる人材の確保の

ための支援」「地域における共助の仕組みづくりの支援」「地域における福祉活動の企画・実施

の支援」「専門職や人材の派遣」「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」が得られ

た。団体間の連携を期待していることがうかがえる。 
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(ｴ)自治体として広域での連携対応の困難さ 

資金や人材、活用可能資源など単独自治体として対応していくことの難しさがあるとすると、

他市町村と連携して取り組むことなどで対応できることも増えるのではないかと想定し、広域連

携の可能性についてアンケートで聞いたところ、道内近隣他自治体と連携し、広域で団体の支援

に取り組むことが可能かについては、「難しいと思う」（89.5%）「可能だと思う」（10.5%）

となった。 

広域で団体の支援に取り組むことが「難しいと思う」を選択した理由は、「他自治体の状況が

わからないから」（58.8%）「他自治体と地理的に距離が遠いから」（41.2%）「業務多忙によ

り余裕がないから」（39.7%）「他自治体に連携できる地域資源が不足しているから」（29.4%

「他自治体と広域連携の関係づくりができていないから」（27.9%））であった。 

連携してもよいと回答した自治体に可能な取組を聞いたところ、研修会、交流会、移送支援な

どであった。他自治体の状況がわかれば、また具体的な話をする場があれば広域での取組も可能

になる想定すると、そうしたコーディネート機能の配置は有効かもしれない。 

 

(ｵ)自治体職員の地域づくりに関する研修の必要性 

 本事業でヒアリング及びモデル事業を実施する中で、地域づくりについて、自治体職員の理解

と関与が必要という意見が聞かれた。特にＮＰＯなどの団体が福祉活動を通して地域づくり、コ

ミュニティの育成支援を行っている場合に、行政がその活動をバックアップする予算取りや補助

金等の申請の支援をする、また事業に対して市民等への周知や事業と連動した行政の事業・施策

の組み立てがあると、ＮＰＯなどは活動をしやすくなるということであった。 

 アンケートからも、モデル事業参加の関心を問う設問に回答した自治体から、「担い手の確保

を支援したいが、自らの認識も十分ではないので機会があれば研修等に参加したい」「ボランテ

ィア（無償・有償）など地域コミュニティ形成における人材不足も深刻であり、あらゆるサービ

スの持続が難しいことが予想され、実際の支援内容や取組事例などの実態を把握したい」「地域

支援担当として従事しているが、対応すべき内容だとわかっていても対応出来ていない状況にあ

る」といった声が寄せられ、必要性は感じても今回のモデル事業での支援を受けることを躊躇し

てしまう状況が見られた。助けを求める、そのための情報を集める、声を上げるなど支援を受け

る「受援力」を高めていく必要もあるといえる。 

 また研究会委員から、地域のまちづくりなどを行う団体に対して支援を行うにしても、いずれ

は地域が自発的に動ける状況を目指す必要があり、地域を支援する団体、社会福祉協議会、行政

が一体となって考え、取り組んでいくことを目指す必要があるという意見も得られた。 

 様々な部署において、地域との関わり、地域の主体的な取組が必要となっているなかで、自治

体職員は地域づくりに積極的に関わっていくことが求められており、地域の課題把握、支援の組

み立て方、中間支援団体との連携など、地域づくりへの関わり方を学べる研修の機会が必要とな

っている。 

 

＜参考となるケース＞ 

今回モデル事業に参加いただいた「なかしべつ町民活動ネットワーク」の本間氏は、町職員が

総合計画を検討する際に町民の主体的な関与を積極的に働きかけていたことが、活動を始めるき 
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っかけになったと語ったように、自治体がともに関わっていくことの意義が認められる。 

中標津町の職員は、職員研修の一環としてファシリテーションの重要性を学び、それを地域活

動に活かしているとのことで、地域の行事やプロジェクトにおいても、町職員が積極的に関与し、

グループワークの進行を実践するなどして、話し合いの進行役として活動していると伺った。 

 

②本研究テーマである中間的な支援として期待される機能 

(ｱ)地域にある資源を知る 

市町村が地域福祉などを推進する主体として社会福祉協議会を捉えているが、他方 NPO 法人

やボランティア団体が推進力となっている事例も少なくない。このことを踏まえ、市町村が自地

域の資源、連携先を把握し、多様な団体間の連携が進むよう情報提供することなどが考えられる。 

 

(ｲ)取組の迷いを払う 

 地域に寄り添う中間支援団体が、すでに活動を進めている中で新しい取組の必要性を感じて

も、仕組みや法的な問題、生じる課題などがみえず、内部で議論をしても答えがみえないために

事業に取り組む一歩が踏み出せないという状況がある。 

 

◇気軽に相談できる先があること 

 何を目指すべきか、何が課題になるかもよくわからない状況にいる場合、壁打ちのように話を

聞いてもらい、課題を整理、解きほぐし、目的とすることにたどり着けるような支援が求められ

る。気軽に相談できる環境づくりが大事であり、相談先の周知も十分に行うことが求められる。

また支援を受ける力「受援力」を持てるような支援も必要となっており、研修だけでなくアウト

リーチで現場に出向いて悩みを聞き取っていくなどの機能が必要となる。 

伴走支援という形も提供できるような環境を整えていくことが望ましい。伴走支援を行う場

合、長期的に多くの団体を支援することが難しいため、キープレーヤーとなる団体を支援し、そ

の団体が他の団体を引き上げる役割を果たすことが期待される。地域の他の団体を支援すること

で、地域全体の連携を強化し、持続可能な活動を促進することにつながる。このように持続的な

伴走支援の機能も求められる。 

また相談内容をデータとしてストックし、類型化などを行う機能も求められる。これにより対

応策を検討、優先順位をつけて実施し、支援の効果を検証するとともに、対応の必要性を説明す

る際の根拠としていくなども想定される。 

聴き方の工夫などもノウハウとなる。聴き手は、相手が次の動きに進めるよう考慮しながら支

援をデザインすることが求められ、そうしたノウハウを学ぶ機能も必要となる。 

  

＜参考となるケース＞ 
 本モデル事業の中で、NPO 法人 SPES から事業展開について悩みを聞き、今後の団体としての

活動展開について助言を求める依頼があり、同じ福祉分野でコーディネーターをされている研究

会委員と対話をすることで、団体としての運営などで課題が整理できたというケースがあった。 
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また、別の事例では、団体から事情や問題意識をしっかり聞くことで、団体が課題と受け止め

ている内容が、実は短期的な課題か長期的な課題かといった時系列での整理がされておらず、段

階的な対応策の検討など効果的な改善策が組み立てられていない実態が浮かび上がった。このと

き複数の団体を同時にヒアリングしたが、これにより他自治体の状況などを相互に知ることがで

き、参考になったという声も聞かれた。 

 

＜参考となるケース＞ 

 NPO 法人北海道 NPO サポートセンターは 2020 年から北海道電力の助成事業を通じて伴走支

援を開始しており、これに評価支援を組み合わせることが効果的であったと聞いている。2019

年度から本格的に取り組み始め、これまでに約 30 の団体を支援してきた。伴走支援の特徴とし

て、団体の現状や成長目標、潜在力を把握し、数年間にわたって支援を行うことで、単発の支援

よりも質的に高い情報を得ることができる点が挙げられるとのことであった。これにより、団体

の課題や成長のきっかけを見つけやすくなり、団体の関係者と継続的にコミュニケーションを取

ることで、地域のキープレーヤーを育成することが可能とのことである。 

 

◇対応事例などを知ることができること 

 事業などを立ち上げようとする際、法律面の対応などは解釈の仕方や関係機関との調整で負担

が大きく、挫折してしまうことがある。先行して事業に取り組んでいる事例のノウハウなどを知

ることができれば、事業計画を作成する際に役立つ。適切な事例を知る機会の意義は大きく、事

例紹介の機能が望まれる。 

  

＜参考となるケース＞ 
 北海道社会福祉協議会は全道の市町村社会福祉協議会などの様々な取組を把握されており、中間支援
団体や地域の活動団体が取組を進める上で壁に当たり、打開策のヒントを必要とする場合に、適切な情報提
供や指導ができる。 
 
(ｳ)コーディネートをする 

◇自治体や関係機関との調整 

 アンケートやヒアリング調査などから、社会福祉協議会のなかには人員面や財政面での体力が弱い、行

政からの委託事業（相談支援、権利擁護、生活困窮者自立支援など）が多く、また介護保険事業

などを担っているところもあり、どうしても地域のつながりづくりなどに主体的に取り組むこと

が難しい場合があると聞いている。その場合にほかに地域活動を支援し、つながりづくりに取り

組む団体がいればよいが、そうした団体でも自治体とのつながりがあまりない、支援を受けにく

い、住民からの認知度が低いなどの課題がある場合もある。 

当事者同士では調整しにくい場合に、第三者として調整機能が入ることでうまく連携できる場

合もあり、関係づくりを第三者として支援していく機能が必要となる。 
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＜参考となるケース＞ 

多くの市町村から解消したい課題として「移送支援」が上げられた。単独自治体内部で確保が

できても、病院などの資源が集中している都市部に出向いた後の移動で課題があるなどのケース

もあり、広域での調整機能が求められる。直接の調整機能を担うことは簡単には取り組みにくい

が、先ずは事例を紹介しながら関係者の理解を促すなどの役割が考えられる。 

 

◇専門的なノウハウを持つ人材の紹介（伴走の支援者を仲介する） 

 地域の実情についてデータなどを用いて客観的に把握することは問題解決に向けて基本であ

るが、データ分析の方法がわからない、論理的な要因分析ができないという状況が多々あり、課

題を関係者で十分共有できていない実態が見られる。本モデル事業でも実施したように、地域の

困りごとを聞き取りながら要因分析を行い、解決に向けてのロジック構築を支援できるようにす

るなど、専門的な知見や分析等のノウハウ、人脈などを有する人材紹介が求められている。 

また事業を運営している中で、新しい事業の立ち上げでの助言や広く市民に知ってもらうため

の広報の仕方、資金を獲得するための手法などを、経験豊富な人材にアドバイスや、実際の調整

に入ってもらうことで事業が円滑に動き出せる、効果を高めることなどが期待できる。そうした

専門的な知識やノウハウを有する人材を紹介できる機能が望まれる。 

 

＜参考となるケース＞ 

 子ども食堂や地域食堂を実施しようとすると、食品衛生などの関連で保健所などと調整が必要

となる。法的な内容や対応策などがわからず実行を躊躇する事案があると聞いたが、北海道には

「こども食堂北海道ネットワーク」があり、事業を展開する上で情報提供や相談対応などを実施

されており、こうした団体とつなぐことで事業展開をしやすくすることが考えられる。 

 

＜参考となるケース＞ 

 NPO 法人かしわのもりでは、日常生活のなかで多様性のある市民が互いを認め合い、自然に助

け合うソーシャルインクルージョンの実現に向けて、市民に実態を知ってもらうことを大事にさ

れているが、情報の共有が重要と考え、読んでもらう、よく理解できる、といったことにフォー

カスした情報の作り方についての関心が高く、今回のモデル事業ではそうした専門家とのマッチ

ングニーズがあった。 

 

＜参考情報＞ 

 大阪市では、地域活動団体からの要請に応じてさまざまな専門知識やノウハウを持った「地域

公共人材」を派遣する枠組みを構築している。依頼に応じて、各地域の実情に応じた自主・自律

的なまちづくりが展開されるよう、まちづくり活動に関する専門的知識やノウハウを提供した

り、 団体内あるいは地域の様々な活動団体との会議で話し合いが円滑に進むように、ファシリテ

ーションやコーディネートを行い、団体の取組を支援するもので、費用は無料となっている（地

域公共人材の報酬は大阪市が負担）。 

（資料）大阪市「大阪市市民活動総合ポータルサイト 地域公共人材バンク」 

（https://kyodo-portal.city.osaka.jp/jinzai/）[2025 年３月 24 日最終閲覧] 
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◇ネットワークの形成支援 

 北海道では自治体の規模が小さいところが多く、福祉などに関わる地域資源が少ないという課

題があり、近隣にある少し規模の大きな自治体とつながることで資源を補うことも想定される。

総務省が推進する定住自立圏を取り入れているエリアは北海道にも多く見られ、ほとんどの地域

で協定を結び、ビジョンを策定している。ただ、実際の運用においては進んでいない側面もある

ようで、そうした連携推進におけるコーディネートの機能があることが期待される。 

 また福祉の領域でも専門職や事業者のネットワークをつくり、相互のノウハウや人材・資源の

確保に向けた協働などを行う意義は高いと考えられる。例えば 14 の総合振興局・振興局により

連携が図られているが、この単位がつながりの軸となるのであれば、このなかでの形成も想定で

きる。ただ、何もなければつながりがうまれないということを勘案し、そうしたネットワークづ

くりを支援するコーディネート機能が求められる。地域共生社会や重層的支援の重要性に鑑みる

と、多様な属性の参加を目指すべきであり、例えば障害当事者の参加がどうしても難しくなる現

状を踏まえ、障害当事者はその場にいること自体に価値があり、また当事者同士の関わりが地域

にとって大きな意味をもたらすことなどを伝えて、多様な属性の関わりを働きかけていく視点が

求められる。 

 アウトリーチ型でいろいろな地域に出向き、情報を収集する中で力を持つ人材・キーマンを見

いだすことも人材確保の観点からあり得ることで、そうした情報収集機能も求められる。 

  

(ｴ)学ぶ機会をつくる 

◇知識を学ぶ研修会の開催 
福祉の問題は個人や家族のなか輻輳して生じることが少なからず有り、高齢者、介護、障害者

支援、児童福祉、生活困窮自立支援、いじめや不登校対応などの学校教育での問題、希死念慮あ

る人への対応などそれぞれのテーマ理解が必要となるが、法制度が複雑かつ事業を複数の主体が

個別に支援などを実施していることも有り、共通する課題があるとしてもなかなか主体間で共有

して取り組むことが難しい実態がある。 

まずは福祉などに関わる法制度の情報、地域の中で生じている課題やそれぞれの主体が取り組

んでいること、これから取り組みたいことなどについて、問題解決の手法事例などを含め、学ぶ

機会の提供が期待される。 

 
◇技術を学ぶ研修会の開催 

地域に寄り添って課題解決に取り組む場合、福祉以外のテーマについての対応ノウハウを有す

る必要が生じる。例えば多くの人と話し合う手法としてのファシリテーション、ホームページの

作り方、広報の仕方、弁護士や建築家、司法書士などの専門職の仕事内容理解とつながり方、ア

ンケートの設計・分析、災害対策訓練などの実施といった内容である。こうした対応技術につい

て学ぶ機会の提供が期待される。 

また、事業展開における大きな悩みとして予算面の厳しさがある。国等の補助事業の情報提供

と申請書類の作成など申請の支援、その他財団などの多様な補助情報の提供、クラウドファンデ

ィングの利用の仕方といった支援が期待される。 
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＜参考となるケース＞ 
北海道内の複数の大学では、地域連携推進をテーマに研究されていて、実際に地域に入って指

導助言を行ったり、学生の実習フィールドとして地域の取組を人的にもサポートしたりする支援

センター機能があったり、実践されている学識者がいたりする。こうした学識者と課題を抱える

地域や中間支援団体を結ぶことに対するニーズは大きい。 

 
◇人材を増やす研修会等の開催 

福祉に関するボランティアの育成を、小中高・大学生に実施したり、市民に対する講座を提供

したりすることはもとより、座学だけでなく現場研修や資格取得といったところも、そうした研

修を提供できる先との連携などにより学ぶ機会の情報を発信するなどが機能として期待される。 

また、ボランティアの参加方法そのものを見直すことも重要となっており、自分ができるとき

にできることをちょっとするといった考え方でのボランティア登録、また住民同士が互いにしあ

えることを見える化することや、住民以外の人材にできるときに参加してもらう方法など、今の

時代にあった人材確保の方法についても研究し、伝えていく役割も求められる。 

 
(ｵ)情報共有・連携のプラットフォームが提供される 

◇プラットフォームの構築支援 
アンケートでは、情報共有や調整の場として団体間をつなぐプラットフォームがあることが望

ましいという回答が、自治体、社会福祉協議会、NPO いずれも大勢を占めていたが、実際に形成

するのは難しいという回答であった。その理由は、形成を支援する人材がいない、運用を担う人

材や部署がない、呼びかける先がない、予算が確保できないということにある。 

本来は自治体内や隣接自治体間で情報共有や事業連携を行える常設のプラットフォームがあ

ることが望ましいが、先の理由でなかなか着手できないことを踏まえ、ネットワーク形成支援と

重なるが、プラットフォーム構築を関係団体等に働きかけ、団体間の情報共有・連携促進などを

進めるコーディネートをしていく機能が求められる。プラットフォームの形は縛りの強いもので

はなく、緩やかで臨機応変に動けることも重要という意見もあり、状況を見ながら助言・コーデ

ィネートしていく。 

 
◇WEB上でのプラットフォームの提供、作成支援 

プラットフォームの形は協議体が想定しやすく、すでに北海道ではテーマに応じた道単位での

プラットフォームがいくつか構築されているが、こうした流れを踏まえ、広大な北海道の地域特

性に合わせて WEB 上でのプラットフォームを構築することを想定する。WEB 上でのプラット

フォームは、福祉分野以外の他分野のまちづくりに係る情報等の融合も目指し、研修・イベント

の開催案内などの情報発信の役割に加え、地域課題を話し合う場の提供、ボランティアの確保に

つながる掲示板の提供、相談対応、専門人材と地域課題とのマッチングといった機能も担うイメ

ージとなる。また中間支援団体等がホームページの作成や地域資源の共有、人材の募集などのた

めの WEB サイトを検討されても、技術・予算の側面から実現が困難な状況がある場合に、技術

的・予算的にサポートするという機能も考えられる。 
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＜参考となる事例＞ 

本研究事業では、WEB プラットフォームの必要性について効果を検証するべくモデル事業を

設定出来る先を探し、中標津町にて取り組んでいただくことが出来た。必要性を認識しながら

WEB ページの作成などに動けなかった状況に対し、地域共生社会づくりに資する「ウェブ構築」

（仮称）として、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングからホームページ構築の技術的な支援を

実施した。町内の団体リストを集約することで町民活動団体を見える化することにより、団体や

ボランティア活動への参加を促進するとともに、参加したい・募集したいニーズをつなげる場所

にすることを目的としている。この取組を通じて、地域の課題が明確になり、協働の重要性を再

認識されたとのことである。(P.82 参照) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「なかしべつボランティア＆サークル活動ガイド」 

（https://n-tsunapro.jimdofree.com/#gsc.tab=0）[2025 年３月 24 日最終閲覧] 

 
 ＜参考情報＞ 
○大阪市市民活動総合ポータルサイト（https://kyodo-portal.city.osaka.jp/） 
・中間支援団体や地域活動団体、ボランティア団体などが必要とする情報を網羅的に掲載。 
・自団体から提供できる資源について情報発信している団体の情報を掲載するサイトもある。 

（https://kyodo-portal.city.osaka.jp/contributions/） 
 
○京都市福祉ボランティアセンターサイト（https://v.hitomachi-kyoto.jp/） 
・団体がボランティアを募集する入り口だけでなく、ボランティアを提供できる人の入り口もある。（R7年2月現在
現在は、「【市内全域】ホームページ作成ボランティア」がUPされており、ボランティア団体には無償でホームページ
を作成する支援を提供している。（https://v.hitomachi-kyoto.jp/teikyo/5796） 
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(ｶ)団体活動の持続性を支援する 

中間支援団体が課題としていることの一つに財源不足がある。財源不足が人材の不足を招いて

いるという意見もあり、活動の持続性に向け財源確保を支援していくことが重要な役割である。 

 （アンケートの自由記述から） 

 無償のボランティアが前提であると担い手の不足が深刻化していくと思うので、ある程度の収入が
得られるシステムが必要であると思う。 

 財源の問題だと思います。空き家などの活用にも改修費などが必要。柔軟に支援していただける
と助かります。 

 財源情報の提供が有効であるが、ほかにコミュニティビジネス（ソーシャルビジネス）の考え

方や手法、スポンサーシップの導入・企業とのマッチング、事例情報などを提供することも一考

である。 

 

＜参考情報＞ 
大阪市市民活動総合ポータルサイト 
『コミュニティビジネス情報局』として情報提供をしている。 

（https://kyodo-portal.city.osaka.jp/cb/） 

 

【相談者からみた「中間的な支援」の機能（イメージ）】 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）中間的な

支援と出会う 

（勉強会） 

（オ）調べられる仕組み（情報のプラットフォーム） 

（イ）やわらかい相談 

（壁打ち） 

（ウ）専門相談 

（つなぐ） 

（オ）話し合う場 

（連携のプラット 

ホーム） 

相談者の 
ネクスト 

アクションの 
ヒント！ 

（ア）地域内の資源（活動団体、制度など）／（カ）外部資源（専門家、財源）を知っている 
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③ 支援主体についての考察 

中間的な支援を行うに際し、情報の集約整理発信、各種研修、ネットワーク形成の企画や働き

かけ、専門家などとのコーディネート、WEB プラットフォームの維持管理を行うための運営主

体があることが望ましい。 

本研究事業においてモデル事業を実施したが、 

○支援を求める団体を把握する 
○支援の専門家を、支援を求める団体とつなぐ 
○必要な対話の場をセットする 
○情報を提供する 
○技術的な支援をする 
○研修の場（報告会）をセットする 
などの調整を事務局である三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社が行った。必要な支

援機能を洗い出すだけでなく、その機能を運用する、つまり当社が本研究事業で実施した役割を、

今後北海道の中で担う組織（仕組み）が必要になると考える。 

運営主体は一つである必要はなく、自前で対応できる基礎自治体は独自で取り組むものとし

て、小規模であったり社会福祉資源が少なかったり、エリア広くサポートすることを想定すると、

広域の単位（都道府県、政令市など）で運営主体を構築する必要があるのではないかと思量する。

北海道社会福祉協議会はすでに同様の取組を全道の市町村社会福祉協議会に対して実施してい

る。 

 本研究としては、以下の枠組みでの体制が円滑に機能整備に対応できるのではないかと想定

し、仮の案として整理する。各団体の役割やこの枠組みがベストであるかについて十分議論され

たものではなく、今後検討を進める必要があるものであり、本報告書上ではたたき台として記載

するものである。 

 

○はじめは北海道庁に中間支援サポート機能の運営主体を配置する（運営については委託も可）。 

北海道庁を想定する理由として、中間支援団体の支援、地域活動支援では、まちづくりの視点・ 

情報も必要となるため、同じ組織内に他分野を担当する部署があり、全道の状況把握を一元的

に行うことが可能で連携が取りやすいと想定していることにある。実際、北海道は地域づくり

コーディネーターの市町村への派遣（障害分野）や、ナッジ隊（北海道行動デザインチーム）

という NPO 法人であるが北海道庁の所属を越えた有志の集まりで、ナッジ理論を応用しデザ

インによる行動変容を目的にしたチームがあり、道民の一歩踏み出せる支援を行っている団体

が生活支援体制整事業のコーディネーターへの研修を実施、道地区事務所が村社会福祉協議会

の地域懇談会のファシリテーション派遣など、既存の中間的な支援を行う活動がある。こうし

た活動と連携していく。 

○北海道社会福祉協議会と連携し、生活困窮者支援や重層的支援体制整備、権利擁護などの専門 

的な問題への対応を可能にしていく。 
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○北海道でのテーマ的な支援団体（例：こども食堂北海道ネットワーク）や大学、既存の道規模

のネットワークと連携し、また多分野での専門家を地域支援人材バンク的に登録いただくなど

で連携する。 

○自治体の困りごとを調査し、相談窓口を設けるなど前述（②本研究テーマである中間的な支援 

に期待される機能）の機能を配置する。 

○すでに単独自治体でプラットフォーム形成や中間支援団体が活動している自治体はそのまま

取組を進めていただき、必要に応じてこの北海道全体に対する支援機能を利用してもらう。 

○取組ができていない自治体への支援を優先的に行っていくが、数が多いため、実際は振興局単

位などがコンタクトを取り、フォローを行う。 

○当初は北海道の主導として運営を行うが、振興局単位などで対応する枠組みができればそこに 

支援機能を移していく。 

○ただし、地域による情報の濃淡が出ないよう北海道が情報をストックしていくことが必要であ 

る。 

 

このほか、本報告書に記載している中間支援団体を支援する機能を担える、全道規模で活動し

ている団体の連合体も主体して想定できる。 

支援の役割を担
う運営主体の例 

北海道単位 支援のプラットフォーム形成（管理運営） 
広域行政（総合振興局、振興局）単位 支援のプラットフォーム形成（管理運営） 

連携先候補と協
働の活動例 

隣接自治体間及び近隣の中核的な市 情報共有、活動や資源の共有、事業の協
働運用 

行政・社会福祉協議会、NPO・ボランティ
ア団体、町内会、学校、民生・児童委員、
まちづくり活動団体など 

情報共有（重層的支援体制）、研修、
予算取り、活動情報の共有、共同活動 

 

(3) 今後の検討について 

今年度の本事業としては、検証を交えた研究会形式で中間支援団体の活動を支援する機能につ

いて検討を行い枠組みの方向性を提言した。 

今後、この方向性を具体化するのであれば、支援の枠組み、運営主体、予算確保、機能の詳細、

支援の対象とする団体の定義、協力者の想定・打診、WEB 構築など、より詳細な検討を行うこと

が求められる。 
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令和 7 年 3 月 21 日に札幌市内にて本研究の報告会を開催した。報告会の概要は次の通りであ

る。 
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傍聴者は合計 37 名であった。実際にモデル事業で支援を行って頂いた研究会委員と、支援を

受けられた団体の代表者に、それぞれパネルディスカッションに登壇頂き、下記の内容で意見交

換をして頂いた。 

 

 

 

  

 

報告会では、こうした中間的な支援の枠組みは是非構築してほしい、自ら関わる機会があれば

手伝いたい、といった声を頂戴した。 

先述したとおり、中間的な支援として求められる機能などは一定の整理が出来たが、運営主体、

内容や運用の具体化についてはさらなる検討をしていく必要がある。 

今回モデル事業として研究会委員による伴走支援を実施いただき、支援を受けた団体からは大

変有益であった、参考になったという声を多く頂戴しており、行き詰まっているところに客観的

な意見や情報提供があることの意義が大きいと確認できた。また各委員の活動背景や専門的な知

【北海道における中間支援で求められる機能とは】 

①今回のモデル事業実施で良かったこと 

②北海道における中間支援団体を支援する機能とは何？ 

③どのような主体がそれを提供（運用）するとよいか？ 
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見が多様であり、そのことが、支援者相互の情報交流としての意義も高めたと考えている。支援

者同士が声を掛け合って連携して支援に行っていただいたことなど、つながることの可能性を強

く感じられた事業となった。 

支援機能の必要性は明確になったと考えている。少子高齢化、支援を必要とする対象者の増加、

人材不足、財源不足など、北海道は他地域と比べて危機的な状況があるという声も研究会やヒア

リングなどで頂戴した。緊急的対応が必要な状況にあると受け止め、是非引き続き検討を進めて

頂き、北海道における中間的な支援の機能が、各自治体、社会福祉協議会、NPO 等中間支援団体

が地域づくりなどに取り組むことをバックアップする状況を目指し、機能の実装が早期に実現さ

れることを期待するものである。 
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 資 料 編  
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１ アンケート調査概要 

(1) 調査方法 

①調査目的 

地域共生社会の実現に向けた様々な取組が全国的に展開されている中、多くの自治体においては

人口減少が進み、地域活動を担う人材や社会資源の不足といった課題があり、そのような状況の中

で、地域づくりの現場に根差して、地域活動の担い手に対する支援を行う「中間支援」は非常に効

果的であると考えられる。そのため、北海道の市町村、市町村社会福祉協議会、福祉に関する地域

づくりに関わるNPO団体を対象に、地域活動の実態や課題・ニーズを把握し、地域共生社会の実現

に向けた中間支援のあり方を検討するためのアンケート調査を実施した。 

 

②調査対象 

 ①自治体 ②社会福祉協議会 ③NPO 団体等 

調査対象 北海道下の市町村 
北海道下の 

社会福祉協議会 

北海道で地域共生推進に関わる

活動をしている NPO 団体等※内

閣府 NPO ホームページでの検索及

び北海道 NPO サポートセンターの

紹介により抽出 

実施方法 
北海道庁を通じた 

メール配布・Web 回収 

北海道社会福祉協議会 

を通じた 

メール配布・Web 回収 

郵送配布・回収 

調査期間 令和６年 11 月 令和６年 11 月 令和６年 12 月 

 

③回答状況 

調査名 発送数 有効回収数 回収率 

①自治体 179 件 76 件 42.5% 

②社会福祉協議会 179 件 51 件 28.5% 

③NPO団体等 57 件 ８件 14.0% 
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(2) 調査結果の表示方法 

 設問ごとの集計母数は表、グラフ中に（ｎ＝○○）と表記。 

 集計結果の百分率（％）は、小数点第２位を四捨五入した値を表記している。このため、回

答設問の選択肢ごとの構成比の見かけ上の合計が 100.0％にならない場合がある。 

 複数回答設問では、当該設問に回答すべき回答者数を母数として選択肢ごとにそれぞれ構成

比を求めている。そのため、構成比率の合計は通常 100.0％とならない。 
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２ 自治体調査 

(1)  地域コミュニティによる福祉に関する地域活動について  

①福祉に関する地域活動の担い手となる地域団体、それらを支援する団

体の有無 
福祉に関する地域活動の担い手となる地域団体、それらを支援する団体の有無は、「交流会、サロン」が

81.6%、「声かけ・見守り」が53.9%、「居場所づくり」が51.3%、「配食」「健康づくりの活動（体操等）」

がいずれも48.7%、「除排雪支援」が46.1%などとなっている。全体と比べて、市部において「交流会、サ

ロン」「居場所づくり」「買い物支援」「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」「地域における共助の仕組みづ

くりの支援」「地域における福祉活動の企画・実施の支援」「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチ

ング」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」の割合が高い。 

図表 56 福祉に関する地域活動の担い手となる地域団体、それらを支援する団体の有無〔複数回答〕 

 

81.6 

51.3 

48.7 

53.9 

42.1 

40.8 

34.2 

46.1 

48.7 

22.4 

26.3 

15.8 

7.9 

15.8 

18.4 

2.6 

5.3 

94.1 

76.5 

47.1 

47.1 

47.1 

35.3 

47.1 

29.4 

52.9 

35.3 

35.3 

17.6 

11.8 

23.5 

41.2 

0.0 

0.0 

78.0 

44.1 

49.2 

55.9 

40.7 

42.4 

30.5 

50.8 

47.5 

18.6 

23.7 

15.3 

6.8 

13.6 

11.9 

3.4 

6.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交流会、サロン

居場所づくり

配食

声かけ・見守り

買い物支援

移動支援

家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他、地域での主な福祉活動

無回答

全体 [n=76] 市 [n=17] 町村 [n=59]
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(ｱ)「交流会、サロン」の活動をしている団体等 

「交流会、サロン」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議会」が74.2%、「ボランティア団

体」が25.8%、「地域食堂・こども食堂」が16.1%、「福祉分野のNPO団体」が12.9%となっている。 

全体と比べて、市部において「地域食堂・こども食堂」の割合が高い。 

その他として「町内会、自治会」「地域の有志」「老人クラブ」「地区社会福祉協議会」「民生委員・児童

委員」などの回答があった。 

図表 57 「交流会、サロン」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=62] 市 [n=16] 町村 [n=46]
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(ｲ)「居場所づくり」の活動をしている団体等 

「居場所づくり」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議会」が61.5%、「地域食堂・こども

食堂」が48.7%、「ボランティア団体」が30.8%、「福祉分野のNPO団体」が17.9%、「福祉関係のサービ

ス提供事業所」が15.4%などとなっている。 

全体と比べて、市部において「市町村社会福祉協議会」「福祉分野のNPO団体」「ボランティア団体」「NPO

団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター等）」「福祉関係のサービス提供事業所」「大学等

研究機関」の割合が高い。 

その他として「町内会」「地域住民」「地区社会福祉協議会」「民間事業所」などの回答があった。 

図表 58 「居場所づくり」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=39] 市 [n=13] 町村 [n=26]
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(ｳ)「配食」の活動をしている団体等 

「配食」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議会」が64.9%、「福祉関係のサービス提供事

業所」が13.5%、「福祉分野のNPO団体」「地域食堂・こども食堂」がいずれも10.8%などとなっている。 

全体と比べて、市部において「福祉分野のNPO団体」「地域食堂・こども食堂」「農家、集落営農組織等」

「福祉関係のサービス提供事業所」「大学等研究機関」の割合が高く、町村部においては「市町村社会福祉

協議会」の割合が高い。 

その他として「地域住民」「地区社会福祉協議会」「地域にある老人ホームに委託」などの回答があった。 

図表 59 「配食」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=37] 市 [n=8] 町村 [n=29]
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(ｴ)「声かけ・見守り」の活動をしている団体等 

「声かけ・見守り」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議会」が61.0%、「ボランティア団

体」が22.0%などとなっている。 

全体と比べて、市部においては「福祉分野のNPO団体」の割合が高く、町村部においては「市町村社会福

祉協議会」の割合が高い。 

その他として「民生委員・児童委員」「町内会」「地区社会福祉協議会」「地域包括支援センター」などの

回答があった。 

図表 60 「声かけ・見守り」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=41] 市 [n=8] 町村 [n=33]
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(ｵ)「買い物支援」の活動をしている団体等 

「買い物支援」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議会」が56.3%、「福祉分野のNPO団体」

が28.1%、「ボランティア団体」が12.5%などとなっている。 

全体と比べて、市部においては「市町村社会福祉協議会」「福祉関係のサービス提供事業所」の割合が高

く、町村部においては「福祉分野のNPO団体」の割合が高い。 

その他として「民間事業者」「社会福祉法人」「地区社会福祉協議会」「商工会」などの回答があった。 

図表 61 「買い物支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=32] 市 [n=8] 町村 [n=24]
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(ｶ)「移動支援」の活動をしている団体等 

「移動支援」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議会」が74.2%、「福祉分野のNPO団体」

が25.8%、「ボランティア団体」が12.9%などとなっている。 

全体と比べて、市部においては「福祉分野のNPO団体」「福祉関係のサービス提供事業所」の割合が高く、

町村部においては「市町村社会福祉協議会」の割合が高い。 

その他として「地区社会福祉協議会」などの回答があった。 

図表 62 「移動支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=31] 市 [n=6] 町村 [n=25]
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(ｷ)「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」の活動をしている団体等 

「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議会」が53.8%、

「福祉分野のNPO団体」が23.1%などとなっている。 

その他として「シルバー人材センター」「その他高齢者事業団」「町内会」などの回答があった。 

図表 63 「.家事支援（清掃や庭木の剪定等）」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=26] 市 [n=8] 町村 [n=18]
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(ｸ)「除排雪支援」の活動をしている団体等 

「除排雪支援」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議会」が57.1%、「ボランティア団体」

が17.1%、「福祉分野のNPO団体」が14.3%、「コミュニティ・ビジネス企業」が11.4%などとなっている。 

全体と比べて、市部においては「福祉分野のNPO団体」「ボランティア団体」の割合が高い。 

その他として「シルバー人材センター」「その他高齢者事業団」「町内会」「一般事業所」「まちづくり推

進協議会」などの回答があった。 

図表 64 「除排雪支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=35] 市 [n=5] 町村 [n=30]
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(ｹ)「健康づくりの活動（体操等）」の活動をしている団体等 

「健康づくりの活動（体操等）」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議会」が43.2%、「ボ

ランティア団体」が32.4%などとなっている。 

全体と比べて、市部においては「福祉分野のNPO団体」「ボランティア団体」「福祉関係のサービス提供

事業所」の割合が高い。 

その他として「地域包括支援センター」「有志の団体」「行政」「自治会」などの回答があった。 

図表 65 「健康づくりの活動（体操等）」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=37] 市 [n=9] 町村 [n=28]
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(ｺ)「地域における共助の仕組みづくりの支援」の活動をしている団体等 

「地域における共助の仕組みづくりの支援」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議会」が

88.2%、「ボランティア団体」が11.8%などとなっている。 

全体と比べて、市部においては「市町村社会福祉協議会」の割合が高く、町村部においては「ボランティ

ア団体」の割合が高い。 

その他として「地域包括支援センター」などの回答があった。 

図表 66 「地域における共助の仕組みづくりの支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=17] 市 [n=6] 町村 [n=11]
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(ｻ)「地域における福祉活動の企画・実施の支援」の活動をしている団体等 

「地域における福祉活動の企画・実施の支援」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議会」が

95.0%となっている。 

その他として「地区社会福祉協議会」などの回答があった。 

図表 67 「地域における福祉活動の企画・実施の支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=20] 市 [n=6] 町村 [n=14]
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(ｼ)「地域活動に関わる人材の確保のための支援」の活動をしている団体等 

「地域活動に関わる人材の確保のための支援」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議会」が

91.7%となっている。 

その他として「地域包括支援センター」などの回答があった。 

図表 68 「地域活動に関わる人材の確保のための支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=12] 市 [n=3] 町村 [n=9]



126 
 

(ｽ)「専門職や人材の派遣」の活動をしている団体等 

図表 69 「専門職や人材の派遣」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 

※回答数が少ないため、参考値 
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ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=6] 市 [n=2] 町村 [n=4]
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(ｾ)「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」の活動をしている団体等 

「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議

会」が75.0%などとなっている。 

図表 70 「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=12] 市 [n=4] 町村 [n=8]
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(ｿ)「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」の活動をしている団体等 

「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」の活動をしている団体等は、「市町村社会福祉協議会」

が78.6%などとなっている。 

全体と比べて、市部において「市町村社会福祉協議会」の割合が高い。 

「その他」として「地域包括支援センター」「地区社会福祉協議会」などの回答があった。 

図表 71 「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所
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その他

無回答

全体 [n=14] 市 [n=7] 町村 [n=7]
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(ﾀ)「その他、地域での主な福祉活動」の活動をしている団体等 

図表 72 「その他、地域での主な福祉活動」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 
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福祉以外の分野のNPO団体
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NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂
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福祉関係のサービス提供事業所
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無回答

全体 [n=2] 市 [n=0] 町村 [n=2]
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図表 73 活動分類別活動団体数〔複数回答〕 
（件）   

  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 
  市

町
村
社
会
福
祉
協
議
会 

福
祉
分
野

NPO
団
体 

福
祉
以
外

分
野

NPO
団
体 

団
体 

NPO
団
体

市
民
活
動

支
援

組
織 

︵
NPO

等
︶ 

食
堂 

農
家
︑
集
落
営
農
組
織
等 

福
祉
関
係

提
供
事
業
所 

大
学
等
研
究
機
関 

企
業 

他 

①交流会、サロン 46 8 0 16 0 10 0 6 0 1 11 

②居場所づくり 24 7 2 12 2 19 0 6 1 1 7 

③配食 24 4 0 2 0 4 1 5 1 2 6 

④声かけ・見守り 25 3 0 9 0 2 0 0 0 1 11 

⑤買い物支援 18 9 0 4 0 0 0 2 0 0 4 

⑥移動支援 23 8 0 4 0 0 0 3 0 1 1 
⑦家事支援（清掃や庭
木の剪定等） 14 6 0 2 0 0 0 2 0 2 5 

⑧除排雪支援 20 5 0 6 0 0 0 1 0 4 10 
⑨健康づくりの活動（体
操等） 16 2 0 12 0 0 0 2 0 1 12 
⑩地域における共助の仕
組みづくりの支援 15 0 1 2 0 0 0 0 0 0 1 
⑪地域における福祉活動
の企画・実施の支援 19 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 
⑫地域活動に関わる人材
の確保のための支援 11 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

⑬専門職や人材の派遣 2 0 0 0 0 0 0 2 0 1 1 
⑭地域が連携できる団体
や資源の紹介・マッチング 9 0 0 1 0 0 0 0 0 1 2 
⑮地域活動に必要な情
報の発信やノウハウの提供 11 1 1 0 0 0 0 0 0 1 2 
⑯その他、地域での主な
福祉活動 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 
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②地域団体等が抱えている主な課題 

地域団体等が抱えている主な課題は、「新たな担い手（スタッフ）の確保」が84.2%、「担い手の固定化・

高齢化」が82.9%、「役員のなり手不足」が67.1%、「財源不足」が43.4%、「利用者の固定化」が30.3%

などとなっている。 

全体と比べて、市部においては「財源不足」「福祉制度が複雑化して理解が追いつかない」「対象者が支

援を受け入れない（拒否をされることがある）」の割合が高い。 

図表 74 地域団体等が抱えている主な課題〔複数回答〕 
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0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

役員のなり手不足

担い手の固定化・高齢化

新たな担い手（スタッフ）の確保

利用者の固定化

財源不足

住民の関心の低さ

活動内容の慣例化

要援護者の実態がつかめない

福祉制度が複雑化して理解が追いつかない

組織運営等の知識等の不足

対象者が支援を受け入れない（拒否をされることがある）

世帯の中の福祉課題が複雑化して地域では対応出来ない

その他

特にない

わからない

無回答

全体 [n=76] 市 [n=17] 町村 [n=59]
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③担い手となる地域団体等との情報共有を行う場の有無 

担い手となる地域団体等との情報共有を行う場の有無は、「ある」が60.5%、「ない」が39.5%となって

いる。 

図表 75 担い手となる地域団体等との情報共有を行う場の有無 
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④担い手となる地域団体等との情報共有を行う場がない理由 

前問で地域団体等との情報共有を行う場が「ない」を選択した理由は、「呼びかけるほどの団体がいない」

が56.7%、「情報共有の場の調整をする人材がいない」が40.0%、「情報共有の場を形成した後の運用を担

う人材や部署がない」が36.7%、「情報共有の場の形成のための予算確保が難しい」が13.3%などとなって

いる。 

全体と比べて、市部においては「情報共有の場の調整をする人材がいない」「情報共有の場を形成した後

の運用を担う人材や部署がない」の割合が高い。 

その他として「団体数が多いため」「情報共有の場について、関係機関で協議したことがない」などの回

答があった。 

 

図表 76 担い手となる地域団体等との情報共有を行う場がない理由〔複数回答〕 
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情報共有の場の調整をする人材がいない

呼びかけるほどの団体がいない

情報共有の場の形成のための予算確保が難しい

情報共有の場を形成した後の運用を担う人材や部署がない

その他

無回答

全体 [n=30] 市 [n=7] 町村 [n=23]
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⑤情報共有や調整の場として団体間をつなぐプラットフォームの有無 

地域コミュニティによる福祉に関する地域活動において、情報共有や調整の場として団体間をつなぐプラ

ットフォームの有無は、「ある」が9.2%、「ない」が90.8%となっている。 

図表 77 情報共有や調整の場として団体間をつなぐプラットフォームの有無 
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⑥情報共有や調整の場として団体間をつなぐ主なプラットフォームの詳

細 

前問でプラットフォームが「ある」と回答した自治体の、主なプラットフォーム等の詳細について、以下

の回答があった。 

 
名称 構成団体 取組内容 

上士幌町地域包括支
援センター 

上士幌町役場 
生活に関する悩みや心配ごと、認知症に関する相
談や介護相談などに対応 

上士幌町社会福祉協
議会 

上士幌町役場 

地域の様々な福祉課題を地域社会全体の課題
としてとらえ、地域住民をはじめとする関係者と協
力し、問題解決のために活動を計画的に展開す
る公益性の高い非営利の民間福祉団体 

㈱生涯活躍のまちかみ
しほろ 

上士幌町、商工会、金融機関
等の多数団体が出資 

「町民が活き活きと生涯活躍できるコミュニティづく
り」を経営理念として、町内に住む一人ひとりが得
意を活かして活躍したり、やりたいことへのチャレンジ
ができるような環境づくりを行う。 

枝幸町障がい福祉連絡
会議 

枝幸町、枝幸町社会福祉協議
会、NPO 法人南宗谷ひだかり
の会、枝幸町身体・知的障害
者相談員 

障害福祉行政に関する情報共有・調整を行って
いる。必要時地域活動団体と連携を行う。 

枝幸町予防会議 
枝幸町、枝幸町社会福祉協議
会、枝幸町包括支援センター 

介護保険事業・地域の心配な方の情報共有・調
整を行っている。必要時地域活動団体と連携を
行う。 

新ひだか町社会福祉協
議会 

- 
毎年、小地域ネットワーク専門講座を開催し、地
域住民と地域共生社会をはじめ、様々な事を学
ぶ場を提供している。 

ボランティアセンター 町内ボランティア団体 ボランティア活動の普及・促進・調整 

江別市生活困窮者自
立支援ネットワーク会議 

自立相談支援機関、地域包括
支援センター、保健所、地域若
者サポートステーション等 

各事業所の取組や課題等を共有し、互いに理解
を深め、連携を強化する。 

地域福祉ネットワーク事
業 

社会福祉協議会 
推進協議会構成団体間の連携による情報交換・
協働の仕組みづくりなど 

こども食堂北海道ネット

ワークの交流会・勉強会 
ネットワーク加盟団体 交流会・勉強会 
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⑦地域コミュニティによる福祉に関する地域活動を担う地域団体間をつ

なぐプラットフォームがあるとよいか 

前問で、地域コミュニティによる福祉に関する地域活動を担う地域団体間をつなぐプラットフォームが「な

い」と回答した自治体において、プラットフォームがあるとよいかについては、「プラットフォームがある

ことは望ましいが、形成はできない」が47.8%、「プラットフォームの必要性を考えたことはない」が36.2%、

「プラットフォームがあることが望ましく、形成を視野に入れた検討をしている」が14.5%などとなっている。 

全体と比べて、市部において「プラットフォームがあることが望ましく、形成を視野に入れた検討をして

いる」の割合が高い。 

図表 78 プラットフォームがあるとよいか 
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33.3 
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35.2 

1.4 

6.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=69]

市 [n=15]

町村 [n=54]

プラットフォームがあることが望ましく、形成に向け庁内、関係団体等と調整中である
プラットフォームがあることが望ましく、形成を視野に入れた検討をしている
プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない
プラットフォームの必要性を考えたことはない
無回答
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⑧「プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」理由 

前問で「プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」と回答した理由は、「形成のため

の調整をする人材がいない」が66.7%、「呼びかけるほどの団体がいない」が51.5%、「形成した後の運用

を担う人材や部署がない」が48.5%、「形成のための予算確保が難しい」が30.3%となっている。 

全体と比べて、市部においては「形成のための予算確保が難しい」「形成した後の運用を担う人材や部署

がない」の割合が高く、町村部においては「呼びかけるほどの団体がいない」の割合が高い。 

図表 79 「プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」理由〔複数回答〕 

 
 

⑨道内近隣他自治体と連携し、広域で団体の支援に取り組むことが可能

か 

道内近隣他自治体と連携し、広域で団体の支援に取り組むことが可能かについては、「難しいと思う」が

89.5%、「可能だと思う」が10.5%となっている。 

図表 80 道内近隣他自治体と連携し、広域で団体の支援に取り組むことが可能か 

 
 

  

66.7 

51.5 

30.3 

48.5 

3.0 

0.0 

60.0 

20.0 

40.0 

100.0 

0.0 

0.0 

67.9 

57.1 

28.6 

39.3 

3.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

形成のための調整をする人材がいない

呼びかけるほどの団体がいない

形成のための予算確保が難しい

形成した後の運用を担う人材や部署がない

その他

無回答
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10.5 

11.8 

10.2 

89.5 

88.2 

89.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=76]

市 [n=17]

町村 [n=59]

既に行っている 可能だと思う 難しいと思う 無回答
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⑩近隣他自治体と連携し、広域で団体の支援に取り組むことが困難な理

由 

前問で近隣他自治体と連携し、広域で団体の支援に取り組むことが「難しいと思う」を選択した理由は、

「他自治体の状況がわからないから」が58.8%、「他自治体と地理的に距離が遠いから」が41.2%、「業務

多忙により余裕がないから」が39.7%、「他自治体に連携できる地域資源が不足しているから」が29.4%、

「他自治体と広域連携の関係づくりができていないから」が27.9%となっている。 

全体と比べて、市部においては「他自治体と広域連携の関係づくりができていないから」「他自治体の状

況がわからないから」の割合が高く、町村部においては「他自治体と地理的に距離が遠いから」の割合が高

い。 

図表 81 近隣他自治体と連携し、広域で団体の支援に取り組むことが困難な理由〔複数回答〕 

 
 

  

41.2 

27.9 

29.4 

58.8 

39.7 

2.9 

0.0 

20.0 

40.0 

20.0 

73.3 

26.7 

13.3 

0.0 

47.2 

24.5 

32.1 

54.7 

43.4 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

他自治体と地理的に距離が遠いから

他自治体と広域連携の関係づくりができていないから

他自治体に連携できる地域資源が不足しているから

他自治体の状況がわからないから

業務多忙により余裕がないから

その他

無回答

全体 [n=68] 市 [n=15] 町村 [n=53]
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⑪福祉に関する地域活動支援のために連携したい団体等 

福祉に関する地域活動支援のために連携したい団体等は、「市町村社会福祉協議会」が69.7%、「ボラン

ティア団体」「特にない」がいずれも22.4%、「福祉分野のNPO団体」が18.4%、「福祉関係のサービス提

供事業所」が17.1%などとなっている。 

図表 82 福祉に関する地域活動支援のために連携したい団体等〔複数回答〕 

 
  

69.7 

18.4 

2.6 

22.4 

1.3 

6.6 

3.9 

17.1 

1.3 

2.6 

0.0 

22.4 

2.6 

58.8 

17.6 

0.0 

23.5 

0.0 

0.0 

0.0 

17.6 

0.0 

5.9 

0.0 

29.4 

0.0 

72.9 

18.6 

3.4 

22.0 

1.7 

8.5 

5.1 

16.9 

1.7 

1.7 

0.0 

20.3 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する
組織（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

特にない

無回答

全体 [n=76] 市 [n=17] 町村 [n=59]
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⑫取り組んでほしい内容 
(ｱ)市町村社会福祉協議会 

市町村社会福祉協議会に取り組んでほしい内容は、「地域における共助の仕組みづくりの支援」が81.1%、

「地域における福祉活動の企画・実施の支援」が66.0%、「地域活動に関わる人材の確保のための支援」が

54.7%、「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」が37.7%、「地域活動に必要な情報の発信や

ノウハウの提供」が32.1%となっている。 

全体と比べて、市部においては「地域活動に関わる人材の確保のための支援」「専門職や人材の派遣」「地

域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」の割合

が高い。 

 

図表 83 取り組んでほしい内容：市町村社会福祉協議会〔複数回答〕 

 
 
  

81.1 

66.0 

54.7 

17.0 

37.7 

32.1 

1.9 

1.9 

70.0 

40.0 

60.0 

30.0 

60.0 

40.0 

10.0 

10.0 

83.7 

72.1 

53.5 

14.0 

32.6 

30.2 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=53] 市 [n=10] 町村 [n=43]
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(ｲ)福祉分野の NPO 団体 

福祉分野のNPO団体に取り組んでほしい内容は、「地域における福祉活動の企画・実施の支援」が78.6%、

「地域における共助の仕組みづくりの支援」が57.1%、「専門職や人材の派遣」が42.9%、「地域活動に関

わる人材の確保のための支援」「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」がいずれも35.7%、「地

域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」が14.3%となっている。 

図表 84 取り組んでほしい内容：福祉分野のNPO団体〔複数回答〕 

 
(ｳ)福祉以外の分野の NPO 団体 

図表 85 取り組んでほしい内容：福祉以外の分野のNPO団体〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

 
  

57.1 

78.6 

35.7 

42.9 

35.7 

14.3 

0.0 

0.0 

100.0 
66.7 

33.3 

33.3 

66.7 

33.3 

0.0 

0.0 

45.5 

81.8 

36.4 

45.5 

27.3 

9.1 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=14] 市 [n=3] 町村 [n=11]

50.0 

50.0 

0.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

50.0 

50.0 

0.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=2] 市 [n=0] 町村 [n=2]



142 
 

(ｴ)ボランティア団体 

ボランティア団体に取り組んでほしい内容は、「地域における福祉活動の企画・実施の支援」が70.6%、

「地域における共助の仕組みづくりの支援」が41.2%、「地域活動に関わる人材の確保のための支援」が

29.4%、「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」が23.5%などとなっている。 

全体と比べて、町村部においては「地域における共助の仕組みづくりの支援」の割合が高い。 

図表 86 取り組んでほしい内容：ボランティア団体〔複数回答〕 

 
 
(ｵ)NPO 団体や市民活動を支援する組織（NPO サポートセンター等） 

図表 87 取り組んでほしい内容：NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター等）〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

 

41.2 

70.6 

29.4 

0.0 

23.5 

5.9 

11.8 

11.8 

25.0 

75.0 

25.0 

0.0 

50.0 

0.0 

25.0 

25.0 

46.2 

69.2 

30.8 

0.0 

15.4 

7.7 

7.7 

7.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=17] 市 [n=4] 町村 [n=13]

100.0 

100.0 

0.0 

0.0 

100.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

100.0 

100.0 

0.0 

0.0 

100.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=1] 市 [n=0] 町村 [n=1]
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(ｶ)地域食堂・こども食堂 

図表 88 取り組んでほしい内容：地域食堂・こども食堂〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

 

(ｷ)農家、集落営農組織等 

図表 89 取り組んでほしい内容：農家、集落営農組織等〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

 
  

40.0 

40.0 

20.0 

0.0 

0.0 

60.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

40.0 

40.0 

20.0 

0.0 

0.0 

60.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=5] 市 [n=0] 町村 [n=5]

33.3 

66.7 

66.7 

66.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

66.7 

66.7 

66.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=3] 市 [n=0] 町村 [n=3]
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(ｸ)福祉関係のサービス提供事業所 

福祉関係のサービス提供事業所に取り組んでほしい内容は、「地域における福祉活動の企画・実施の支援」

が69.2%、「地域活動に関わる人材の確保のための支援」「専門職や人材の派遣」がいずれも61.5%、「地

域における共助の仕組みづくりの支援」が46.2%、「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」「地

域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」がいずれも30.8%となっている。 

全体と比べて、町村部においては「地域における福祉活動の企画・実施の支援」の割合が高い。 

図表 90 取り組んでほしい内容：福祉関係のサービス提供事業所〔複数回答〕 

 
(ｹ)大学等研究機関 

図表 91 取り組んでほしい内容：大学等研究機関〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

46.2 

69.2 

61.5 

61.5 

30.8 

30.8 

0.0 

0.0 

33.3 

33.3 

100.0 

100.0 

33.3 

66.7 

0.0 

0.0 

50.0 

80.0 

50.0 

50.0 

30.0 

20.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=13] 市 [n=3] 町村 [n=10]

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

100.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

100.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=1] 市 [n=0] 町村 [n=1]
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(ｺ)コミュニティ・ビジネス企業 

図表 92 取り組んでほしい内容：コミュニティ・ビジネス企業〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

 

 
 
 

0.0 

50.0 

0.0 

50.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

100.0 
0.0 

100.0 
0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

100.0 
0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=2] 市 [n=1] 町村 [n=1]
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図表 93 取り組んでほしい内容別連携したい団体数〔複数回答〕 
（件） 

  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 
  市

町
村
社
会
福
祉
協
議
会 

福
祉
分
野

NPO
団
体 

福
祉
以
外

分
野

NPO
団
体 

団
体 

NPO
団
体

市
民
活
動

支
援

組
織 

︵
NPO

等
︶ 

食
堂 

農
家
︑
集
落
営
農
組
織
等 

福
祉
関
係

提
供
事
業
所 

大
学
等
研
究
機
関 

企
業 

他 

①地域における共助の仕
組みづくりの支援 43 8 1 7 1 2 1 6 0 0 0 

②地域における福祉活動
の企画・実施の支援 35 11 1 12 1 2 2 9 0 1 0 

③地域活動に関わる人材
の確保のための支援 29 5 0 5 0 1 2 8 0 0 0 

④専門職や人材の派遣 9 6 0 0 0 0 2 8 0 1 0 

⑤地域が連携できる団体
や資源の紹介・マッチング 20 5 1 4 1 0 0 4 0 0 0 

⑥地域活動に必要な情
報の発信やノウハウの提供 17 2 0 1 0 3 0 4 1 1 0 

⑦その他 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 

 
 

⑬今後、地域コミュニティによる福祉に関する地域活動を支援していく

ための課題や必要だと思うこと 

今後、地域コミュニティによる福祉に関する地域活動を支援していくための課題や必要だと思うことにつ

いて、以下のような回答があった。 

 担い手の高齢化と新たな担い手の不足 
 担い手、後継者の不足 
 専門職、地域の担い手不足であり、現状の地域活動の継続すら苦慮しており、新たな取組を行うほどの人的余

力はない。(マンパワー不足) 
 地域活動を支援していくための財源不足が課題であり、財政措置が必要であると考える。 
 地域活動を継続していくための人材確保と財政支援の継続 
 都市部の方が考えている以上に、地方の移動手段の確保は大変で担い手はもちろん、利用者も集まらない。 
 地域コミュニティの把握及び支援に関する所管部署の整理 
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(2) モデル事業への関心  

①モデル事業への関心の有無 

モデル事業への関心の有無は、「関心はない」が86.8%、「関心がある（条件によっては参加したい）」

が13.2%、「関心があり、参加したい」が0.0%となっている。 

図表 94 モデル事業への関心の有無 

 
 
  

0.0 

0.0 

0.0 

13.2 

17.6 

11.9 

86.8 

82.4 

88.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=76]

市 [n=17]

町村 [n=59]

関心があり、参加したい 関心がある（条件によっては参加したい） 関心はない 無回答
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３ 社会福祉協議会調査 

(1) 社会福祉協議会について  

①職員数 
(ｱ)経営事業職員（常勤）数 

経営事業職員（常勤）の数は、「１人～４人」が51.0%、「0人」「５人～９人」がいずれも13.7%、「無

回答」が11.8%、「10人～19人」が5.9%、「20人～49人」「50人以上」がいずれも2.0%となっている。 

全体と比べて、市部において「20人～49人」「50人以上」の割合が高い。 

図表 95 経営事業職員（常勤）数 

 
 
(ｲ)経営事業職員（非常勤）数 

経営事業職員（非常勤）の数は、「0人」が33.3%、「１人～４人」が13.7%、「５人～９人」が9.8%、

「20人～49人」が5.9%、「10人～19人」が3.9%となっている。 

全体と比べて、市部において「20人～49人」の割合が高い。 

図表 96 経営事業職員（非常勤）数 

 

13.7 

12.5 

14.0 

51.0 

37.5 

53.5 

13.7 

12.5 

14.0 

5.9 

0.0 

7.0 

2.0 

12.5 

0.0 

2.0 

12.5 

0.0 

11.8 

12.5 

11.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=51]

市 [n=8]

町村 [n=43]

0人 １人～４人 ５人～９人 10人～19人 20人～49人 50人以上 無回答

33.3 

12.5 

37.2 

13.7 

12.5 

14.0 

9.8 

0.0 

11.6 

3.9 

0.0 

4.7 

5.9 

37.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

37.5 

32.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=51]

市 [n=8]

町村 [n=43]

0人 １人～４人 ５人～９人 10人～19人 20人～49人 50人以上 無回答
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(ｳ)一般事業職員（常勤）数 

一般事業職員（常勤）の数は、「１人～４人」が47.1%、「５人～９人」が25.5%、「10人～19人」が

17.6%、「50人以上」が5.9%、「20人～49人」が2.0%となっている。 

全体と比べて、市部においては「10人～19人」「20人～49人」「50人以上」の割合が高く、町村部にお

いては「１人～４人」の割合が高い。 

図表 97 一般事業職員（常勤）数 

 
 
(ｴ)一般事業職員（非常勤）数 

一般事業職員（非常勤）の数は、「１人～４人」が27.5%、「0人」が19.6%、「５人～９人」が17.6%、

「10人～19人」が11.8%となっている。 

全体と比べて、市部においては「５人～９人」「20人～49人」「50人以上」の割合が高い。 

図表 98 一般事業職員（非常勤）数 

 
 
 
  

0.0 

0.0 

0.0 

47.1 

0.0 

55.8 

25.5 

25.0 

25.6 

17.6 

25.0 

16.3 

2.0 

12.5 

0.0 

5.9 

37.5 

0.0 

2.0 

0.0 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=51]

市 [n=8]

町村 [n=43]

0人 １人～４人 ５人～９人 10人～19人 20人～49人 50人以上 無回答

19.6 

0.0 

23.3 

27.5 

12.5 

30.2 

17.6 

37.5 

14.0 

11.8 

0.0 

14.0 

5.9 

12.5 

4.7 

2.0 

12.5 

0.0 

15.7 

25.0 

14.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=51]

市 [n=8]

町村 [n=43]

0人 １人～４人 ５人～９人 10人～19人 20人～49人 50人以上 無回答
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②福祉に関する地域活動や、その活動をしている地域コミュニティの支

援として実施している事業 
福祉に関する地域活動や、その活動をしている地域コミュニティの支援として実施している事業は、「交

流会、サロン」が72.5%、「声かけ・見守り」が56.9%、「配食」が43.1%、「地域活動に必要な情報の発

信やノウハウの提供」が39.2%、「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」が37.3%などとなっ

ている。 

全体と比べて、市部においては「居場所づくり」「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」「除排雪支援」「健

康づくりの活動（体操等）」「地域における共助の仕組みづくりの支援」「地域における福祉活動の企画・実

施の支援」「地域活動に関わる人材の確保のための支援」「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチン

グ」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」の割合が高い。 

その他として「活動費用の助成」などの回答があった。 

図表 99 福祉に関する地域活動や、その活動をしている地域コミュニティの支援として実施している事業〔複数回答〕 

 
  

72.5 

33.3 

43.1 

56.9 

33.3 

35.3 

35.3 

33.3 

33.3 

35.3 

27.5 

7.8 

37.3 

39.2 

3.9 

5.9 

75.0 

50.0 

37.5 

37.5 

37.5 

50.0 

50.0 

50.0 

62.5 

62.5 

50.0 

12.5 

50.0 

87.5 

12.5 

0.0 

72.1 

30.2 

44.2 

60.5 

32.6 

32.6 

32.6 

30.2 

27.9 

30.2 

23.3 

7.0 

34.9 

30.2 

2.3 

7.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交流会、サロン

居場所づくり

配食

声かけ・見守り

買い物支援

家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=51] 市 [n=8] 町村 [n=43]
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③地域コミュニティの支援における課題 

前問で「地域における共助の仕組みづくりの支援」～「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」

と回答した社会福祉協議会の、地域コミュニティの支援における課題は、「人材不足」が75.9%、「資金の

不足」が51.7%、「知識・技術や経験等の不足」が37.9%、「関係機関との連携の不足」が20.7%、「事業

としての優先度が低い」が13.8%となっている。 

全体と比べて、市部においては「知識・技術や経験等の不足」「資金の不足」の割合が高く、町村部におい

ては「人材不足」「事業としての優先度が低い」の割合が高い。 

図表 100 地域コミュニティの支援における課題〔複数回答〕 

 

  

75.9 

37.9 

20.7 

51.7 

13.8 

3.4 

6.9 

3.4 

62.5 

62.5 

25.0 

75.0 

0.0 

0.0 

0.0 

12.5 

81.0 

28.6 

19.0 

42.9 

19.0 

4.8 

9.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材不足

知識・技術や経験等の不足

関係機関との連携の不足

資金の不足

事業としての優先度が低い

その他

特にない・わからない

無回答

全体 [n=29] 市 [n=8] 町村 [n=21]
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(2)  地域コミュニティによる福祉に関する地域活動について  

①福祉に関する地域活動において担い手となる地域団体等やそれらを担

う団体を支援活動している団体の有無 

福祉に関する地域活動において担い手となる地域団体等やそれらを担う団体を支援活動している団体の有

無は、「交流会、サロン」が58.8%、「居場所づくり」「健康づくりの活動（体操等）」がいずれも35.3%、

「除排雪支援」が29.4%、「声かけ・見守り」が27.5%、「配食」「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」が

いずれも25.5%となっている。 

市部は全体と比べて「その他、地域での主な福祉活動」を除き、全ての活動において割合が高い。 

図表 101 福祉に関する地域活動において担い手となる地域団体等やそれらを担う団体を支援活動している 

団体の有無〔複数回答〕 

 
  

58.8 

35.3 

25.5 

27.5 

13.7 

23.5 

25.5 

29.4 

35.3 

11.8 

5.9 

3.9 

5.9 

7.8 

5.9 

2.0 

15.7 

75.0 

87.5 

50.0 

50.0 

25.0 

50.0 

50.0 

37.5 

75.0 

37.5 

12.5 

12.5 

12.5 

37.5 

25.0 

0.0 

0.0 

55.8 

25.6 

20.9 

23.3 

11.6 

18.6 

20.9 

27.9 

27.9 

7.0 

4.7 

2.3 

4.7 

2.3 

2.3 

2.3 

18.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交流会、サロン

居場所づくり

配食

声かけ・見守り

買い物支援

移動支援

家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他、地域での主な福祉活動

無回答

全体 [n=51] 市 [n=8] 町村 [n=43]
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(ｱ)「交流会、サロン」の活動をしている団体等 

「交流会、サロン」の活動をしている団体等は、「ボランティア団体」が73.3%、「地域食堂・こども食

堂」が23.3%、「福祉分野のNPO団体」が16.7%などとなっている。 

市部は全体と比べて「農家、集落営農組織等」「その他」を除き、全ての活動において割合が高い。 

その他として「町内会、自治会」「地域包括支援センター」などの回答があった。 

図表 102 「交流会、サロン」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
  

16.7 

6.7 

73.3 

3.3 

23.3 

3.3 

6.7 

3.3 

3.3 

23.3 

0.0 

50.0 

33.3 

83.3 

16.7 

33.3 

0.0 

33.3 

16.7 

16.7 

0.0 

0.0 

8.3 

0.0 

70.8 

0.0 

20.8 

4.2 

0.0 

0.0 

0.0 

29.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター
等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=30] 市 [n=6] 町村 [n=24]
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(ｲ)「居場所づくり」の活動をしている団体等 

「居場所づくり」の活動をしている団体等は、「ボランティア団体」が61.1%、「地域食堂・こども食堂」

が50.0%、「福祉分野のNPO団体」が33.3%、「福祉以外の分野のNPO団体」「福祉関係のサービス提供事

業所」がいずれも11.1%となっている。 

全体と比べて、市部においては「福祉分野のNPO団体」「福祉以外の分野のNPO団体」「NPO団体や市民

活動を支援する組織（NPOサポートセンター等）」「地域食堂・こども食堂」「福祉関係のサービス提供事

業所」「大学等研究機関」の割合が高い。 

その他として「有志団体」などの回答があった。 

図表 103 「居場所づくり」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
  

33.3 

11.1 

61.1 

5.6 

50.0 

0.0 

11.1 

5.6 

0.0 

22.2 

0.0 

71.4 

28.6 

57.1 

14.3 

71.4 

0.0 

28.6 

14.3 

0.0 

0.0 

0.0 

9.1 

0.0 

63.6 

0.0 

36.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

36.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター
等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=18] 市 [n=7] 町村 [n=11]
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(ｳ)「配食」の活動をしている団体等 

「配食」の活動をしている団体等は、「ボランティア団体」が38.5%、「福祉関係のサービス提供事業所」

が23.1%、「地域食堂・こども食堂」が15.4%などとなっている。 

その他として「一般企業（流通事業者等）」「個人のボランティア」などの回答があった。 

図表 104 「配食」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
  

7.7 

7.7 

38.5 

0.0 

15.4 

0.0 
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0.0 

0.0 

38.5 

0.0 

0.0 

25.0 

50.0 

0.0 

50.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

11.1 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

11.1 

0.0 

0.0 

44.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター
等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=13] 市 [n=4] 町村 [n=9]
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(ｴ)「声かけ・見守り」の活動をしている団体等 

「声かけ・見守り」の活動をしている団体等は、「ボランティア団体」が64.3%などとなっている。 

その他として「町内会、自治会」「個人ボランティア」などの回答があった。 

図表 105 「声かけ・見守り」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター
等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=14] 市 [n=4] 町村 [n=10]
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(ｵ)「買い物支援」の活動をしている団体等 

図表 106 「買い物支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

  

42.9 
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42.9 
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0.0 
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0.0 
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0.0 

100.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 
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20.0 

0.0 

40.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 
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40.0 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセン
ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=7] 市 [n=2] 町村 [n=5]
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(ｶ)「移動支援」の活動をしている団体等 

「移動支援」の活動をしている団体等は、「ボランティア団体」が41.7%、「福祉分野のNPO団体」が33.3%、

「福祉関係のサービス提供事業所」が25.0%などとなっている。 

図表 107 「移動支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター
等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=12] 市 [n=4] 町村 [n=8]
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(ｷ)「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」の活動をしている団体等 

「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」の活動をしている団体等は、「福祉分野のNPO団体」「ボランティ

ア団体」がいずれも23.1%などとなっている。 

「その他」として「シルバー人材センター」「高齢者事業団」「登録ボランティア」などの回答があった。 

図表 108 「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター
等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=13] 市 [n=4] 町村 [n=9]
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(ｸ)「除排雪支援」の活動をしている団体等 

「除排雪支援」の活動をしている団体等は、「ボランティア団体」が26.7%、「福祉関係のサービス提供

事業所」が13.3%などとなっている。 

「その他」として「個人ボランティア」「町内会」「高齢者事業団」などの回答があった。 

図表 109 「除排雪支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=15] 市 [n=3] 町村 [n=12]
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(ｹ)「健康づくりの活動（体操等）」の活動をしている団体等 

「健康づくりの活動（体操等）」の活動をしている団体等は、「ボランティア団体」が61.1%、「福祉関

係のサービス提供事業所」が11.1%などとなっている。 

「その他」として「スポーツ同好会などの自主組織」「町内会」「地域包括支援センター」などの回答があ

った。 

図表 110 「健康づくりの活動（体操等）」の活動をしている団体等〔複数回答〕 
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ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=18] 市 [n=6] 町村 [n=12]
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(ｺ)「地域における共助の仕組みづくりの支援」の活動をしている団体等 

図表 111 「地域における共助の仕組みづくりの支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 
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ター等）
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農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=6] 市 [n=3] 町村 [n=3]
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(ｻ)「地域における福祉活動の企画・実施の支援」の活動をしている団体等 

図表 112 「地域における福祉活動の企画・実施の支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 
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ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=3] 市 [n=1] 町村 [n=2]
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(ｼ)「地域活動に関わる人材の確保のための支援」の活動をしている団体等 

図表 113 「地域活動に関わる人材の確保のための支援」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 
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NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセン
ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=2] 市 [n=1] 町村 [n=1]



165 
 

(ｽ)「専門職や人材の派遣」の活動をしている団体等 

図表 114 「専門職や人材の派遣」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 
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ター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=3] 市 [n=1] 町村 [n=2]
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(ｾ)「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」の活動をしている団体等 

図表 115 「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 
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ター等）
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農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=4] 市 [n=3] 町村 [n=1]
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(ｿ)「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」の活動をしている団体等 

図表 116 「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 
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農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=3] 市 [n=2] 町村 [n=1]
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(ﾀ)「その他、地域での主な福祉活動」の活動をしている団体等 

図表 117 「その他、地域での主な福祉活動」の活動をしている団体等〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 
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コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=1] 市 [n=0] 町村 [n=1]
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図表 118 活動分類別活動団体数〔複数回答〕 
（件） 

  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
  福

祉
分
野

NPO
団
体 

福
祉
以
外

分
野

NPO
団
体 

団
体 

NPO
団
体

市
民
活
動

支
援

組
織 

︵
NPO

等
︶ 

食
堂 

農
家
︑
集
落
営
農
組
織
等 

福
祉
関
係

提
供
事
業
所 

大
学
等
研
究
機
関 

企
業 

他 

①交流会、サロン 5 2 22 1 7 1 2 1 1 7 

②居場所づくり 6 2 11 1 9 0 2 1 0 4 

③配食 1 1 5 0 2 0 3 0 0 5 

④声かけ・見守り 1 0 9 0 1 0 1 0 0 6 

⑤買い物支援 3 0 3 0 0 0 0 0 0 2 

⑥移動支援 4 0 5 0 0 0 3 0 0 2 
⑦家事支援（清掃や庭
木の剪定等） 3 0 3 0 0 0 1 0 0 7 

⑧除排雪支援 0 1 4 0 0 1 2 0 0 12 
⑨健康づくりの活動（体
操等） 1 0 11 0 1 0 2 1 0 6 
⑩地域における共助の仕
組みづくりの支援 2 1 3 2 1 0 1 0 0 2 
⑪地域における福祉活動
の企画・実施の支援 1 1 1 1 1 0 1 0 0 1 
⑫地域活動に関わる人材
の確保のための支援 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

⑬専門職や人材の派遣 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 
⑭地域が連携できる団体
や資源の紹介・マッチング 2 0 2 1 0 0 1 1 0 1 
⑮地域活動に必要な情
報の発信やノウハウの提供 1 0 1 1 0 0 1 1 0 1 
⑯その他、地域での主な
福祉活動 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 
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②地域団体等が抱えている主な課題 

地域コミュニティによる福祉に関する地域活動において担い手となる地域団体等が抱えている主な課題は、

「担い手の固定化・高齢化」が84.3%、「新たな担い手（スタッフ）の確保」が82.4%、「役員のなり手不

足」が68.6%、「財源不足」が49.0%、「利用者の固定化」が31.4%などとなっている。 

全体と比べて、市部においては「役員のなり手不足」「財源不足」「住民の関心の低さ」「活動内容の慣例

化」「福祉制度が複雑化して理解が追いつかない」「世帯の中の福祉課題が複雑化して地域では対応出来な

い」の割合が高い。 

図表 119 地域団体等が抱えている主な課題〔複数回答〕 
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役員のなり手不足

担い手の固定化・高齢化

新たな担い手（スタッフ）の確保

利用者の固定化

財源不足

住民の関心の低さ

活動内容の慣例化

要援護者の実態がつかめない

福祉制度が複雑化して理解が追いつかない

組織運営等の知識等の不足

対象者が支援を受け入れない（拒否をされることがある）

世帯の中の福祉課題が複雑化して地域では対応出来ない

その他

特にない

わからない

無回答

全体 [n=51] 市 [n=8] 町村 [n=43]
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③情報共有や調整の場として団体間をつなぐプラットフォームの有無 

情報共有や調整の場として団体間をつなぐプラットフォームの有無は、「ある」が15.7%、「ない」が84.3%

となっている。 

市部においては、「ない」が100％となっている。 

図表 120 情報共有や調整の場として団体間をつなぐプラットフォームの有無 
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④情報共有や調整の場として団体間をつなぐ主なプラットフォームの詳

細 

前問でプラットフォームが「ある」と回答した社会福祉協議会の、主なプラットフォーム等の詳細につい

て、以下の回答があった。 

 
名称 構成団体 取組内容 

中標津町社会福祉協
議会ボランティアセンター
運営委員会 

社会福祉施設、ボランティア団
体、地域住民関係機関、教育
関係、福祉行政 

年 2 回の会議の開催でボランティア活動の報告、
及び情報交換 

ふれあいいきいきサロン
代表者等連絡協議会 

サロン代表者等 
年 1 回代表者会議を実施し活動報告や、情報
交換を実施 

鶴居村社会福祉協議
会ボランティアセンター 

社会福祉協議会 
ボランティア講座を開催するほか、ボランティア情報
の発信、マッチングを行っている。 

鶴居村社会福祉協議
会 日野浦基金交流会 

村内ボランティア団体、NPO 法
人等 10 団体 

年に一度、集まり座談会を行いながらそれぞれの
活動実践について報告をするほか、お互い協力し
ながらの企画のアイデアなどを出し合っている。 

南幌町ボランティア活動
団体連絡会 

南幌町ライオンズクラブ、南幌町
ボランティア活動登録者連絡
会、南幌町赤十字奉仕団、手
話サークル「きらら」、手をつなぐ
育成会、南幌町身体障がい者
福祉協会、南幌町商工会女性
部、南幌町商工会青年部、ブ
ルーソング研究会 

福祉施設での車いす清掃、ボランティアフェスタな
んぽろ開催運営、町内の福祉施設ボランティア、
慰問活動など 

ささえあいのまちづくり協
議会 

地域包括支援センター、町内
会、民生委員児童委員、地縁
組織団体、社会福祉協議会 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続け
るために必要な生活支援の体制整備の推進 

奈井江町支え愛推進
会議 

介護事業者、住民組織、関係
機関、自治体 

・情報共有 ・資源の発掘、開発 ・ネットワークの
構築 

仁木町ワーキンググループ - - 

認知症カフェ 地域包括支援センター 
認知症の方、家族の支援及び、認知症の普及啓
発 

生活支援体制整備事
業協議体 

町内会長連絡協議会、商工
会、まちづくりグループ会、赤十
字奉仕団、町、包括支援センタ
ー、社会福祉協議会 

生活支援事業に実施及び情報交換等 
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⑤プラットフォームがあるとよいか 

プラットフォームがない場合、プラットフォームがあるとよいかについては、「プラットフォームがある

ことは望ましいが、形成はできない」が67.4%、「プラットフォームの必要性を考えたことはない」が16.3%、

「プラットフォームがあることが望ましく、形成を視野に入れた検討をしている」が14.0%などとなっている。 

全体と比べて、市部においては「プラットフォームがあることが望ましく、形成を視野に入れた検討をしている」

「プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」の割合が高い。 

図表 121 プラットフォームがあるとよいか。 

 
 

  

2.3 

0.0 

2.9 

14.0 

25.0 

11.4 

67.4 

75.0 

65.7 

16.3 

0.0 

20.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=43]

市 [n=8]

町村 [n=35]

プラットフォームがあることが望ましく、形成に向け自治体や関係団体等と調整中である
プラットフォームがあることが望ましく、形成を視野に入れた検討をしている
プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない
プラットフォームの必要性を考えたことはない
無回答
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⑥「プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」理由 

前問で「プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」と回答した理由は、「形成のため

の調整をする人材がいない」「形成した後の運用を担う人材や部署がない」がいずれも65.5%、「呼びかけ

るほどの団体がいない」が58.6%、「形成のための予算確保が難しい」が31.0%などとなっている。 

全体と比べて、市部においては「形成のための調整をする人材がいない」の割合が高く、町村部において

は「呼びかけるほどの団体がいない」の割合が高い。 

図表 122 「プラットフォームがあることは望ましいが、形成はできない」理由〔複数回答〕 

 
  

65.5 

58.6 

31.0 

65.5 

6.9 

0.0 

83.3 

16.7 

16.7 

50.0 

0.0 

0.0 

60.9 

69.6 

34.8 

69.6 

8.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

形成のための調整をする人材がいない

呼びかけるほどの団体がいない

形成のための予算確保が難しい

形成した後の運用を担う人材や部署がない

その他

無回答

全体 [n=29] 市 [n=6] 町村 [n=23]
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⑦福祉に関する地域活動支援のために連携したい団体等 

福祉に関する地域活動支援のために連携したい団体等は、「ボランティア団体」が56.9%、「福祉関係の

サービス提供事業所」が27.5%、「福祉分野のNPO団体」が19.6%、「地域食堂・こども食堂」が13.7%と

なっている。 

全体と比べて、市部においては「福祉分野のNPO団体」「NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポ

ートセンター等）」「地域食堂・こども食堂」「福祉関係のサービス提供事業所」「大学等研究機関」「コミ

ュニティ・ビジネス企業」の割合が高い。 

「その他」として「町内会組織」「町内会連合会」などの回答があった。 

図表 123 福祉に関する地域活動支援のために連携したい団体等〔複数回答〕 

 
 

  

19.6 

11.8 

56.9 

9.8 

13.7 

11.8 

27.5 

11.8 

11.8 

15.7 

9.8 

2.0 

25.0 

0.0 

37.5 

37.5 

25.0 

0.0 

50.0 

25.0 

25.0 

25.0 

0.0 

0.0 

18.6 

14.0 

60.5 

4.7 

11.6 

14.0 

23.3 

9.3 

9.3 

14.0 

11.6 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター
等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

特にない

無回答

全体 [n=51] 市 [n=8] 町村 [n=43]
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⑧取り組んでほしい内容 
(ｱ)福祉分野の NPO 団体 

図表 124 取り組んでほしい内容：福祉分野のNPO団体〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

 
  

60.0 

60.0 

50.0 

20.0 

10.0 

30.0 

0.0 

0.0 

50.0 

100.0 

0.0 

50.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

62.5 

50.0 

62.5 

12.5 

12.5 

25.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=10] 市 [n=2] 町村 [n=8]
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(ｲ)福祉以外の分野の NPO 団体 

図表 125 取り組んでほしい内容：福祉以外の分野のNPO団体〔複数回答〕 

 
 ※回答数が少ないため、参考値 

 
 

33.3 

16.7 

50.0 

33.3 

66.7 

16.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

16.7 

50.0 

33.3 

66.7 

16.7 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=6] 市 [n=0] 町村 [n=6]
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(ｳ)ボランティア団体 

ボランティア団体に取り組んでほしい内容は、「地域における福祉活動の企画・実施の支援」が58.6%、

「地域における共助の仕組みづくりの支援」が51.7%、「地域活動に関わる人材の確保のための支援」が

37.9%、「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」が27.6%などとなっている。 

図表 126 取り組んでほしい内容：ボランティア団体〔複数回答〕 

 
 
  

51.7 

58.6 

37.9 

6.9 

27.6 

17.2 

0.0 

0.0 

66.7 

66.7 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

50.0 

57.7 

42.3 

7.7 

30.8 

15.4 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=29] 市 [n=3] 町村 [n=26]
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(ｴ)NPO 団体や市民活動を支援する組織（NPO サポートセンター等） 

図表 127 取り組んでほしい内容：NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター等）〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

 
 
  

80.0 

40.0 

40.0 

60.0 

60.0 

100.0 

0.0 

0.0 

66.7 

33.3 

33.3 

66.7 

66.7 

100.0 

0.0 

0.0 

100.0 

50.0 

50.0 

50.0 

50.0 

100.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=5] 市 [n=3] 町村 [n=2]
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(ｵ)地域食堂・こども食堂 

図表 128 取り組んでほしい内容：地域食堂・こども食堂〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

 
  

71.4 

71.4 

0.0 

0.0 

14.3 

28.6 

0.0 

0.0 

100.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

100.0 

0.0 

0.0 

60.0 

80.0 

0.0 

0.0 

20.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=7] 市 [n=2] 町村 [n=5]
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(ｶ)農家、集落営農組織等 

図表 129 取り組んでほしい内容：農家、集落営農組織等〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

 
 
  

50.0 

50.0 

33.3 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

50.0 

50.0 

33.3 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=6] 市 [n=0] 町村 [n=6]
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(ｷ)福祉関係のサービス提供事業所 

福祉関係のサービス提供事業所に取り組んでほしい内容は、「専門職や人材の派遣」が71.4%、「地域に

おける共助の仕組みづくりの支援」「地域における福祉活動の企画・実施の支援」「地域活動に関わる人材

の確保のための支援」がいずれも35.7%、「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」が28.6%など

となっている。 

図表 130 取り組んでほしい内容：福祉関係のサービス提供事業所〔複数回答〕 

 
 
  

35.7 

35.7 

35.7 

71.4 

7.1 

28.6 

0.0 

0.0 

25.0 

25.0 

25.0 

75.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

40.0 

40.0 

40.0 

70.0 

10.0 

40.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=14] 市 [n=4] 町村 [n=10]
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(ｸ)大学等研究機関 

図表 131 取り組んでほしい内容：大学等研究機関〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

 
  

33.3 

50.0 

33.3 

66.7 

33.3 

66.7 

0.0 

0.0 

50.0 

50.0 

50.0 

100.0 

50.0 

100.0 

0.0 

0.0 

25.0 

50.0 

25.0 

50.0 

25.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=6] 市 [n=2] 町村 [n=4]
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(ｹ)取り組んでほしい内容：コミュニティ・ビジネス企業 

図表 132 取り組んでほしい内容：コミュニティ・ビジネス企業〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

 
  

33.3 

33.3 

50.0 

33.3 

16.7 

66.7 

0.0 

0.0 

50.0 

100.0 

50.0 

50.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

50.0 

25.0 

25.0 

75.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=6] 市 [n=2] 町村 [n=4]
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(ｺ)その他 

図表 133 取り組んでほしい内容：その他〔複数回答〕 

 
※回答数が少ないため、参考値 

  

50.0 

50.0 

50.0 

16.7 

33.3 

33.3 

66.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

50.0 

50.0 

100.0 

0.0 

75.0 

75.0 

75.0 

25.0 

25.0 

25.0 

50.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=6] 市 [n=2] 町村 [n=4]
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図表 134 取り組んでほしい内容別連携したい団体数〔複数回答〕 
（件） 

  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
  福

祉
分
野

NPO
団
体 

福
祉
以
外

分
野

NPO
団
体 

団
体 

NPO
団
体

市
民
活
動

支
援

組
織 

︵
NPO

等
︶ 

食
堂 

農
家
︑
集
落
営
農
組
織
等 

福
祉
関
係

提
供
事
業
所 

大
学
等
研
究
機
関 

企
業 

他 

①地域における共助の仕
組みづくりの支援 6 2 15 4 5 3 5 2 2 3 

②地域における福祉活動
の企画・実施の支援 6 1 17 2 5 3 5 3 2 3 

③地域活動に関わる人材
の確保のための支援 5 3 11 2 0 2 5 2 3 3 

④専門職や人材の派遣 2 2 2 3 0 0 10 4 2 1 

⑤地域が連携できる団体
や資源の紹介・マッチング 1 4 8 3 1 2 1 2 1 2 

⑥地域活動に必要な情
報の発信やノウハウの提供 3 1 5 5 2 0 4 4 4 2 

⑦その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 
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(3) モデル事業への関心 

①モデル事業への関心の有無 

モデル事業への関心の有無は、「関心はない」が78.4%、「関心がある（条件によっては取り組みたい）」

が17.6%、「関心があり、取り組みたい」が2.0%となっている。 

全体と比べて、市部においては「関心はない」の割合が高い。 

図表 135 モデル事業への関心の有無 

 
 
  

2.0 

0.0 

2.3 

17.6 

12.5 

18.6 

78.4 

87.5 

76.7 

2.0 

0.0 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=51]

市 [n=8]

町村 [n=43]

関心があり、取り組みたい 関心がある（条件によっては取り組みたい） 関心はない 無回答
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①積極的に活動している主な団体名 

自治体内で特に積極的に活動している主な団体名称について、自治体調査及び社会福祉協議会調査におい

て、以下の回答があった。自治体調査と社会福祉協議会調査において挙がった団体をまとめて掲載している。

「自治体」は、団体の所在または活動自治体を表している。 

 

①市町村社会福祉協議会 

自治体 主な団体名  自治体 主な団体名 
札幌市 札幌市社会福祉協議会  幌加内町 幌加内町社会福祉協議会 
函館市 社会福祉法人函館市社会福祉協議会  小平町 社会福祉法人 小平町社会福祉協議会 
旭川市 旭川市社会福祉協議会  苫前町 苫前町社会福祉協議会 
釧路市 釧路市社会福祉協議会  浜頓別町 浜頓別町社会福祉協議会 
江別市 江別市社会福祉協議会  枝幸町 枝幸町社会福祉協議会 
赤平市 赤平市社会福祉協議会  豊富町 社会福祉法人豊富町社会福祉協議会 
名寄市 社会福祉法人 名寄市社会福祉協議会  利尻町 利尻町社会福祉協議会 
歌志内市 歌志内市社会福祉協議会  美幌町 美幌町社会福祉協議会 
富良野市 富良野市社会福祉協議会  斜里町 斜里町社会福祉協議会 
登別市 登別市社会福祉協議会  清里町 清里町社会福祉協議会 
北斗市 北斗市社会福祉協議会  小清水町 小清水町社会福祉協議会 
当別町 当別町社会福祉協議会（ゆうゆう会）※  湧別町 湧別町社会福祉協議会 
新篠津村 新篠津村社会福祉協議会  滝上町 滝上町社会福祉協議会 
七飯町 七飯町社会福祉協議会  雄武町 雄武町社会福祉協議会 
長万部町 長万部町社会福祉協議会（ここたま）※  壮瞥町 壮瞥町社会福祉協議会 
黒松内町 黒松内町社会福祉協議会  白老町 白老町社会福祉協議会 
真狩村 真狩村社会福祉協議会  洞爺湖町 洞爺湖町社会福祉協議会 
京極町 社会福祉法人京極町社会福祉協議会  新ひだか町 新ひだか町社会福祉協議会 
泊村 泊村社会福祉協議会  音更町 社会福祉法人音更町社会福祉協議会 
積丹町 積丹町社会福祉協議会  士幌町 士幌町社会福祉協議会 
仁木町 仁木町社会福祉協議会  上士幌町 上士幌町社会福祉協議会 
南幌町 南幌町社会福祉協議会  更別村 更別村社会福祉協議会 
月形町 月形町社会福祉協議会（ふれあいサロン）※  幕別町 社会福祉法人幕別町社会福祉協議会 
雨竜町 雨竜町社会福祉協議会  本別町 本別町社会福祉協議会 
鷹栖町 鷹栖町社会福祉協議会  陸別町 陸別町社会福祉協議会 
美瑛町 美瑛町社会福祉協議会  標茶町 標茶町社会福祉協議会 
占冠村 占冠村社会福祉協議会  弟子屈町 弟子屈町社会福祉協議会 
和寒町 和寒町社会福祉協議会  中標津町 中標津町社会福祉協議会 
剣淵町 剣淵町社会福祉協議会  羅臼町 羅臼町社会福祉協議会 

※はサロン名等の回答があったため、記載している 
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②福祉分野の NPO 団体     

自治体 主な団体等の名称  自治体 主な団体等の名称 

札幌市 NPO 法人ねっこぼっこのいえ  利尻町 NPO 法人りしり地域生活支援センター 

室蘭市 NPO 法人室蘭 NPO 支援センター  白老町 NPO 御用聞きわらび 

釧路市 まなざしの和  日高町 NPO 法人つくしの会 

釧路市 地域生活支援ネットワークサロン  上士幌町 NPO 法人ソーシャルビジネス推進センター 

砂川市 NPO 法人中空知・地域で認知症を支える会  更別村 どんぐり村サラリ 

当別町 NPO 法人まちの森  標茶町 NPO 法人ウェルフェア標茶 

黒松内町 ひまわり黒松内  鶴居村 NPO 法人ソレゾレ 

京極町 特定非営利活動法人きょう・ここ  羅臼町 NPO 法人ゆとりステーション 

仁木町 銀山さわやか福祉 NPO    

鷹栖町 愛・び・すけっと  ③福祉以外の分野の NPO 団体 

美瑛町 NPO びえいくらしの助けあい  札幌市 NPO 法人 E-LINK 

幌加内町 特定非営利活動法人よるべさ  北竜町 高齢者事業団 

天塩町 NPO 法人ウェルアナザーデザイン  白老町 NPO ウテカンパ 

豊富町 NPO 法人くらすた豊富  中標津町 なかしべつ町民ネットワーク 

 

④ボランティア団体         

自治体 主な団体等の名称  自治体 主な団体等の名称 

札幌市 札幌認知症の人と家族の会  北竜町 碧水支え合いの会 

函館市 在宅福祉委員会  鷹栖町 ※その都度活動している集まり 

小樽市 三世代交流ひろば お茶の間 たけうちさんち  美瑛町 ひまわりかっちゃん 

旭川市 旭川龍谷高等学校野球部  占冠村 ファミリーサポートセンター・しむかっぷ 

室蘭市 銭湯あったか無料送迎の会  ゆうあいサークル 

釧路市 ボランティア連絡協議会  剣淵町 仲町サロンサポーター 

帯広市 とことこ歩こう会  各自治会 

富良野市 ふまねっと・ふらの  幌加内町 ほろほろ会 

森町 フラワーサロン森  ボランティアはまなす会 

せたな町 愛のふれあい訪問  苫前町 まちなかサロン実行委員会 

黒松内町 社会福祉協議会ボランティア  初山別村 なんもなんも倶楽部 

蘭越町 らんこし J＆B  美幌町 男談農園 

仁木町 Nikibee  湧別町 ふれあいサロンゆう 

南幌町 なんぽろせわずき・せわやき隊  滝上町 高齢者事業団 

南幌町ボランティア活動登録者連絡会  むかわ町 むかわ町赤十字奉仕団ボランティアさつき 

奈井江町 コミュニティーカフェボランティア  士幌町 ふまねっとしほろ 

上砂川町 小地域ネットワーク  上士幌町 建設業協会 

浦臼町 地域だれでも食堂  中札内村 縁寿の会 

雨竜町 雨竜町赤十字奉仕団  大樹町 地域福祉ボランティア あいの里なかよし 

まちづくりグループ会  幕別町 幕別町ボランティア連盟 
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④ボランティア団体（続き）         

自治体 主な団体等の名称  自治体 主な団体等の名称 

本別町 本別町自治会連合会  鶴居村 ふくしを考え隊 

浦幌町 吉野ラポールの会  別海町 JA ほほえみ会 

厚岸町 なごみ  中標津町 ナルク 

弟子屈町 ふまねっとサポーター一九・三  中標津手話の会 

 

⑤NPO 団体や市民活動を支援する組織（NPO サポートセンター等） ：回答なし 

 

⑥地域食堂・こども食堂        

自治体 主な団体等の名称  自治体 主な団体等の名称 

札幌市 にじ色こども食堂  音更町 子ども食堂共栄おとふけポッケ 
旭川市 地域共生拠点みんなのおうち トクさんの家  士幌町 地場産物を食べる会 

釧路市 株式会社美警  上士幌町 うれしか 

みはらかがやき食堂  更別村 社会福祉法人更別どんぐり福祉会 

帯広市 WEW とかち  大樹町 たいき食堂 おかわり会 

夕張市 一般社団法人清水沢プロジェクト  池田町 いけだ食堂 

赤平市 町内会  本別町 ほんべつ☆うきうき未来らぼ 

根室市 じぃ～ん こども食堂実行委員会  弟子屈町 弟子屈町社会福祉協議会（ボランティアセンター） 

伊達市 ポップインの会  鶴居村 つるいみんなの食堂 

石狩市 フリールーム MANA  別海町 別海だんらんの会大きな木 

当別町 風街カフェ  中標津町 もーぐもっく 
七飯町 七飯町チーフーこども食堂  ふきのとう 

真狩村 みんなの食堂    

鷹栖町 あったか食堂  ⑦農家、集落営農組織等 

斜里町 ボランティア連絡協議会  自治体 主な団体等の名称 

清里町 みどり地域食堂 ポッケ  旭川市 スープの冷めないきずなづくり実行委員会 

洞爺湖町 しあわせ食堂  愛別町 株式会社 愛 

新冠町 紅ボランティア  池田町 どんぐりサロン 

新ひだか町 ごちゃまぜ    
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⑧福祉関係のサービス提供事業所         

自治体 主な団体等の名称  自治体 主な団体等の名称 

札幌市 社会福祉法人渓仁会  愛別町 NPO 法人あいねっと 

旭川市 デイサービス生きる音  美瑛町 満天の丘びばうし 

夕張市 社会福祉法人清光園特別養護老人ホーム
清光園 

 湧別町 湧別福祉会 

名寄市 社会福祉法人なよろ陽だまりの会  白老町 白老町社会福祉協議会 

上ノ国町 株式会社そよかぜ  新ひだか町 新ひだか町シルバー人材センター 

黒松内町 社会福祉法人黒松内つくし園  大樹町 光寿会ケアステーションひかり 

鷹栖町 社会福祉法人さつき会  中標津町 北海道社会福祉事業団 

鷹栖共生会  羅臼町 羅臼町地域包括支援センター 

 

⑨大学等研究機関             ⑩コミュニティ・ビジネス企業 

自治体 主な団体等の名称  自治体 主な団体等の名称 

札幌市 北海道大学  占冠村 長瀬産業 

旭川市 公立大学法人旭川市立大学  枝幸町 枝幸町高齢者事業団 

   白老町 白老町高齢者事業団 

   新ひだか町 社会教育団体（各種サークル） 

   上士幌町 ㈱生涯活躍のまちかみしほろ 

 

⑪その他   

自治体 主な団体等の名称  自治体 主な団体等の名称 

旭川市 地区社会福祉協議会  剣淵町 企業 

釧路市 一般社団法人釧路社会的企業創造協議会  天塩町 Te to Te 

歌志内市 神威神楽岡町内会  礼文町 自治会 

北斗市 社会福祉法人民生博愛会  利尻町 ふまねっと 

当別町 社会福祉法人ゆうゆう会  清里町 高齢者事業団（シルバーセンター） 

新篠津村 第５ふれあい百歳体操  小清水町 どんどんこしみず 

七飯町 アップル温泉  雄武町 雄武町商工会 

奥尻町 人口減少が進み、積極的な団体は把握し
ていない。 

 洞爺湖町 NPO 法人ワーカーズコープ 

泊村 包括支援センター  むかわ町 登録ボランティア 

積丹町 積丹町生産活動センター  新冠町 えましあ笑愛委員会 

仁木町 仁木町地域包括支援センター  新ひだか町 新ひだか町地域包括支援センター 

南幌町 南幌町高齢者事業団  音更町 子育てサロンおとぷけ通りくるみ 

雨竜町 地域老人クラブ  中札内村 町内会 

愛別町 地域の福祉委員  厚岸町 真栄中央自治会 

占冠村 ファミリーサポートセンター  鶴居村 鶴居村社会福祉協議会 

和寒町 アマリリス  別海町 常盤町ふれあいサポート 

 



192 
 

４ NPO 団体等調査 

(1) NPO 団体等について 

①職員数 
(ｱ)常勤スタッフ数 

常勤スタッフ数は、「5人」が3件、「6人」「7人」「9人」「10人」「19人」がいずれも1件となってい

る。 

図表 136 常勤スタッフ数 

 
 

 
(ｲ)非常勤スタッフ数 

非常勤スタッフ数は、「1人」が2件、「3人」「6人」「12人」「16人」「17人」がいずれも1件となって

いる。 

図表 137 非常勤スタッフ数 

 

5人, 3件

6人, 1件7人, 1件

9人, 1件

10人, 1件

19人, 1件 無回答, 0件

全体 [n=8]

1人, 2件

3人, 1件

6人, 1件12人, 1件

16人, 1件

17人, 1件

無回答, 1件

全体 [n=8]
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(ｳ)ボランティア数 

ボランティア数は、「3人」が2件、「5人」「10人」「13人」がいずれも1件となっている。 

図表 138 ボランティア数 

 
 
  

3人, 2件

5人, 1件

10人, 1件13人, 1件

無回答, 3件

全体 [n=8]
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②福祉に関する地域活動や、その活動をしている地域コミュニティの支

援として実施している事業 
福祉に関する地域活動やそれらを行う地域コミュニティへの支援として実施している事業は、「交流会、

サロン」が5件、「居場所づくり」「除排雪支援」「健康づくりの活動（体操等）」「地域が連携できる団体

や資源の紹介・マッチング」がいずれも3件、「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」「地域活動に必要な情報

の発信やノウハウの提供」がいずれも2件、「声かけ・見守り」「地域における共助の仕組みづくりの支援」

「地域活動に関わる人材の確保のための支援」「その他」が1件となっている。 

図表 139 福祉に関する地域活動や、その活動をしている地域コミュニティの支援として実施している事業〔複数回答〕 

 
 

  

5

3

0

1

0

2

3

3

1

0

1

0

3

2

1

1

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

交流会、サロン

居場所づくり

配食

声かけ・見守り

買い物支援

家事支援（清掃や庭木の剪定
等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづく
りの支援

地域における福祉活動の企画・
実施の支援

地域活動に関わる人材の確保
のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源
の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信
やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=8]
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③地域コミュニティの支援における課題 

前問で「地域における共助の仕組みづくりの支援」～「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」

と回答した場合の支援における課題は、「人材不足」「関係機関との連携の不足」「資金の不足」がいずれも

2件、「知識・技術や経験等の不足」が1件となっている。 

図表 140 地域コミュニティの支援における課題〔複数回答〕 

 
 

  

2

1

2

2

0

0

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

人材不足

知識・技術や経験等の不足

関係機関との連携の不足

資金の不足

事業としての優先度が低い

その他

特にない・わからない

無回答

全体 [n=3]
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(2) 地域コミュニティによる福祉に関する地域活動について 

①福祉に関する地域活動において担い手となる地域団体等やそれらを中

間的に支援する役割を担う団体等で連携しているもの 

福祉に関する地域活動において担い手となる地域団体等やそれらを中間的に支援する役割を担う団体等で

連携しているものは、「地縁組織（町内会、自治会等）」「市町村社会福祉協議会」がいずれも5件、「高齢

者団体（老人クラブ、老人会等）」「福祉関係の事業所」がいずれも4件、「女性団体（女性会、婦人会等）」

「民生・児童委員」「ボランティア団体」がいずれも2件となっている。 

図表 141 ①福祉に関する地域活動において担い手となる地域団体等やそれらを中間的に支援する役割を担う団体

等で連携しているもの〔複数回答〕 

 

 

5

4

2

0

1

2

1

5

1

1

1

2

0

0

4

0

0

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

地縁組織（町内会、自治会等）

高齢者団体（老人クラブ、老人会等）

女性団体（女性会、婦人会等）

青年団

子ども会

民生・児童委員

地域の防犯・防災・交通安全にかかわる団体（消防団等）

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

NPO団体や市民活動を支援する組織…

ボランティア団体

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係の事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

無回答

全体 [n=8]
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(ｱ)「地縁組織（町内会、自治会等）」と連携している主な取組内容 

「地縁組織（町内会、自治会等）」と連携している主な取組内容は、「交流会、サロン」が4件、「居場所

づくり」が2件、「家事支援（清掃や庭木の剪定等）」「除排雪支援」「地域における共助の仕組みづくりの

支援」「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提

供」がいずれも1件となっている。 

図表 142 「地縁組織（町内会、自治会等）」と連携している主な取組内容〔複数回答〕 

 
 

  

4

2

0

0

0

1

1

0

1

0

0

0

1

1

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

交流会、サロン

居場所づくり

配食

声かけ・見守り

買い物支援

家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=5]



198 
 

(ｲ)「高齢者団体（老人クラブ、老人会等）」と連携している主な取組内容 

「高齢者団体（老人クラブ、老人会等）」と連携している主な取組内容は、「健康づくりの活動（体操等）」

「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」がいずれも2件、「交流会、サロン」「居場所づくり」

「専門職や人材の派遣」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」がいずれも1件となっている。 

図表 143 「高齢者団体（老人クラブ、老人会等）」と連携している主な取組内容〔複数回答〕 
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交流会、サロン

居場所づくり

配食

声かけ・見守り

買い物支援

家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答
全体 [n=4]
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(ｳ)「女性団体（女性会、婦人会等）」と連携している主な取組内容 

「女性団体（女性会、婦人会等）」と連携している主な取組内容は、「地域活動に必要な情報の発信やノ

ウハウの提供」が2件、「地域における共助の仕組みづくりの支援」「地域が連携できる団体や資源の紹介・

マッチング」がいずれも1件となっている。 

図表 144 「女性団体（女性会、婦人会等）」と連携している主な取組内容〔複数回答〕 
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声かけ・見守り

買い物支援

家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答
全体 [n=2]
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(ｴ)「子ども会」と連携している主な取組内容 

「子ども会」と連携している主な取組内容は、「交流会、サロン」が1件となっている。 

図表 145 「子ども会」と連携している主な取組内容〔複数回答〕 
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家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答
全体 [n=1]
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(ｵ)「民生・児童委員」と連携している主な取組内容 

「民生・児童委員」と連携している主な取組内容は、「交流会、サロン」「声かけ・見守り」「地域におけ

る共助の仕組みづくりの支援」「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」「地域活動に必要な情

報の発信やノウハウの提供」がいずれも1件となっている。 

図表 146 「民生・児童委員」と連携している主な取組内容〔複数回答〕 
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家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答
全体 [n=2]
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(ｶ)「地域の防犯・防災・交通安全にかかわる団体（消防団等）」と連携している主な取組

内容 

「地域の防犯・防災・交通安全にかかわる団体（消防団等）」と連携している主な取組内容は、「声かけ・

見守り」が1件となっている。 

図表 147 「地域の防犯・防災・交通安全にかかわる団体（消防団等）」と連携している主な取組内容〔複数回答〕 
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家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答
全体 [n=1]
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(ｷ)「市町村社会福祉協議会」と連携している主な取組内容 

「市町村社会福祉協議会」と連携している主な取組内容は、「地域における共助の仕組みづくりの支援」

「地域における福祉活動の企画・実施の支援」がいずれも2件、「交流会、サロン」「家事支援（清掃や庭木

の剪定等）」「除排雪支援」「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」「地域活動に必要な情報の

発信やノウハウの提供」がいずれも1件となっている。 

図表 148 「市町村社会福祉協議会」と連携している主な取組内容〔複数回答〕 
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買い物支援

家事支援（清掃や庭木の剪定等）

除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答
全体 [n=5]
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(ｸ)「福祉分野の NPO 団体」と連携している主な取組内容 

「福祉分野のNPO団体」と連携している主な取組内容は、「交流会、サロン」「地域が連携できる団体や

資源の紹介・マッチング」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」がいずれも1件となっている。 

図表 149 「福祉分野のNPO団体」と連携している主な取組内容〔複数回答〕 
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声かけ・見守り
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家事支援（清掃や庭木の剪定等）
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健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答
全体 [n=1]
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(ｹ)「福祉以外の分野の NPO 団体」と連携している主な取組内容 

「福祉以外の分野のNPO団体」と連携している主な取組内容は、「交流会、サロン」「地域活動に関わる

人材の確保のための支援」「専門職や人材の派遣」「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」「地

域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」がいずれも1件となっている。 

図表 150 「福祉以外の分野のNPO団体」と連携している主な取組内容〔複数回答〕 
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除排雪支援

健康づくりの活動（体操等）

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答
全体 [n=1]
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(ｺ)「NPO 団体や市民活動を支援する組織（NPO サポートセンター等）」と連携している主な

取組内容 

「NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター等）」と連携している主な取組内容は、「地

域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」がいず

れも1件となっている。 

図表 151 「NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター等）」と連携している主な取組内容〔複数回

答〕 
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地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答
全体 [n=1]
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(ｻ)「ボランティア団体」と連携している主な取組内容 

「ボランティア団体」と連携している主な取組内容は、「交流会、サロン」「居場所づくり」「地域におけ

る共助の仕組みづくりの支援」「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」「地域活動に必要な情

報の発信やノウハウの提供」がいずれも1件となっている。 

図表 152 「ボランティア団体」と連携している主な取組内容〔複数回答〕 
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地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答
全体 [n=2]
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(ｼ)「福祉関係の事業所」と連携している主な取組内容 

「福祉関係の事業所」と連携している主な取組内容は、「地域における福祉活動の企画・実施の支援」が2

件、「交流会、サロン」「居場所づくり」「除排雪支援」「専門職や人材の派遣」「地域が連携できる団体や

資源の紹介・マッチング」がいずれも1件となっている。 

図表 153 「福祉関係の事業所」と連携している主な取組内容〔複数回答〕 
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地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答
全体 [n=4]
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②地域団体等が抱えている主な課題 

地域団体等が抱えている主な課題は、「新たな担い手（スタッフ）の確保」が6件、「担い手の固定化・高

齢化」が4件、「役員のなり手不足」「財源不足」がいずれも3件、「住民の関心の低さ」「活動内容の慣例

化」がいずれも2件、「利用者の固定化」「福祉制度が複雑化して理解が追いつかない」「組織運営等の知識

等の不足」「わからない」がいずれも1件となっている。 

図表 154 地域団体等が抱えている主な課題〔複数回答〕 
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世帯の中の福祉課題が複雑化して地域では対応出来ない

その他

特にない

わからない

無回答

全体 [n=8]
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③情報共有や調整の場として福祉の活動に関わる団体間をつなぐプラッ

トフォームに参加しているか 

情報共有や調整の場として福祉の活動に関わる団体間をつなぐプラットフォームに参加しているかは、「参

加している」が2件、「参加していない」が6件となっている。 

図表 155 情報共有や調整の場として福祉の活動に関わる団体間をつなぐプラットフォームに参加しているか 

 
 

④参加しているプラットフォームの詳細 

前問でプラットフォームに「参加している」と回答した団体の、主なプラットフォーム等の詳細について、

以下の回答があった。 

 

名称 構成団体 取組内容 
釧路市社会福祉協議
会運営委員 

釧路市社会福祉協議会 運営委員会議 

釧路地域協議会 釧路市 釧路市内 3 地区代表者による会議 

生活支援体制整備事
業推進協議体 

役場、社会福祉協議会、病院、
地域包括支援センター、特養老人
ホーム、デイサービス事業所、民生
委員、住民主体の通いの場運営
団体 

情報交換・意見交換ができる会議開催 

 

  

参加している, 2件

参加していない, 6件

無回答, 0件

全体 [n=8]
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⑤参加していない場合、プラットフォームに参加を希望するか 

プラットフォームに「参加していない」と答えた団体のうち、プラットフォームに参加を希望するかは、

「思う」が4件、「思わない」が2件となっている。 

図表 156 参加していない場合、プラットフォームに参加を希望するか 

 
 

⑥参加したいと思う場合の、具体的な内容 

前問でプラットフォームに参加したいと「思う」と答えた団体の具体的な意見として以下のような回答が

あった。 

 福祉分野に本格的に参入してまだ半年ほどのため、まずは様々な情報に触れ、学ぶことが必要だと感じている 
 横のつながりが大切だと思うから 
 先進的な活動団体や人とつながりたい。自分たちの活動の現在地点を確認し、今後の活躍の糧としたい 

 
  

思う, 4件

思わない, 2件

無回答, 0件

全体 [n=6]
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⑦福祉に関する地域活動を支援していくために連携したい団体等 

福祉に関する地域活動を支援していくために連携したい団体等は、「市町村社会福祉協議会」「ボランテ

ィア団体」「コミュニティ・ビジネス企業」がいずれも3件、「福祉分野のNPO団体」「福祉以外の分野のNPO

団体」「福祉関係のサービス提供事業所」がいずれも2件、「NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポ

ートセンター等）」「地域食堂・こども食堂」「農家、集落営農組織等」「大学等研究機関」「特にない」が

いずれも1件となっている。 

図表 157 福祉に関する地域活動を支援していくために連携したい団体等〔複数回答〕 

 
 

  

3

2

2

3

1

1

1

2

1

3

0

1

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

市町村社会福祉協議会

福祉分野のNPO団体

福祉以外の分野のNPO団体

ボランティア団体

NPO団体や市民活動を支援する組織
（NPOサポートセンター等）

地域食堂・こども食堂

農家、集落営農組織等

福祉関係のサービス提供事業所

大学等研究機関

コミュニティ・ビジネス企業

その他

特にない

無回答

全体 [n=8]
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⑧取り組んでほしい内容 
(ｱ)市町村社会福祉協議会 

市町村社会福祉協議会に取り組んでほしい内容は、「地域活動に関わる人材の確保のための支援」が2件、

「地域における共助の仕組みづくりの支援」「地域における福祉活動の企画・実施の支援」「専門職や人材

の派遣」「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」がいずれも1件となっている。 

図表 158 取り組んでほしい内容：市町村社会福祉協議会〔複数回答〕 

 
 

  

1

1

2

1

1

0

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=3]
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(ｲ)福祉分野の NPO 団体 

福祉分野のNPO団体に取り組んでほしい内容は、「地域活動に関わる人材の確保のための支援」が2件、「地

域における共助の仕組みづくりの支援」「地域における福祉活動の企画・実施の支援」「地域が連携できる

団体や資源の紹介・マッチング」「地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」がいずれも1件がとなっ

ている。 

図表 159 取り組んでほしい内容：福祉分野のNPO団体〔複数回答〕 

 
 
(ｳ)福祉以外の分野の NPO 団体 

福祉以外の分野のNPO団体に取り組んでほしい内容は、「地域における福祉活動の企画・実施の支援」が

2件、「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」が1件となっている。 

図表 160 取り組んでほしい内容：福祉以外の分野のNPO団体〔複数回答〕 

 

1

1

2

0

1

1

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=2]

0

2

0

0

1

0

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=2]
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(ｴ)ボランティア団体 

ボランティア団体に取り組んでほしい内容は、「地域活動に関わる人材の確保のための支援」「地域が連

携できる団体や資源の紹介・マッチング」がいずれも2件、「地域における福祉活動の企画・実施の支援」「地

域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供」がいずれも1件となっている。 

図表 161 取り組んでほしい内容：ボランティア団体〔複数回答〕 

 
 
(ｵ)NPO 団体や市民活動を支援する組織（NPO サポートセンター等） 

NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター等）に取り組んでほしい内容は、「地域にお

ける共助の仕組みづくりの支援」が1件となっている。 

図表 162 取り組んでほしい内容：NPO団体や市民活動を支援する組織（NPOサポートセンター等）〔複数回答〕 

 

0

1

2

0

2

1

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=3]

1

0

0

0

0

0

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=1]
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(ｶ)地域食堂・こども食堂 

地域食堂・こども食堂に取り組んでほしい内容は、「地域活動に関わる人材の確保のための支援」が1件と

なっている。 

図表 163 取り組んでほしい内容：地域食堂・こども食堂〔複数回答〕 

 
 
(ｷ)農家、集落営農組織等 

農家、集落営農組織等に取り組んでほしい内容は、「地域における福祉活動の企画・実施の支援」が1件と

なっている。 

図表 164 取り組んでほしい内容：農家、集落営農組織等〔複数回答〕 

 
  

0

0

1

0

0

0

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=1]

0

1

0

0

0

0

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=1]
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(ｸ)福祉関係のサービス提供事業所 

福祉関係のサービス提供事業所に取り組んでほしい内容は、「専門職や人材の派遣」が2件、「地域におけ

る福祉活動の企画・実施の支援」が1件となっている。 

図表 165 取り組んでほしい内容：福祉関係のサービス提供事業所〔複数回答〕 

 
 
(ｹ)大学等研究機関 

大学等研究機関に取り組んでほしい内容は、「地域における共助の仕組みづくりの支援」「地域活動に必

要な情報の発信やノウハウの提供」がいずれも1件となっている。 

図表 166 取り組んでほしい内容：大学等研究機関〔複数回答〕 

 
  

0

1

0

2

0

0

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=2]

1

0

0

0

0

1

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=1]
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(ｺ)コミュニティ・ビジネス企業 

コミュニティ・ビジネス企業に取り組んでほしい内容は、「地域における福祉活動の企画・実施の支援」

「専門職や人材の派遣」「地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング」「地域活動に必要な情報の発

信やノウハウの提供」がいずれも1件となっている。 

図表 167 取り組んでほしい内容：コミュニティ・ビジネス企業〔複数回答〕 

 
 

⑨今後、地域コミュニティによる福祉に関する地域活動を支援していく

ための課題や必要だと思うこと 

今後、地域コミュニティによる福祉に関する地域活動を支援していくための課題や必要だと思うことにつ

いて、以下のような回答があった。 

 無償のボランティアが前提であると担い手の不足が深刻化していくと思うので、ある程度の収入が得られるシステム
が必要であると思う。 

 財源の問題だと思います。空き家などの活用にも改修費などが必要。柔軟に支援していただけると助かります。 
 大人だけで考えても、行き詰まることが多く、できない理由探しになることが多い。そのため、地域の小学生・中学

生・高校生など子どもたちと共に考え、学びたい。そこから活動自体も子どもたちと共に実施し、地域の大人が気
づき一歩踏み出す仕組みを作りたい。 

 
  

0

1

0

1

1

1

0

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件 7件 8件

地域における共助の仕組みづくりの支援

地域における福祉活動の企画・実施の支援

地域活動に関わる人材の確保のための支援

専門職や人材の派遣

地域が連携できる団体や資源の紹介・マッチング

地域活動に必要な情報の発信やノウハウの提供

その他

無回答

全体 [n=3]
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(3) モデル事業への関心 

①モデル事業への関心の有無 

モデル事業への関心の有無は、「関心はない」が4件、「関心がある（条件によっては参加したい）」が3

件、「関心があり、参加したい」が1件となっている。 

図表 168 モデル事業への関心の有無 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関心があり、参加したい, 
1件

関心がある（条件によっ
ては参加したい）, 3件

関心はない, 4件

無回答, 0件

全体 [n=8]
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厚生労働省 

令和６年度生活困窮者就労準備支援事業費補助金（社会福祉推進事業分） 

地域共生社会の普及促進のための中間支援の 

あり方に関する調査研究事業 
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